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１．研究の背景と目的

VUCA時代の到来と言われるように，私たちは，
これまでにない速さで変化し続ける，複雑で不確
実な社会を生きている。この困難な時代を生きる
私たちには，自ら考え，判断し，協働して課題解
決に向かう力が一層求められている。このような
現代社会における課題の一因となったグローバル
化は国の教育方針に影響を与えてきた。特に2006
年の教育基本法改正後は伝統や文化の教育の充実
を各教科が求められるようになり，学習指導要領
の改訂の度にその主張を強めながら反映されてい
る。つまり，他国との共生のためにはまず自国の
理解が必要だという姿勢の表れと解釈できる。
家庭科の学習指導要領では伝統や文化の学びが

「生活文化」の語と共に説明されるようになった。
そもそも家庭科が取り扱う文化が「生活文化」で
よいかとの議論が必要であるが，まずは2006年の
教育基本法改正よりも前から家庭科では生活文化
に関する学習を扱っていた点に注目したい。椎
谷・河村（2022）は家庭科が学習対象としてきた
生活文化は日常性と創造性の２つの観点から「伝
統文化」「生活様式」「生活文化創造」の３つに分
けることができることを明らかにした。これら３

つの生活文化は時代の変化と連動する様相を見せ，
現在は伝統文化を重視する傾向にある。この生活
文化を「伝統的なもの，継承すべきもの」として
捉える傾向は，2011年以降の研究論文を中心とし
た学術的な文献の動向にも見られた（椎谷・河村，
2023）。国策が背景にあることを再認識する一方で，
家庭科が学びの対象としてきた生活文化は伝統文
化に限定されないさまざまな側面があり，家庭科
の学びの随所に影響していることを忘れてはなら
ない。
今日のように生活文化が注目されるよりも前か
ら，生活文化を家庭科教科理論の基盤の一つとし
て提唱したのは家庭科教育研究者の村田泰彦氏で
ある。特に村田泰彦，一番ケ瀬康子，田結庄順子，
福原美江の共著による『共学家庭科の理論』は，
初版（1986年）が５刷，新版（1997年発行）も増
刷を重ねており，村田泰彦氏（以下，村田と記す）
が編著者の中でも家庭科教育関係者に長きにわた
り読み継がれ参照されてきた書籍と言える。この
点を考慮して本研究では『共学家庭科の理論』の
初版が発行された1986年を，生活文化を用いた家
庭科教科理論における「一つの到達点（田結庄，
2022）」とし，そこに至るまでの経緯と成果を明
らかにする。そしてその結果をふまえて，現行学
習指導要領の文化学習の課題を整理し，今後の家
庭科教育への示唆を得ることを目的とする。

研 究 論 文

（受付日　2025年7月18日／受理日　2026年1月4日）
Chiaki SHIIYA
〒338-8570　埼玉県さいたま市桜区下大久保255
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２．研究方法

第一に，村田の提唱した生活文化を基盤の一つ
とする家庭科教科理論の構想の経緯について，資
料を用いて整理，考察する。村田に関連する資料
は福原（1999）による「村田泰彦・その著述目録」
のうち，村田氏が著者または編著者として1967
～ 1986年に発行された家庭科に関する書籍を対
象として選定した（表１）。村田は長きに渡って
教科理論が不十分な家庭科の今後を危惧していた。
その問題意識をもとに，村田は1970年代前後の家
庭科教科理論構築時代から1990年代にかけて精力
的に活動し，生活文化の概念を用いた家庭科の教
科理論の構築に大きく貢献した。分析方法につい
ては，家庭科の教科理論について村田が執筆した
章または節を精読した後，生活文化の記述が含ま
れる文章および家庭科の教科理論が読み取れる箇
所を抽出した。抽出箇所は俯瞰的にとらえるため
に一覧表に整理し，生活文化の記述部分を中心と
して解釈をすすめた。また村田による研究論文を
解釈時に補足的に用いた。
第二に，平成29・30年を初版とする小・中・高

等学校の家庭科学習指導要領において「文化」の
語が登場する文章を含む段落を抽出し，文化の学
習の記述内容を読み取った。高等学校においては，

家庭基礎及び家庭総合を対象とし，専門教科「家
庭」関連科目は除外した。ここでは「文化」の語
が登場する文章を含む段落全体を１データと数え
たが，これは「文化」の語を含む文章の前後の文
脈も検討対象とすることでより正確な記述内容の
読み取りが可能になると考えたからである。抽出
したデータに対してはまず「文化」を含む単語の
種類とその数を把握した。その際，「文化」の語
の有無だけでなく，そのデータが示す意味内容に
できる限り沿った形での単語の抽出を試みた。次
に抽出データの記述から「学習内容」「学習目標」
「学習方法」「学習背景」をそれぞれ読み取り，分
類して傾向をとらえた。読み取りおよび分類は筆
者が単独で整理した後，アドバイザーと共に検討
する機会を設け，データの客観性が保証されるよ
う努めた。
第三に，村田の示す生活文化の家庭科教科理論
と学習指導要領の分析結果から総合的に考察した。

３．結果と考察

（1）村田泰彦氏による生活文化と家庭科教育
1）家庭科教科理論の脆弱さへの警笛
村田は1960年に「技術教育を語る会」を発足し，
その後1966年には村田泰彦編，技術教育を語る会
著『家庭科教育の計画と展開』を出版した（福原，

表１　1967 ～ 1986年発行の村田泰彦編著書籍一覧
出版年 単／共 出版社 著者／編者名 書籍名 分析対象にした章※１

1967 共 明治図書 村田泰彦編／技術教
育を語る会著

家庭科教育の
計画と展開 Ⅰ家庭科教育の成立・展開の過程（pp.7-33）

1972 共 明治図書 大学家庭科教育研究
会編

現代家庭科研
究序説

Ⅳ家庭科における教授・学習過程
一　教科教育の対象としての家庭科（pp.127-137）

1977 共 法規文化
出版社 編集　村田泰彦 現代家庭科の

基礎理論
まえがき
第１編教科理論　家庭科理論の基本問題（pp.1-15）

1978 単 青木教育
叢書 村田泰彦 家庭科教育の

理論
Ⅳ教科理論と授業研究（pp.82-93）
Ⅴ家庭科教育研究の批判的検討――『小学校家庭科
教育の研究・総論編』について――（pp.94-124）

1981 共 日本標準 著者代表　村田泰彦 小学校教科教
育法　家庭

はじめに
Ⅰ家庭科教育の概観（pp.10-48）

1984 共 光生館 編者　村田泰彦 生活課題と教
育

まえがき（pp. i-ii）
第Ⅰ部　家庭科教育研究の方法と課題（pp.2-19）

1986 共 光生館
村田泰彦・一番ケ瀬
康子・田結庄順子・
福原美江　共著

共学家庭科の
理論

第Ⅱ章　共学家庭科の構想
１．教科理論（pp.41-43）
２．教育内容の構想（pp.43-55）

※１　村田による執筆であることが署名より判別できた章を分析対象とした。
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1999）。この書籍が村田氏編著による最初の家庭
科関連書籍である。『家庭科教育の計画と展開』
では家庭科の最大の課題とは「家庭科を普通教育
の教科として独立させるための研究と実践をすす
めること（村田，1967，p.32）」と述べた。その
背景には，1947（昭和22）年発行の学習指導要領
およびそれに基づく議論では家庭科は教科として
順調にスタートしたはずが1958（昭和33）年告示
の学習指導要領以降大きく後退したと村田がみて
いたことが要因としてある。1958（昭和33）年告
示の学習指導要領に対しては「子どもたちが，他
教科で学習した科学の基本や原理ないしは法則，
を具体的な家庭生活において適用したり，あるい
は家庭生活にひそむ科学の基本や原理ないしは法
則を発見したりするような教科観や学習過程が欠
落している（村田，1967，pp.24-25）」と厳しく
指摘したうえで「教科の独立と，それにともなう
再編成の意図をこめた仮説的な構想を設定して実
践を試み，実践を検証する過程でふたたび構想が
吟味され，修正されるような手続きをくりかえさ
なければならない（村田，1967，p.32）」と記した。
村田は1970年に家庭科教育における「生活」の

概念に対する論考を発表した。そこでは，家庭科
教育における「生活」概念の再把握や教育的再解
釈が家庭科教育にとっての基本的課題であるが，
それを「軽視」して「生活」の諸現象をほぼ無媒
介，網羅的に教育内容を編成している現状を批判
した（村田，1970）。家庭科の教科理論を示すた
めに，まずは解釈が不統一な「生活」の概念を家
庭科教育ではどうとらえるか議論すべきだという
主張である。ただしこの時点では「文化」の語は
登場せず，まだ教科理論の明文化には到達してい
ない。

2）家庭科が教科として成立するための文化価値の
追究と生活文化の登場
村田自身が1966年以降に発行した自著において

初めて文化の語を用いたのは1972年発行の『現代
家庭科研究序説』である。この書籍では引き続き，
家庭科の教育的価値が不十分であること，家庭科
の成立根拠，独自性を明確にすることが課題だと

している。村田は「一般に，近代の公教育におけ
る教科は，おおむね，文化諸領域における価値の
伝達と創造に根ざして成立している（村田，1972，
p.130）」との前提に立ち，家庭科はまだその段階
にないことについて「教科の理論を確立させるた
めには，家庭科が他教科のように，文化価値の伝
達と創造という視点から構想しうるか否かの検討
が必要（村田，1972，p.130）」であると述べた。
ここで1967年時にはなかった，教科とは文化諸領
域の価値がある内容を教授するものとの説明がな
された。さらに村田は同書の「教科組織と家庭科」
の節において，くり返し「文化価値」の語を使用
しており，「文化価値」は「科学または技術など」
を指すということが読み取れた（村田，1972，
p.130）。以上より，教科とは文化諸領域の価値が
ある内容を教授するものであること，その教科独
自の「文化価値」とは関連する科学または技術な
どを指していること，そこに教科の教育的価値を
有する内容があるととらえていることがわかった。
この「文化価値」は，1977年発行の『現代家庭
科の基礎理論』の中でさらに明確になる。同書の
まえがきにおいて，教育的価値は生活，科学，教
育の三者が交叉するところに内在すると述べ，前
書（村田，1972）よりも教育的価値の意味が具体
化した。そして村田が執筆した「第１編　教科理
論　家庭科理論の基本問題」において，「学校教
育はそれぞれの社会における文化遺産の伝達とそ
の継承を意図的にすすめることによって，文化の
創造的発展に重要な役割をになうが，なかでも教
科教育はそのための中核的領域を占めている（村
田，1977，p.5）」と述べた。そして1976年５月に
日教組中央教育課程検討委員会から発行された
「教育課程改革試案」に対する問題点への指摘は，
曖昧だった家庭科教科理論の輪郭の明確化を支援
することとなった。注1）

続く1978年発行『家庭科教育の理論』の「Ⅳ教
科理論と授業研究」の中では「教科は，文化諸領
域のなかの文化価値に対応して成立するものであ
り，家庭科は，自然科学的な，また社会科学的な
ものの総合としての，生活の科学的認識を主たる
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対象とする教科である（p.82）」注2）と記述され，
さらに整理され具体化されていく様が見て取れた。
そして1981年発行『小学校教科教育法　家庭』

の「１家庭科における学力」において，家庭科で
身につけさせたい学力として生活文化が登場した。
村田が自身の著書において生活文化を説いた初め
ての書籍となる。当時の教育課程審議会答申や文
部省による指導書を批判的に検討しながら，村田
は，家庭科の学力を次の３点に整理した（村田，
1981，p.12）。
（1）家事労働についての最低必要な知識と技能
（2）衣食住を中心とする生活についての科学的

認識
（3）衣食住を中心とする生活文化の創造
本書において村田は，衣食住を中心に形成され

る生活文化に焦点をあて，家庭科の学びはそこに
含まれる生活文化に「教育的価値を認める（村田，
1981，p.18）」ことであるとした。そして「生活
文化の継承と創造のためには，歴史的理解だけで
はなく，家庭生活と社会環境，自然環境とのかか
わり，その地理的理解などを視野におさめなけれ
ばならない（村田，1981，p.18）」，「知識・技能は，
それがやがては生活の科学的認識と生活文化の継
承と創造に結ばれる授業過程でこそ，意味を持つ
（村田，1981，p.17）」と，生活文化のとらえ方お
よび望ましい学習過程を説明した。この生活文化
そのものの範囲を説明しただけでなく，教授方法
を含む学習過程と併せて示した点が村田の成果で
ある。また積年の課題である家庭科が教科である
ために必要なことは「文化遺産の継承と伝達の学
習に即して，科学的知識の体系と技能の系列が整
理され，系統的に編成され（村田，1981，
p.23）」ることだと述べた。つまり，生活諸事象
の中の，文化価値をもち，その中でも歴史的・時
間的，地理的・空間的な視点からみた内容が生活
文化であること，その中の教育的価値をもつもの
が家庭科における学びの対象であり，教授方法・
学習過程との補完関係にあるものだと村田は指摘
した。
次の書籍は1984年発行『生活課題と教育』であ

り，第Ⅰ部「家庭科教育研究の方法と課題」にお
いても，家庭科教育の独自性を示す教科理論構築
のための方法課題には，一貫して各生活に関する
「生活文化の継承と創造の基礎能力（村田，1984，
p.13）」が必要だと述べた。また家庭科教育学は「人
間形成という教育目的の教育学的理解と，教育目
的の実現過程を教授学的側面から組織化して，そ
の理論と実践を科学的に研究（村田，1984，
pp.15-16）」することが望ましく，教授学的側面
の組織化には，「生活と科学を結びつける研究成
果を教育目的にてらして再解釈し，それを教授・
学習過程において組織化する手続きが必要（村田，
1984，p.16）」と，自然科学と社会科学の総合と
しての生活を対象とすることに加え，どのように
教えるかという理論を構築して授業実践に生かす
ことが必要と述べた。
ここまでを整理すると，村田は『現代家庭科研
究序説（1972）』，『現代家庭科の基礎理論（1977）』，
『家庭科教育の理論（1978）』では教科教育は文化
諸領域にある文化価値を対象にしており，その文
化価値とは科学と技術を指すこと，文化価値のな
かに，生活，科学，教育の三者が交叉するところ
に内在する家庭科としての「教育的価値」がある
と説明した。そして『小学校教科教育法　家庭
（1981）』，『生活課題と教育（1984）』では家庭科
教育における生活文化の位置づけや性格をより明
確に示し，その内容と教授方法・学習過程は補完
関係にあって，教授方法・学習過程と共に組織化
して提示することが必要と述べた。以上より，こ
の期間，村田は家庭科の独自性となる教科理論を
明確化する過程で生活と生活文化の関係，それら
と教育的価値の位置付けを整理し，教授方法・学
習過程の理論をもって実践と往還させるよう指摘
した。

3）村田の生活文化の家庭科教科理論の到達点――
『共学家庭科の理論』
1986年出版の『共学家庭科の理論』において，
村田は「家庭科は，生活と諸科学（人文科学・社
会科学・自然科学など）が結合し交差する領域で
成立する教科」（村田，1986，p.41）と説明した。
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そして家庭科が対象とする生活とは「生活事象で
あり生活文化」（村田，1986，p.41）であるとし，
生活文化を「生活を耕やす過程で発見された文化
価値」（村田，1986，p.41）との定義を用いて説
明した。この書籍では，生活文化は「諸科学の成
果と密接に関連して成立しているため，生活文化
を時間と空間を軸にして認識させる過程が必要で
ある。したがって，家庭科の学習過程では，生活
文化を時間と空間を軸にして，継承させるだけで
はなく，そこから生活文化を創造できる基礎能力
を育てることに配慮しなければならない」（村田，
1986，p.41-42）と述べ，生活文化の特徴と教授
方法・学習過程を併せて明示した。ここに村田が
追い求めてきた家庭科教科理論の一つの到達点を
みることができたと言ってよいだろう。
この教科理論に立ち，家庭科の教科構想の視点

に「日常生活の身辺処理行為に必要な，家事・育
児についての最低必要な知識と技能を学ぶこと」，
「生活と諸科学の結合について的確な認識を得さ
せ，生活の主体者として，各自の生活を主体的に
コントロールできる能力を育てること」，「生活文
化の継承と，生活文化の創造についての基礎能力
を育てること」（村田他，1986，p.42）の３点を
挙げた。さらに教科理論は教授過程，教授方法と
共に組織化する重要性を主張してきた村田は，教
科内容編成のための具体的な方法に「①生活事象
の原点・原型・原材料を対象にして，それらに含
まれる文化価値を内容とすること，②生活文化の
継承にあたっては，学習者に生活の原体験をもた
せ，生活力・生命力を培う内容を用意すること」
（村田他，1986，p.43）を示した。
以上より1972年から1986年にかけて教科理論を

模索し構築する過程の中で，家庭科で教える対象
が生活の中に存在する文化価値，すなわち生活文
化だという結論にたどり着いた。この結論は1970
年に村田自身による家庭科教育学における「生
活」の定義への解答でもある。村田は家庭科教育
の対象となる生活文化は，家庭生活，職業生活，
学校生活などの羅列的，断片的な生活ではなく
日々の生活まるごとの中にある文化価値を持つも

のであること，その文化価値は今この瞬間だけを
切り取ったものではなく，過去―現在―未来とい
った時間的な広がりと地理的，空間的な広がりを
もつものであると説明した。そして教育的価値を
持つ生活事象が生活文化であり，家庭科の教授内
容であることに加え，生活文化の継承と創造に適
した教授方法・学習過程を共に組織化して完成す
るとした点が村田による家庭科の独自性の主張で
あり，成果であると結論づけた。

（2）現行学習指導要領に示された文化，生活文
化の学びの設計
次に家庭科学習指導要領における文化，生活文
化に関する学びの設計を把握する。抽出されたデ
ータは全部で154データ（小25，中46，高83）だ
った。全データにおける「文化」を含む語句を数
えたところ30種，合計で202語あることが分かっ
た（表２）。なお，１データ内に２つ以上登場す
る場合があるため，合計数はデータ数と一致しな
い。また抽出の際は「文化」の語の有無だけでな
く，そのデータが示す意味内容にできる限り沿っ
た形で行ったため，例えば「生活文化」と「日本
の生活文化」は文脈における意味によって区別し
て数えた。
表２より，抽出した語句30種類を内容別に分類
し，カテゴリを生成した。その結果「文化・生活
文化」「食生活」「衣生活」「住生活」の４つのカテ
ゴリが生成された。内訳は，多い順に「文化・生
活文化」が127語（62.9％），「食生活」が55語（27.2
％），「衣生活」が12語（5.9％）「住生活」が８語（4.0
％）であった。語句に注目すると，「生活文化」
が全体の中で最も多く61回（小13，中20，高28），
２番目が「文化（的）」30回（小２，中３，高25），
３番目が「地域の食文化」21回（小０，中18，高３），
「日本の生活文化」21回（小９，中７，高５），５
番目が「食文化」15回（小１，中４，高10）だった。
学習指導要領における「文化」を含む語句は，現
行学習指導要領の各教科における見方・考え方の
一項目となっていることから学習分野問わず全体
的に「生活文化」の語の出現回数が多くなってい
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た。「文化（的）」の語は，高等学校家庭総合にお
いて「住生活の科学と文化」のように学習項目の
名称に使われていることが出現回数の多さにつな
がった。同様に「地域の食文化」も中学校で「日
常食の調理と地域の食文化」という学習項目の名
称になっていることから出現回数が多くなってい
た。カテゴリに注目すると，「食生活」カテゴリ
は「衣生活」カテゴリ，「住生活」カテゴリと比
較して出現回数が多いことから，全体的に食生活
に関する文化の記述は厚いことがわかった。また
文脈の示す意味内容によって語句を区別して抽出
したが，「日本の」や「日本と世界の」，「古くか
らの」のように修飾する語句が多く見られ，家庭

科で学ぶ文化が日本を基準として見渡すものであ
ること，過去から継承してきた文化であることが
示されていた。
さらに１データにおける文化に関する学習関連
記述のうち，「学習内容」「学習目標」「学習方法」
「学習背景」を示す箇所を抜き出して分類した後，
１データごとに組み合わせを把握し，その数を数
えた（表３）。表３より，【A】から【P】の16種
の組み合わせがあり，【P：どれも該当なし】を
除いて多い順に【B：学習目標のみ】54回（小７，
中18，高29），【E：学習内容＋学習目標】23回（小
３，中２，高18），【K：学習内容＋学習目標＋学
習方法】23回（小６，中８，高９），【H：学習目

表２　学習指導要領に登場した「文化」を含む語句の種類とその登場回数
カテゴリ 語句 小 中 高 計 小計

文化・
生活文化

生活文化 13 20 28 61

127
（62.9％）

文化（的） 2 3 25 30

日本の生活文化 9 7 5 21

伝統文化 ・ ・ 5 5

日本の伝統的な生活文化 ・ ・ 2 2

ユネスコ無形文化遺産 1 1 ・ 2

江戸時代の生活文化 ・ ・ 1 1

日本と世界の衣食住に関わる文化 ・ ・ 1 1

日本と世界の衣食住に関わる生活文化 ・ ・ 1 1

それぞれの地域に根差した衣食住の文化 ・ ・ 1 1

異文化理解 ・ ・ 1 1

児童文化財 ・ ・ 1 1

食生活

地域の食文化 ・ 18 3 21

55
（27.2％）

食文化 1 4 10 15

日本の食文化 ・ 1 5 6

日本と世界の食文化 ・ ・ 5 5

日本の伝統的な食文化 3 1 ・ 4

日本人の伝統的な食文化 1 1 ・ 2

世界の食文化 ・ ・ 1 1

古くからの食文化 ・ ・ 1 1

衣生活

日本の衣文化 ・ ・ 4 4

12
（5.9％）

日本と世界の衣文化 ・ ・ 2 2

伝統的な衣文化 ・ ・ 2 2

衣生活文化 1 ・ ・ 1

衣文化 ・ ・ 1 1

我が国の衣文化 ・ ・ 1 1

古くからの衣文化 ・ ・ 1 1

住生活
日本と世界の住文化 ・ ・ 4 4

8
（4.0％）日本の住文化 ・ ・ 3 3

住生活文化 1 ・ ・ 1

合計 32 56 114 202

※１　データ内に２つ以上登場する場合があるため，合計数はデータ数と一致しない。
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表３　１データあたりの文化に関する学習関連記述の組み合わせとその出現回数（回）
記述の組み合わせ 例（該当学習指導要領学校種，掲載頁） 小 中 高 全体

A 学習内容のみ

生活の中で食事が果たす役割については，小学校における健康の保持増進，
成長などの食事の役割の学習を踏まえ，食事を共にすることが人間関係を深
めたり，偏食を改善し，栄養のバランスのよい食事にもつながったりするこ
と，行事食や郷土料理など，食事が文化を伝える役割もあることを理解でき
るようにする。（中学校p.84）

・ 2 ・ 2

B 学習目標のみ

家族・家庭の機能について理解を深めとは，子供を育てる機能，心の安らぎ
を得るなどの精神的な機能，衣食住などの生活を営む機能，収入を得るなど
の経済的な機能，生活文化を継承する機能などについて理解を深め，これか
らの生活についても展望できる基礎を培うことを意図している。家族・家庭
の基本的な機能については，「Ａ家族・家庭生活」，「Ｂ衣食住の生活」，「Ｃ
消費生活・環境」の内容と関わらせて，その重要性について理解できるよう
にすることが大切である。（中学校p.63）

7 18 29 54

C 学習方法のみ

さらに，幼児又は低学年の児童や高齢者など異なる世代の人々と関わる活動
等も考えられることから，学校や地域の実態等に応じて，教育活動の実施に
必要な人的又は物的な支援体制を地域の人々の協力を得ながら整えるなど，
地域との連携を図る必要がある｡ 例えば，生活文化の大切さを伝える活動な
どにおいては，地域の高齢者の協力を得ることにより，効果的な学習を展開
することが考えられる。（小学校p.81）

3 1 1 5

D 学習背景のみ

「家庭総合」では，乳児との触れ合いや子供とのコミュニケーション，高齢
者の生活支援技術，グローバル化に対応した日本の生活文化等に関する内容
を充実する。また，生活を総合的にマネジメントできるように，健康や安全
等を考慮するとともに生活の価値や質を高める豊かな衣食住の生活を創造す
るための実践力を身に付けるための学習活動を充実する。（高等学校p.9）

・ ・ 1 1

E 学習内容＋学習目標

また，小学校と中学校の内容を整理し，これまで中学校で扱っていた「音と
生活との関わり」を小学校の内容としたことから，騒音については「Ａ家族・
家庭生活」の⑶「家族や地域の人々との関わり」と関連させて扱うことなど
が考えられる。カビ・ダニ等については，小学校の内容「通風・換気」や「清掃」
と関連させて扱うことなどが考えられる。さらに，季節に合わせた住まい方
において，住生活文化の大切さに気付くことができるようにしている。住生
活と衣生活を関連付けて扱うことについては，これまでと同様である。（小
学校p.58）

3 2 18 23

F 学習内容＋学習方法 該当なし ・ ・ ・ ・
G 学習内容＋学習背景 該当なし ・ ・ ・ ・

H 学習目標＋学習方法

食文化の継承を考慮した献立作成や調理計画については，例えば，地域又は
季節の食材を活用した献立を作成し，調理実習を行う際，和食や地域の食文
化についても調べたり，実習内容を手作りといった視点で比較・考察し，こ
れからの食生活に結び付けたりするなどの指導の工夫が考えられる。（高等
学校p.34-35）

2 3 9 14

I 学習目標＋学習背景 該当なし ・ ・ ・ ・

J 学習方法＋学習背景
⑤ 少子化の進展に対応して，「家庭基礎」では，子育て支援，乳幼児と関わ
るための基礎的な技能，「家庭総合」では，子供の遊びと文化，子育て支援，
子供の発達に応じた適切な関わり方の工夫などに関する内容の充実を図った。
（高等学校p.11）

・ ・ 1 1

K 学習内容＋学習目標
＋学習方法

日本の食文化の継承・創造については，我が国の食生活の変遷を通して，例
えば，地域の食材を活用した献立を作成し，調理実習を行なうなど，和食や
地域の食文化に根ざした郷土料理の実習を取り入れるなどして，古くからの
食文化に蓄積された知恵や経験について考察し，工夫することができるよう
にする。（高等学校p.67）

6 8 9 23

L 学習内容＋学習目標
＋学習背景 該当なし ・ ・ ・ ・

M 学習内容＋学習方法
＋学習背景 該当なし ・ ・ ・ ・

N 学習目標＋学習方法
＋学習背景 該当なし ・ ・ ・ ・

O
学習内容＋学習目標
＋学習方法＋学習背
景

イ「Ｂ衣食住の生活」においては，食育を一層推進するために，献立，調理
に関する内容を充実するとともに，グローバル化に対応して，和食，和服な
ど日本の生活文化の継承に関わる内容を扱うこととしている。（中学校p.68）

2 2 ・ 4

P どれも該当なし
家族・家庭の意義については，生命を育み生活能力や生活文化を伝える環境
として，情緒面の充足と安定をもたらし人格の形成を図る，家族・家庭の意
義について認識できるようにする。（高等学校p.55）

2 10 15 27

合計 25 46 83 154

※下線の意味は次の通り。学習内容，学習目標，学習方法，学習背景
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標＋学習方法】14回（小２，中３，高９）だった。
この中で「学習目標」は【B】【E】【K】【H】のす
べてに含まれていた。154データの中で「学習目
標」を含むデータは118（76.6％）あり，現行の
家庭科学習指導要領における文化の学びの記述で
最も多く示されているのは学習目標であることが
わかった。次に「学習方法」に注目し，具体的な
記述と抽象的な記述に分類した（表４）。表４より，
具体的な記述とは「昔と今の住まい方を比べる活
動」や「浴衣着装体験等」といった活動内容が明
確に判断できる記述を指し，14語（25.0％）あっ
た。14語中10語が食生活分野に関する記述で，多
くが「地域又は季節の食材を活用した献立を作成
し，調理実習を行う」といった調理実習に関する
記述だった。一方で抽象的な記述には「扱う」や
「触れる」といった具体的な活動内容は示されて
いないが学習で取り上げるよう書かれた記述を指
す。この抽象的な記述は42語あり，全体の75.0％
を占めた。
学習指導要領は「教育基本法に定められた教育

の目的等の実現を図るため，学校教育法に基づき
国が定める教育課程の基準であり，教育の目標や
指導すべき内容等を示すもの（文部科学省，
2016）」であり，教育目標，指導内容の概要を示
したものである。１データにおける文化に関する
学習関連記述分析の結果，76.6％の記述が「学習
目標」に関わっていたことから学習指導要領はそ

の機能を果たしているといえる。また「学習方法」
の記述は，「扱う」「触れる」のように，あえて抽
象的な表現にとどめることで家庭科教師の裁量を
保証している。しかし，どのような授業を行うこ
とが「家庭科として文化を学んだ」ことになるの
か共通理解が十分に図れていないことが懸念され
る。現状では，例えば家庭科教師が授業でほんの
少し畳や床の間などの和室を説明，紹介した場合
も，実際に畳を触り，座って過ごしてみる体験を
授業に取り入れた場合も，どちらも同じく授業で
「扱っ」たと言える。当然ながら，教師の行動量
や実習の有無といった目に見える部分のみで比較
することは望ましくない。ただ，どのような学習
方法を用いる場合でも「家庭科として文化を学
ぶ」意義を共有する必要がある。村田はその点を
理論と教授過程を共に示すことで解決に導こうと
した。これに倣い，教師の工夫を生かす余地を担
保しつつ，家庭科独自の「学習方法」を用いた文
化学習を構想し，共有を目指したい。その際は，
極端に少なかった「学習背景」記述の充実も図り，
「グローバル化に対応」と「少子化の進展に対応」
だけではない学習根拠の提示も必要である。
以上より，現行の学習指導要領では文化の学習
における学習目標は概ね示されているが，学習方
法と学習背景への示唆が十分ではなく，文化学習
の意義と教授過程を組織した家庭科独自の理論構
想と共有が課題である。

表４　現行の家庭科学習指導要領の文化関連記述における「学習方法」記述の詳細
種類 記述 語数

具体的

昔と今の住まい方を比べる活動／家族へのインタビューや実生活を見つめる活動／大切さを伝える
活動などにおいては，地域の高齢者の協力を得ることにより，効果的な学習を展開する／１日分の
献立を考える活動／実際に食材に触れ，和食の調理をする／献立作成や調理計画／献立作成や調理
計画／地域又は季節の食材を活用した献立を作成し，調理実習を行う／調べたり，実習内容を手作
りといった視点で比較・考察し／各地の気候や風土で培われた地域の産物に着目し，それをどのよ
うに食してきたのかを調べる／地域の食材を活用した献立を作成し，調理実習を行なう／和食や地
域の食文化に根ざした郷土料理の実習を取り入れる／浴衣着装体験等／地域の高齢者を学校に招き，
地域の郷土料理の実習を通して交流し

14
（25.0%）

抽象的

扱う（12）／具体的に扱い（2）／視点として扱う（2）／触れる（8）／指導する（2）／指導を工夫する（2）
／気づかせる／考察し，工夫する（2）／考察し（2）／配慮する／留意する／学習活動を充実する（4）
／充実を図った／家庭科などの食に関する指導を中核として，学校教育活動全体で一貫した取組を
一層推進する／技術・家庭科における食に関する指導を中核として，学校の教育活動全体で一貫し
た取組を一層推進する

42
（75.0％）

合計 56

※１データ内に２つ以上登場する場合があるため，合計数はデータ数と一致しない。
※（　）内の数字は記述の出現数を示す。
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４．総合考察と今後の展望

長年村田と共同研究を重ねた研究者の一人であ
る田結庄（2022）は，平成29・30年告示の学習指
導要領初出の家庭科の見方・考え方に生活文化に
ついての言及があることを挙げ，これまで村田ら
と構想してきた家庭科の生活文化の継承と創造と
いう「教科観」が「一定の評価」を得たと述べた。
しかし近年生活文化は伝統文化の意味で取り上げ
られていること（椎谷・河村，2023），現行学習
指導要領の文化学習の根拠がグローバル化への対
応に終始している状況を見るに，村田らの研究成
果が十分な形で活用されているとは言い難い。そ
こで家庭科における生活文化を再定義し，生活文
化学習理論を構想する必要があると考えた。まず
家庭科で取り上げる生活文化を「家庭科における
教育的文化価値のある生活事象」と定義する。こ
れは村田が1972年から1986年にかけて示した教科
理論を原点としている。これを取り扱うための家
庭科生活文化学習理論が図１である。図１は，表
３を参照して「学習内容：何を学ぶのか」「学習
目標：学びの到達点」「学習背景：なぜ学ぶのか」
「学習方法・学習過程：どう学ぶのか」の４つを
必須の要素とした。各要素について，「学習内容」
は本研究の定義する家庭科が取り扱う生活文化の
ことである。「学習目標」は学びの到達点を示し
ており，椎谷・河村（2022）を基盤に「気づく（小
学校）」「理解する（中学校）」「主体的に継承する（高
等学校）」と設定した。「学習背景」は時代性や地
域性を考慮した学習の根拠や必然性のことである。
現行学習指導要領ではこの説明が不十分だった
（表３）が，学習者自身が主体的に学ぶために不
可欠な要素である。「学習方法・学習過程」は，
家庭科だからこそできる学習方法を用いて学習を
導くことである。現行学習指導要領では75％が抽
象的な記述にとどまっていた（表４）が，「①原点・
原型・原材料の文化価値を扱う」「②学習者に生
活の原体験をもたせる」ことで家庭科独自の学習
方法・学習過程が保証されると考えた。以上より，
生活文化学習理論とは，時代性・地域性を考慮し

た学習背景をふまえ，家庭科における教育的文化
価値を有する生活事象を学習内容として，家庭科
独自の学習方法・学習過程を用いて学習目標の達
成を図り，一人ひとりの生活文化の創造を実現す
るものとした。
家庭科は現在，知識・技能の習得に加え科学的
認識の育成や他者との共生といった点に独自性を
見出している。ここに本研究の提案する家庭科生
活文化学習を独自性のある学びとして位置づけた
い。今後は提案した理論を用いた家庭科の生活文
化学習授業を実施，検証をし，理論の精度を高め
ていくことが求められる。
注釈
注1）1976年５月に日教組の中央教育課程検討委
員会（当時の会長は梅根悟氏）によって出され
た「教育課程改革試案」では，家庭科は「自然
と社会（地域・民族・世界）にたいする科学的
認識能力を育てる」教科，そして「現代技術の
基本を身につけるための」教科と位置付けられ
た（村田，1977，p.9）。これに対し村田は「家
庭科を『自然と社会に対する科学的認識能力を
育てる』教科として位置づけることは（中略）
同意できるが，『現代技術の基本』に対応させ
ることには同意できない（村田，1977，
p.11）」と反応しているものの，長らく「現行
の教科組織がどのような教育学的根拠に基づい
て成立するかという基本問題を不問に付したま
ま（村田，1977，p.1）」であった家庭科の根本
的な課題解決に向けた検討が進むきっかけとな
ったと言える。村田による批判的検討は教科理
論についてだけでなく，「家庭科は，教授・学
習過程に即してとらえなおすならば，生活の具
体的な諸事象に題材を求めて，そこから学習が
出発し，生活の諸事象の本質を認識させること
によって，学習者が自からの生活を主体的，自
立的に統御できることを意図的に目ざす教科
（村田，1977，p.15）」という，本来教科に備わ
っているべき教授，学習のあり方の意義を再確
認する機会にもなった。
注2）『家庭科教育の理論（1978）』は既出資料を
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図１　 村田の教科理論を原点とした家庭科生活文化学習理論

生活文化学習理論の原点（1972 ～ 1986 年に村田泰彦氏の提案した教科理論より）
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学習の根拠や必然性

一人ひとりの生活文化の創造
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束ねて出版された書籍であり，「Ⅳ教科理論と
授業研究」は「教科理論研究のための方法的問
題（家政教育社『家庭科教育』1977年６月）」
が初出である。

付記
学習指導要領の分析にあたり，京都光華大学講

師和井田結佳子先生，大東学園高等学校教諭栁渕
信孝先生には貴重なご助言を賜りました。心から
の感謝を申し上げます。
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Formulating a Theory of Culture of Everyday Life 
Learning in Home Economics: A Comparative Study of 

Murata’s Subject Theory and the Current Course of Study

Chiaki SHIIYA

Faculty of Education, Saitama University

Abstract

This study positions the first edition of The Theory of Coeducational Home Economics, published 

in 1986, as a milestone in the development of subject theory in home economics based on the concept of 

lifestyle culture (Tainosho, 2022). It clarifies the processes and outcomes that led to this publication and, 

based on these findings, identifies challenges related to cultural learning in the current Course of Study 

and explores implications for future home economics education.

The study involved three stages. First, it reviewed and analyzed the development of Murata’s subject 

theory, which incorporated the culture of everyday life as a foundational concept. Second, paragraphs 

containing the term “culture” were extracted from the 2017–2018 editions of the Course of Study for 

elementary, junior high, and high school home economics, and the descriptions of cultural learning were 

analyzed. Third, the findings were synthesized and comprehensively examined.

Based on the results, a conceptual framework for culture of everyday life learning in home economics 

was proposed. Within this framework, everyday life phenomena are identified as learning objects, their 

cultural value is examined, and their educational significance in home economics is clarified. Each 

learning object is supported by a learning context reflecting temporal and regional characteristics, which 

guides the selection of appropriate learning directions. Learning methods and processes aligned with this 

context are then proposed. In essence, culture of everyday life learning theory aims to achieve learning 

goals through home economics–specific methods and processes, enabling individuals to create their own 

culture of everyday life while responding to contemporary and regional contexts.

Key words; culture of everyday life; home economics education; subject theory; theoretical research 

course of study
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１．問題の所在と研究目的

アドボカシー（adovocacy）は，弁護，支持，
権利擁護などと訳される（ランダムハウス英和辞
典，デジタル大辞泉）。橋本（1996）は権利の主
体が権利のために訴える行為をセルフアドボカシ
ーとした。Williams/Shoults（1999）は自己の尊
重や自信について学習する過程を通して権利やニ
ーズを承知し，課題のために主張し行動すること
をセルフアドボカシーとした。堀（2024）は自分
の人生を創っていくためにセルフアドボカシーを
中心に据え，同じ属性，同じ背景を持つ仲間が支
え合って代弁しあうことをピアアドボカシーとし
た。齋藤（2024）は，家族や友人など近しい人同
士に限らずすべての人がピアアドボカシーを持ち
互いを支えケアしあう生活を目指す必要性を指摘
した。
これらの先行研究を踏まえて，セルフアドボカ

シーとは自己認識・意見表明・支援要請を行うケ
アを求める行為とする。また，ピアアドボカシー
は当事者の声を聴きその人の感情や経験などを理
解してケアし合う共感的応答行為とする。これら
セルフアドボカシーとピアアドボカシーのケアの
実際は，日常生活においては，例えば困ったとき

に声を上げて助けを求める行為や，困っている人
に声をかけたり，助ける行為から始まると考えら
れる。
子どもの権利条約（1989年国連総会にて採択，
1994年日本批准）第12条には意見表明権が記され，
2016年に改正された児童福祉法第２条には自己の
意見表明が示された。2022年の児童福祉法改正を
受けて子ども家庭庁が意見表明等支援事業を創設
したものの，同庁による子どもと若者の意識調査
（2024）では，日本の子どもたちは「自分の考え
をはっきり相手に伝えること」が５か国中最も低
いことが報告されている。すなわちセルフアドボ
カシーが低いという課題がある。さらに自分の意
見を聴いてもらえるという実感がある子どもは，
日本では42.2％で最も低かった。意見を聴いても
らえないという環境には周りの人のピアアドボカ
シー意識が低いという課題があるということがう
かがえた。
従前より発達障害や聴覚障害など障害者を対象
にした分野でセルフアドボカシーやピアアドボカ
シーに関する研究は活発に行われてきた（花崎
2002，竹端2013，木村他2020，志磨村他2025）。
しかしながら，齋藤他（2025）はヤングケアラー
を題材にした授業実践を通して生徒にセルフアド
ボカシーに課題があることを確認し，障害がない
生徒に対してもセルフアドボカシーとピアアドボ
カシー育成の必要性があることを明らかにした。

研 究 論 文

（受付日　2025年9月10日／受理日　2026年2月24日）
Mieko SAITO　Mayumi SATO
＊１　〒270-1138　千葉県我孫子市下ヶ戸1133

Key words：

セルフアドボカシーとピアアドボカシーの
意識に関わる家庭科教育の可能性
―成人3000人の生活意識アンケート調査から―

日本家庭科教育学会誌，69(1)：15－26，2026

セルフアドボカシー，ピアアドボカシー，家庭科，価値観，ウェルビーイング

齋藤美重子＊1　佐藤　真弓＊2

*1 川村学園女子大学生活創造学部　*2 川村学園女子大学生活創造学部
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一方，家庭科教育において，赤塚（2025）は家
庭科の目標である「よりよい生活」「よりよい社
会」はウェルビーイングの具体像であるとした。
ウェルビーイングは幸せ，健康，福祉の総体（前
野ら，2022）と捉えられ，すなわち家庭科におけ
る自立（小野瀬，2025）と共生（齋藤，2025）に
つながる学びがウェルビーイングの向上と関わる
と考えられる。自分の困りごとに声をあげ，周り
の人や社会がその声に応答するというセルフアド
ボカシーとピアアドボカシーが育成され社会全体
の環境改善ができれば自立と共生につながり，つ
まりウェルビーイングの向上が目指せるのではな
いかと考える。
綿引（2018）は家庭科の家族学習ではまず自己

（個人）から出発すること，権利を行使する市民
性を育むことの必要性をあげた。家庭科教育法担
当大学教員へのアンケート調査（黒光他，2023）
では，これからの家庭科で重視すべきこととして，
「人の一生と将来を見通した生活設計などの理
解」が高い値を示した。これらのことより，家庭
科教育におけるセルフアドボカシーとピアアドボ
カシーの育成は，一生を通じて自立性，市民性を
もちながらウェルビーイングを実現しようとする
人間の発達を可能にするのではないだろうか。し
かし，現行の小・中・高等学校家庭科教科書には
セルフアドボカシーやピアアドボカシーの文言は
見当たらなかった。
そこで，本研究では日本人のセルフアドボカシ

ーとピアアドボカシーの意識の実態を明らかにし，
生活意識との関連をみることによって，セルフア
ドボカシーとピアアドボカシー育成がウェルビー

イング向上を実践する力となり得るかを検討し，
今後の家庭科教育家族・家庭学習や生活設計に示
唆を得ることを目的にする。

２．研究方法

（1）調査方法，調査対象者及び倫理的配慮
全国18歳以上の成人（高校生を除く）男性1500
人，女性1500人，計3000人（平均年齢50.11歳，
標準偏差16.91）を対象にWebアンケートをリサ
ーチ専門機関のマイボイスコム株式会社に委託し
て2024年11月に実施した。調査対象の内訳は18歳
以上20代，30代，40代，50代，60代，70代以上の
６年代階層男女各250人で500人とした。
調査対象者の居住地域は関東圏が42.2％と多い
ものの北海道から九州まで全国を網羅していた。
職業は会社員，自営業，パートなど非正規雇用者
含めて有職者61.9％，専業主婦（主夫），退職者，
学生など無職者36.0％，その他2.1％であった。
また，調査対象者の性，年代内訳および性年代別
世帯収入を表１に示した。
調査は対象者の自発的，自由意志に基づくもの
となるように，アンケートの冒頭で趣旨，倫理的
配慮の説明を行い，同意がある人のみ回答可能な
設定にした。回答をデータ化し統計処理を行い，
分析には統計ソフトSPSS ver.27を使用した。
本調査は川村学園女子大学倫理委員会において
承認を得た（川大修第6-120号）。

（2）調査項目
セルフアドボカシー意識は，片岡・栄田（2022），
齋藤（2024）をもとに，セルフアドボカシーを回

表１　対象者の性別，年代別人数および世帯年収別人数

階層別
人数

階層別人数の3000人
に占める割合（％）

男　性 女　性
18～
20代 30代 40代 50代 60代 70代

以上
18～
20代 30代 40代 50代 60代 70代

以上
性年代別人数 3000 100.0 250 250 250 250 250 250 250 250 250 250 250 250

世
帯
年
収

300 万円未満 623 20.8 50 43 43 41 51 72 51 45 40 40 67 80

300 ～ 500 万円未満 654 21.8 57 53 50 40 58 81 42 53 45 40 62 73

500 ～ 700 万円未満 527 17.6 40 59 55 52 41 37 38 51 43 42 32 37

700 ～ 1000万円未満 412 13.7 34 40 45 46 37 14 30 37 49 44 19 17

1000～ 1500万円未満 215 7.2 20 21 21 29 18 5 18 16 22 23 17 5

1500万円以上 79 2.6 2 9 8 10 8 3 12 6 9 5 5 2

分からない・答えたくない 490 16.3 47 25 28 32 37 38 59 42 42 56 48 36
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答者が日常的に考えられるように，「普段の日常
生活で困りごとがあるときに声をあげるか」と尋
ね，「声をあげる」「声をあげない」で回答を得た。
「声をあげない」回答者にはその理由として「自
分は他人（団体）に言える立場にない」「自分が
何をすればよいかわからない」「人に迷惑をかけ
たくない」「自分で解決すべきだと思う」「人に声
をかけづらい」「どのように接したらよいかわか
らない」「不安や悩みの内容によると思う」「人に
言うのが面倒，負担を感じる」「恥ずかしい」「誰
かがやってくれると思う」「その他」の選択肢を
掲げ該当するものを複数で回答してもらった。９
項目は内閣府「人々のつながりに関する基礎調
査」から抽出した質問項目を掲げ，成人20人に回
答してもらう予備調査を行い，回答後に意見を聴
取・検討し，理由選択肢の追加と修正を行い決定
した。
ピアアドボカシー意識は，堀（2024）を参考に

「まわりの不安や悩みを抱えている人に，声をか
けたり，手助けをするか」と尋ね，「声をかける」
「声をかけない」「わからない」で回答を得た。「声
をかけない」及び「わからない」の回答者にはそ
の理由として「自分には役にたてることがない」
「自分が何をすればよいかわからない」「その人に
迷惑をかけたくない」「自分で解決すべきだと思
う」「人に声をかけづらい，どのように接したら
よいかわからない」「人によると思う」「不安や悩
みの内容によると思う」「声をかけるのが面倒，
負担を感じる」「恥ずかしい」「誰かがやってくれ
ると思う」「興味・関心がない」「そのような余裕
がない」「その他」の選択肢を掲げ該当するもの
を複数で回答してもらった。この12項目は先のセ
ルフアドボカシーを持たない理由の選択肢から検
討し前述の予備調査を経て決定した。
次に，セルフアドボカシーとピアアドボカシー

はウェルビーイング向上を実践する力となり得る
かをみるために，ウェルビーイングと関連が深い
と考えられる「孤立」「孤独」「経済的ゆとり」「健
康良好さ」「生活満足」「アイデンティティ」に関
する意識の全６項目を生活意識項目として設定し

た。本調査においては，「孤立」「孤独」意識が低く，
「経済的ゆとり」「健康良好さ」「生活満足」「アイ
デンティティ」意識が高い場合にウェルビーイン
グが高いと評価することとした。
1）孤立，孤独意識
齋藤・佐藤（2023）の2021年全国成人3000人ア
ンケート調査では，「ケアは介護や子育てに限ら
ない日常生活上の配慮のことを指す」と但し書き
のある質問に対して「誰からもケアされていない
し，誰もケアしていない」とする“孤立孤独型”
が全体の28.2％（846人）みられた。この孤立，
孤独の意識は，声をあげられないというセルフア
ドボカシー意識の低さや，人に声をかけることが
できないというピアアドボカシー意識の低さと関
連があることが予想された。そこで内閣府「人々
のつながりに関する基礎調査」を参考にし，下記
のように質問した。回答を「あてはまる」４点，「や
やあてはまる」３点，「あまりあてはまらない」２
点，「あてはまらない」１点の４件法を用い得点
化した。
・「自分は他の人たちから孤立していると感じる
（注；孤立：客観的にみて，つながりが少ない
状態）」
・「自分は孤独であると感じる（注；孤独：寂し
いという主観的な感情）」

2）経済的ゆとり，健康良好さ，生活満足意識
内閣府「満足度・生活の質に関する調査報告
書」では，いずれの年齢層でもウェルビーイング
には「家計と資産」「健康状態」「生活の楽しさ・
面白さ」が重視されていた。それに伴い家庭科授
業で取り上げる機会の多い収入・消費に関わる
「経済的ゆとり」，衣食住生活に関わる「健康良好
さ」，生活設計に関わる「生活満足」を取り上げた。
また，「生活の楽しさ・面白さ」については国連
世界幸福度の指標にある主観的な幸福と相通ずる
ものがあると考え，主観的幸福を測る「現在の生
活に満足しているか」で質問した。①と同様の４
件法を用いて得点化した。
・「現在の心身の健康状態はよい」
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・「現在の生活は経済的にゆとりがある」
・「現在の生活に満足している」

3）アイデンティティ意識
綿引（2018）は家庭科の家族学習にはまず自己

（個人）から出発することをあげており，筆者ら
はその人の個性や主体性，自分への信頼感，自己
肯定感，社会性など自分自身の問い直し，すなわ
ち「アイデンティティ」意識もウェルビーイング
には重要と考えた。また，片岡・栄田（2022）は
セルフアドボカシー育成における自己理解の必要
性を指摘し，後藤・菊池（2016）は自己理解とピ
アアドボカシーの関連を指摘した。これらよりセ
ルフアドボカシーとピアアドボカシーの意識と
「アイデンティティ」意識との関連が推察された。
下山（1992）のアイデンティティ確立尺度に倣い
次の10項目について質問し，「そう思う」４点，
「時々そう思う」３点，「ほとんど思わない」２点，
「決して思わない」１点の４件法で得点化した。
「私は興味を持ったことはどんどん実行に移し
ていく方である」「自分の生き方は自分で納得の
いくものである」「私は十分に自分のことを信頼
している」「私は自分なりの生き方を主体的に選
んでいる」「自分は何かをつくりあげることので
きる人間だと思う」「社会の中での自分の生きが

いがわかってきた」「自分にまとまりが出てきた」
「私は自分の個性をとても大切にしている」「私は
自分なりの価値観を持っている」「私は魅力的な
人間に成長しつつある」
なお，下山（1992）はアイデンティティに関す
る42項目について因子分析を行い２因子を抽出し，
主体性，個性，社会性に関するこの10項目を「ア
イデンティティの確立」尺度（因子）と命名して
いる。本調査においても，この10項目をアイデン
ティティ確立尺度と想定し，下位尺度としての10
項目の内的整合性を検討した。項目間は互いにす
べて正の相関関係を示し，Cronbachのα値＝
0.923，また，すべての項目において削除された
場合のCronbachのα値＝0.911～ 0.920を示した。
したがってこの10項目全てをアイデンティティ尺
度ととらえることは妥当と考え，全10項目得点の
平均値を「アイデンティティ意識」得点とした。

３．研究結果及び考察

（1）セルフアドボカシー意識
「普段の日常生活で困りごとがあるときに声を
あげるか」というセルフアドボカシー意識は「声
をあげる」は1564人（52.1％），「声をあげない」
は1432人（47.8％）で，セルフアドボカシー意識
のある人がやや多い結果となった。これを性別・

表２　性別・年代別セルフアドボカシー意識の有無

性年代　n＝250

セルフアドボカシー意識

性年代　n＝250

セルフアドボカシー意識
有
声を
あげる

無
声を

あげない
残差

p

有
声を
あげる

無
声を
あげない

残差
p

男性
18歳～20代

度数（人） 117 133 女性
18歳～20代

度数（人） 135 115
割合（％） 46.8% 53.2% 割合（％） 54.0% 46.0%
調整済み残差 ‒1.76 1.76 調整済み残差 0.62 ‒0.62

男性30代 度数（人） 92 158 女性30代 度数（人） 128 122
割合（％） 36.8% 63.2% 割合（％） 51.2% 48.8%
調整済み残差 ‒5.07 5.07 ＊＊ 調整済み残差 ‒0.31 0.31

男性40代 度数（人） 108 142 女性40代 度数（人） 135 115
割合（％） 43.2% 56.8% 割合（％） 54.0% 46.0%
調整済み残差 ‒2.95 2.95 ＊＊ 調整済み残差 0.62 ‒0.62

男性50代 度数（人） 109 141 女性50代 度数（人） 146 104
割合（％） 43.6% 56.4% 割合（％） 58.4% 41.6%
調整済み残差 ‒2.82 2.82 ＊＊ 調整済み残差 2.07 ‒2.07 ＊

男性60代 度数（人） 128 122 女性60代 度数（人） 161 89
割合（％） 51.2% 48.8% 割合（％） 64.4% 35.6%
調整済み残差 ‒0.31 0.31 調整済み残差 4.06 ‒4.06 ＊＊

男性
70代以上

度数（人） 133 117 女性
70代以上

度数（人） 172 78
割合（％） 53.2% 46.8% 割合（％） 68.8% 31.2%
調整済み残差 0.35 ‒0.35 調整済み残差 5.51 ‒5.51 ＊＊
χ2＝89.52，df＝11，p＜ .001 ※残差分析　**p＜ .01　*p＜ .05
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年代別の割合で示したものが表２である。
性別，年代別にみるセルフアドボカシー意識の

有無の回答数は0.1％水準で有意の分布を示した
ため，各セルの調整済み標準化残差を検討したと
ころ，男性30代，40代，50代，女性50代，60代，
70代がセルフアドボカシー意識の有無の差が有意
に大きくみられた。「声をあげない」は男性30代
が63.2％で６割を超え，男性40代，男性50代で６
割近くみられた。一方，「声をあげる」は女性70
代以上が68.8％で７割近く，次いで女性60代，50
代と順に「声をあげない」人よりも多くみられた。
女性60代以上が６割を超えた理由として，人生経
験が豊富で，声をあげた時に助けられた経験があ
ることや恥意識やためらいが減り行動できるので
はないかと考えられる。

次に，セルフアドボカシー意識が有る人と無い
人とで生活意識（孤立，孤独，アイデンティティ，
健康良好さ，生活満足，経済的ゆとり）得点の平
均値を比較した（表３）。その結果，セルフアド
ボカシー意識が有る人は無い人よりも孤立，孤独
意識は低く，アイデンティティ，健康良好さ，生
活満足，経済的ゆとりの意識はすべて有意に高い
ことが確認された。つまり，困った時に声をあげ
るというセルフアドボカシーが有る人の方がより
生活のウェルビーイングを感じていることが明ら
かとなり，あらためてセルフアドボカシー育成の
必要性が確認された。
次に，孤立，孤独，アイデンティティ，健康良

好さ，生活満足，経済的ゆとりの生活意識項目得
点平均値の年代ごとの特徴をみた（図１）。20代，
30代は，他の年代よりも孤立，孤独意識が高いこ

表３　セルフアドボカシー意識の有無別
生活意識項目得点平均値，標準偏差，t値

セルフアドボカシー意識
有（声をあげる）

n＝1564 
無（声をあげない）

n＝1436
独立sample

t検定
t値生活意識項目 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

孤立 2.20 0.93 2.42 0.96 ‒6.53 ***
孤独 2.09 0.93 2.28 0.96 ‒5.74 ***

アイデンティティ 2.82 0.57 2.47 0.65 15.52 ***
健康良好さ 2.83 0.86 2.62 0.90 6.33 ***
生活満足 2.80 0.86 2.50 0.91 9.26 ***
経済的ゆとり 2.49 0.91 2.26 0.93 6.79 ***

***p＜ .001

とが確認された。アイデンティティ，健康良好さ，
生活満足，経済的ゆとりは30代，40代，50代に低
い傾向がみられた。これはこれまでの結果より，
セルフアドボカシー意識がこの年代において低か
ったことと関連していると考えられた。総じて，
30～ 50代のウェルビーイングが低く，60代以降
にウェルビーイングが高くなっていく傾向がみら
れた。表１に示した通り本調査対象者の60代以上
の世帯年収は高くはないが，退職金や資産などで
経済的ゆとりがあり，仕事や子育てから解放され
趣味・娯楽などに費やす時間的・精神的・身体的
余裕（総務省社会生活基本調査，NHK放送文化
研究所2020）があることが窺える。一方で1990年
代に中学・高等学校において男女必修となり，そ
の後，家庭科において自立だけでなく共生が教科
書（ex.中学校家庭分野「自立と共生を目指して」
（東京書籍），「自立しともに支え合う生活へ」（開
隆堂））にも現れた頃に中学・高校生だった30～
40代は，男女がともに家事・育児・仕事を両立さ
せようと努力し，時間的余裕のなさがウェルビー
イングの低さにつながっているのかもしれない。
30～ 50代の人々にも社会的支援を求め，声をあ
げるセルフアドボカシーが必要であろう。家庭科
の学びは常にウェルビーイング向上を実践する力
の育成と密接な関係にある（赤塚，2025）ことか
ら，セルフアドボカシーは今後の家庭科教育で育

図１　年代別にみる生活意識項目得点平均値

18歳～20代 30代
孤立 孤独 生活満足 経済的ゆとり健康良好さアイデンティティ

40代 50代 60代 70代以上

3.10

2.90

2.70

2.50

2.30

2.10

1.90

1.70

（点）
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表４　声をあげない理由（複数回答）の性別・年代別回答人数に対する割合（％）および「その他」自由記述回答

回
答
人
数

自
分
は
他
人
（
団
体
）

に
言
え
る
立
場
に
な
い

自
分
が
何
を
す
れ
ば
よ

い
か
わ
か
ら
な
い

人
に
迷
惑
を
か
け
た
く

な
い

自
分
で
解
決
す
べ
き
だ

と
思
う

人
に
声
を
か
け
づ
ら
い
、

ど
の
よ
う
に
接
し
た
ら

よ
い
か
わ
か
ら
な
い

不
安
や
悩
み
の
内
容
に

よ
る
と
思
う

人
に
言
う
の
が
面
倒
、

負
担
を
感
じ
る

恥
ず
か
し
い

誰
か
が
や
っ
て
く
れ
る

と
思
う

その他　自由記述回答

全体 1436
246 227 614 626 206 477 417 145 112 22
17.1 15.8 42.8 43.6 14.3 33.2 29.0 10.1 7.8 1.5

男性
18歳～20代 133 21.1 21.8 31.6 24.8 15.8 20.3 23.3 11.3 18.0 0.8 自分にあった相談者や解決方法を知る人がほぼいない
男性30代 158 28.5 20.3 31.0 34.2 15.8 26.6 29.1 13.3 13.3 1.3 誰も助けにならない /　何とかなるという

楽観的偏向，相談の仕方が不明
男性40代 142 19.0 14.8 45.1 46.5 13.4 26.1 30.3 12.7 8.5 －
男性50代 141 21.3 13.5 44.7 52.5 9.9 24.1 27.7 6.4 5.0 －
男性60代 122 10.7 11.5 51.6 58.2 11.5 30.3 27.0 3.3 1.6 0.8 まだ，自分が家族を引っ張っていく立場だから
男性
70代以上 117 6.0 10.3 44.4 69.2 6.0 37.6 23.1 8.5 2.6 1.7 近くにいない / かけられる方が多い。
女性

18歳～20代 115 26.1 21.7 46.1 28.7 21.7 28.7 30.4 16.5 13.9 0.9 声をかけていい人がわからない

女性30代 122 30.3 23.0 45.1 34.4 20.5 36.9 33.6 18.0 9.0 2.5
結局，解決策をアドバイスしてもらうどこ
ろか，自分の事を否定するから。 / そうなっ
たのは自己責任であるから / 言ってもどう
にもならない立場だから

女性40代 115 13.0 16.5 40.9 34.8 17.4 44.3 34.8 13.0 5.2 3.5

人に話しても解決しないと思う / 声を上げ
るほどの困りごとが思い浮かばない / 声を
上げても聞いてくれる人がいない。不特
定多数に言うと逆に攻撃される。（例えば
SNSなど）/ 言っても無駄

女性50代 104 7.7 16.3 42.3 41.3 11.5 42.3 32.7 3.8 6.7 1.9 声をかける相手がいない / 上げても冷たく
された経験があるから

女性60代 89 4.5 9.0 48.3 49.4 11.2 46.1 27.0 6.7 2.2 2.2 誰とも共有出来ないと諦めているから / 自
分で努力すれば解決できる

女性
70代以上 78 2.6 3.8 50.0 57.7 17.9 53.8 30.8 2.6 1.3 5.1

困った時は家族に相談できるから。 / 声を
上げて解決できるものでもない / 現在は自
分で対応出来ているからです。 / 近くに子
供達が居るので

成すべきスキルといえる。
次に，セルフアドボカシー意識の無い「声をあ

げない」1436人について理由を尋ね年代男女別回
答割合をみた（表４）。全体では「自分で解決す
べき」626人（43.6％），「人に迷惑をかけたくない」
614人（42.8％）の回答が多かったが，年代男女
別では「自分で解決すべき」という自己責任論は
男性60代，男性70代以上，女性70代以上に多く，「内
容による」は女性60代，女性70代以上に多かった。
「自分は人に言える立場にない」という自己肯定
感の低さは男性30代，女性30代に多かった。男性
30代が声をあげることができない背景には図１で
示した自己肯定感の低さと裏返しに他人に弱みを
見せられないという見栄や周囲の目を気にする遠
慮や世間体意識があることが窺える。価値観の転
換もさることながら，声をあげやすい環境づくり
も求められる。また，「その他」の自由記述には「誰
も助けにならないから」「声をかける相手がいな

い」など人とのつながりのなさがみられた。
声をあげない理由別に，その理由選択者（セル
フアドボカシー無）群と「声をあげる」（セルフ
アドボカシー有）（1564人）群とで各生活意識項
目得点に差があるかを検討した（表５）。「自分で
解決すべきと思う」人の健康良好さについては有
意差が出なかったものの，その他すべての理由に
おいて，孤立，孤独意識は「声をあげる」群が低
く，アイデンティティ，生活満足，経済的ゆとり
が「声をあげる」群の方が，有意に高かった。
つまり，声をあげない人は，「自分は人に言え
る立場にない」という自己肯定感の低さ，「何を
すればいいかわからない」「迷惑をかけたくない」
という迷惑意識，「自分で解決すべき」という自
己責任，「人にどのように声をかけていいかわか
らない」「人に言うのが面倒，負担」という遠慮，「内
容による」「人による」という排他意識，「恥ずか
しい」「誰かがやってくれる」という他人任せ，
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にも価値観を問い直すことが求められる。

（2）ピアアドボカシー意識
「まわりの不安や悩みを抱えている人に声をか
けたり手助けをするか」というピアアドボカシー

表６　性別・年代別ピアアドボカシー意識の有無

性年代　n＝250

ピアアドボカシー意識

性年代　n＝250

ピアアドボカシー意識
有
声を
かける

無
声を

かけない
残差

p

有
声を
かける

無
声を
かけない

残差
p

男性
18歳～20代

度数（人） 120 130 女性
18歳～20代

度数（人） 136 114
割合（％） 48.0% 52.0% 割合（％） 54.4% 45.6%
調整済み残差 0.41 ‒0.41 調整済み残差 2.53 ‒2.53 ＊＊

男性30代 度数（人） 84 166 女性30代 度数（人） 117 133
割合（％） 33.6% 66.4% 割合（％） 46.8% 53.2%
調整済み残差 ‒4.36 4.36 ＊＊ 調整済み残差 0.01 ‒0.01

男性40代 度数（人） 100 150 女性40代 度数（人） 117 133
割合（％） 40.0% 60.0% 割合（％） 46.8% 53.2%
調整済み残差 ‒2.24 2.24 ＊ 調整済み残差 0.01 ‒0.01

男性50代 度数（人） 91 159 女性50代 度数（人） 123 127
割合（％） 36.4% 63.6% 割合（％） 49.2% 50.8%
調整済み残差 ‒3.43 3.43 ＊＊ 調整済み残差 0.81 ‒0.81

男性60代 度数（人） 114 136 女性60代 度数（人） 127 123
割合（％） 45.6% 54.4% 割合（％） 50.8% 49.2%
調整済み残差 ‒0.39 0.39 調整済み残差 1.33 ‒1.33

男性
70代以上

度数（人） 128 122 女性
70代以上

度数（人） 146 104
割合（％） 51.2% 48.8% 割合（％） 58.4% 41.6%
調整済み残差 1.47 ‒1.47 調整済み残差 3.85 ‒3.85 ＊＊
χ2＝56.73， df＝11，p＜ .001 ※残差分析　**p＜ .01　*p＜ .05

などと考えていたことがわかった。セルフアドボ
カシーを向上させるためには，自己肯定感を高め，
迷惑，自己責任，遠慮，排他的思考，恥，他人任
せといった価値観を問い直す必要性が示唆された。
また，30～ 50代の調査結果に鑑みて，教員自身

表５　声をあげない理由別「声をあげる（セルフアドボカシー有）群」と「理由選択者（セルフアドボカシー
無）群」の生活意識項目得点平均値（Mean），標準偏差（SD），t検定の結果

自分は他人（団体）に
言える立場にない

自分が何をすれば
いいかわからない

人に迷惑を
かけたくない

自分で解決すべき
と思う

人に声をかけづらい，
どのように接したら
いいかわからない

生活意識 群 n M SD n M SD n M SD n M SD n M SD
孤立 声をあげる 1564 2.20 0.93 1564 2.20 0.93 1564 2.20 0.93 1564 2.20 0.93 1564 2.20 0.93

理由選択者 246 2.89 0.99 227 2.72 0.86 614 2.54 0.94 626 2.37 0.99 206 3.00 0.92

孤独 声をあげる 1564 2.09 0.93 1564 2.09 0.93 1564 2.09 0.93 1564 2.09 0.93 1564 2.09 0.93
理由選択者 246 2.76 0.99 227 2.58 0.90 614 2.42 0.96 626 2.20 0.99 206 2.80 0.99

アイデン
ティティ

声をあげる 1564 2.82 0.57 1564 2.82 0.57 1564 2.82 0.57 1564 2.82 0.57 1564 2.82 0.57
理由選択者 246 2.27 0.70 227 2.28 0.64 614 2.48 0.62 626 2.61 0.61 206 2.25 0.72

健康良好
さ

声をあげる 1564 2.83 0.86 1564 2.83 0.86 1564 2.83 0.86 1564 2.83 0.86 1564 2.83 0.86
理由選択者 246 2.41 0.95 227 2.41 0.86 614 2.64 0.87 626 2.75 0.90 206 2.40 0.93

生活満足 声をあげる 1564 2.80 0.86 1564 2.80 0.86 1564 2.80 0.86 1564 2.80 0.86 1564 2.80 0.86
理由選択者 246 2.21 0.90 227 2.33 0.88 614 2.50 0.91 626 2.62 0.92 206 2.26 0.91

経済的
ゆとり

声をあげる 1564 2.49 0.91 1564 2.49 0.91 1564 2.49 0.91 1564 2.49 0.91 1564 2.49 0.91
理由選択者 246 2.01 0.94 227 2.12 0.89 614 2.25 0.94 626 2.31 0.93 206 2.06 0.95

不安や悩みの内容
によると思う

人に言うのが面倒，
負担を感じる 恥ずかしい 誰かがやってくれる

と思う
生活意識 群 n M SD n M SD n M SD n M SD
孤立 声をあげる 1564 2.20 0.93 1564 2.20 0.93 1564 2.20 0.93 1564 2.20 0.93

理由選択者 477 2.45 0.95 417 2.61 1.03 145 2.71 0.99 112 2.43 0.92

孤独 声をあげる 1564 2.09 0.93 1564 2.09 0.93 1564 2.09 0.93 1564 2.09 0.93
理由選択者 477 2.27 0.95 417 2.40 1.04 145 2.58 1.00 112 2.33 0.86

アイデン
ティティ

声をあげる 1564 2.82 0.57 1564 2.82 0.57 1564 2.82 0.57 1564 2.82 0.57
理由選択者 477 2.54 0.64 417 2.39 0.67 145 2.29 0.64 112 2.24 0.65

健康良好
さ

声をあげる 1564 2.83 0.86 1564 2.83 0.86 1564 2.83 0.86 1564 2.83 0.86
理由選択者 477 2.66 0.91 417 2.59 0.96 145 2.56 0.88 112 2.36 0.87

生活満足 声をあげる 1564 2.80 0.86 1564 2.80 0.86 1564 2.80 0.86 1564 2.80 0.86
理由選択者 477 2.51 0.91 417 2.39 0.94 145 2.35 0.90 112 2.31 0.79

経済的
ゆとり

声をあげる 1564 2.49 0.91 1564 2.49 0.91 1564 2.49 0.91 1564 2.49 0.91
理由選択者 477 2.25 0.92 417 2.18 0.97 145 2.14 0.93 112 2.24 0.84

独立sampleのt検定　　　　　p＜ .001　　　　　p＜ .01　　　　　p＜ .05　　　　　not significant



22

齋藤他：セルフアドボカシーとピアアドボカシーの意識に関わる家庭科教育の可能性

意識有無について全体3000人では「声をかける」
は1403人（46.8％）で，「声をかけない」は432人
（14.4％），「わからない」人は1165人（38.8％）
であった。以後，「声をかけない」「わからない」
を合わせて「声をかけない」群とした。
性，年代別にみるピアアドボカシー意識の有無

の回答数は0.1％水準で有意の分布を示したため，
各セルの調整済み標準化残差を検討したところ，
男性では30代，40代，50代，女性では18歳～ 20代，
70代以上の年代層で有意差がみられた（表６）。
特に男性30代66.4％，男性40代60.0％，男性50代
63.6％と「声をかけない」割合が高いことが確認
された。「声をかける」割合が高かった層は，女
性70代以上58.4％が最も多く，続いて女性18歳～
20代54.4％であった。女性の70代以上は経験値と
時間的・精神的余裕の表れと考えられる。また18
歳～ 20代女性は「若者が動くべき」といった規
範・権力構造もあり，周りの目を気にして助ける
世代であろう。他方で男性にはハラスメントとい

った誤解を招くことを恐れ，周囲の目・世間体を
気にして助けられないという事情もあると考えら
れる。
ピアアドボカシー意識が有る人と無い人とで生
活意識（孤立，孤独，アイデンティティ，健康良
好さ，生活満足，経済的ゆとり）得点の平均値を
比較した（表７）。ピアアドボカシー意識の有る
人は無い人よりも，孤立や孤独意識は低く，アイ
デンティティ，健康良好さ，生活満足，経済的ゆ
とりは有意に高いことが明らかになった。換言す

表８　声をかけない理由（複数回答）の性別・年代別回答人数に対する割合（％）および「その他」自由記述回答

回
答
人
数

自
分
に
は
役
に
た
て
る

こ
と
が
な
い

自
分
が
何
を
す
れ
ば
よ

い
か
わ
か
ら
な
い

そ
の
人
に
迷
惑
を
か
け

た
く
な
い

自
分
で
解
決
す
べ
き
だ

と
思
う

人
に
声
を
か
け
づ
ら
い
、

ど
の
よ
う
に
接
し
た
ら

よ
い
か
わ
か
ら
な
い

人
に
よ
る
と
思
う

不
安
や
悩
み
の
内
容
に

よ
る
と
思
う

声
を
か
け
る
の
が
面
倒
、

負
担
を
感
じ
る

恥
ず
か
し
い

誰
か
が
や
っ
て
く
れ
る

と
思
う

興
味
・
関
心
が
な
い

そ
の
よ
う
な
余
裕
が
な

い

その他　自由記述回答

全体 1592
412 562 236 147 297 689 523 160 58 51 110 360 5
25.8 35.2 14.8 9.2 18.6 43.1 32.7 10.0 3.6 3.2 6.9 22.5 0.3

男性
18歳～20代 130 26.2 33.1 14.6 6.9 13.8 23.1 13.8 9.2 9.2 4.6 13.1 31.5 －
男性30代 166 36.1 31.9 10.2 9.6 13.3 20.5 19.9 13.9 3.6 4.8 12.0 33.7 －
男性40代 150 32.0 32.7 12.7 13.3 11.3 38.7 23.3 10.0 4.7 2.7 7.3 32.7 －
男性50代 159 26.4 36.5 16.4 10.7 20.8 39.6 28.9 6.9 2.5 1.3 5.0 20.1 －
男性60代 136 21.3 36.0 16.2 14.7 25.7 50.7 33.8 8.8 0.7 2.2 2.9 16.2 －
男性
70代以上 122 9.8 37.7 21.3 13.9 18.9 63.9 42.6 5.7 3.3 2.5 0.8 13.1 0.8 自分の体が不自由で自分のことだけで精一杯
女性

18歳～20代 114 33.3 40.4 22.8 7.9 26.3 30.7 33.3 14.9 8.8 6.1 11.4 20.2 －
女性30代 133 33.1 42.1 12.8 7.5 20.3 38.3 31.6 12.8 5.3 5.3 9.8 24.1 －
女性40代 133 31.6 30.1 15.0 6.0 15.0 43.6 32.3 11.3 1.5 5.3 7.5 15.0 －

女性50代 127 26.8 40.9 13.4 9.4 16.5 59.1 43.3 9.4 3.2 0.8 5.5 22.0 1.6

遠くで観察してなんで
困っているのかが分か
れば対応すると思う。
自分でも分からなけれ
ば対応しない。 / 身体
が不自由なので人にし
てあげることができな
い。

女性60代 123 13.0 32.5 8.9 1.6 17.1 53.7 48.8 7.3 0.8 0.8 4.1 17.1 0.8 自分のことで精一杯だから

女性
70代以上 104 12.5 28.8 15.4 6.7 28.8 69.2 52.9 9.6 － 1.9 1.0 19.2 1.0

近所に深い付き合いを
している人がいないの
で不安や悩みを抱えて
いるかがわからない

表７　ピアアドボカシー意識有無別
生活意識項目得点平均値，標準偏差，t値

ピアアドボカシー意識
有（声をかける）

n＝1403 
無（声をかけない）

n＝1597
独立sample

t検定
t値生活意識項目 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

孤立 2.18 0.96 2.42 0.93 ‒7.01 ***
孤独 2.12 0.97 2.23 0.92 ‒3.29 **

アイデンティティ 2.87 0.57 2.46 0.63 18.78 ***
健康良好さ 2.86 0.88 2.62 0.88 7.39 ***
生活満足 2.81 0.87 2.53 0.90 8.65 ***
経済的ゆとり 2.52 0.92 2.26 0.91 7.63 ***

***p＜ .001　**p＜ .01
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れば，人に声をかけることは快いものであり，自
己肯定感を高めることにつながることがわかる。
つまり，共感性を高め声をかけ人を助けるピアア
ドボカシーもウェルビーイングと関連があること
が明らかになり，「よりよい生活」「よりよい社会」
を目指す家庭科教育で育成する必要性が示唆され
た。
困っている人がいても声をかけない理由の性

別・年代別回答の傾向をみた（表８）。
全体としては「人による」「何をすればよいか

わからない」「内容による」の回答が多かった。
これらより自分のことで精一杯で余裕がないこと，
近所付き合いの希薄さ等が読み取れた。声をかけ
ない割合が高かった男性30代，40代，50代の理由
をみると，男性30代は「自分には役に立てること
がない」「そのような余裕がない」「自分が何をす
ればよいかわからない」が多かった。男性40代は
「人による」「そのような余裕がない」「自分が何を
すればよいかわからない」が多かった。男性50代
は「人による」「自分が何をすればよいかわから
ない」が多かった。つまり，役に立てないといっ
た自信のなさ，遠慮，何をすればよいかわからな
いという戸惑い，余裕のなさが確認された。

NHK放送文化研究所（2020）による国民生活
時間調査によれば，仕事関連時間は男性40代が最
も長く，次いで，男性50代，男性30代であった。

家事時間は女性30代が最も長く，次いで女性40代
であった。
つまり，30～ 50代は時間的にも余裕がないと
いうことで，アンケート調査による困っている人
に声をかけない理由には時間的な余裕のなさと自
己肯定感の低さが窺えた。こうした年代への支援
も必要であろうし，家庭科授業では家族・家庭学
習や生活設計の内容の一つとして支援策を考えさ
せることができるのではないだろうか。
声をかけない理由別に，「声をあげる」（セルフ
アドボカシー有）群と「声をあげない」（セルフ
アドボカシー無）群とで，生活意識項目得点に差
があるかを検討した（表９）。「自分が何をすれば
よいかわからない」「その人に迷惑をかけたくな
い」「人による」「内容による」という理由の回答
者が特に注目され，これらを理由にした回答者の
うち「声をあげる」人は「声をあげない」人より
も孤立や孤独意識が低く，健康良好さ，生活満足，
経済的ゆとり，アイデンティティのいずれも有意
に高いことが示された。彼らは別の言い方をすれ
ば他人を気遣って声をかけない人であり，場合に
よっては助けるという思いを持っている人と考え
られる。また，彼らの「自分が何をすればいいか
わからない」という戸惑い・自信のなさ，「その
人に迷惑をかけたくない」という遠慮，「人によ
る」という排他的思考，「不安や悩みの内容によ

表９　声をかけない理由別「声をあげる（セルフアドボカシー有）群」と「声をあげない（セルフアドボカシー
無）群」の生活意識項目得点平均値（Mean），標準偏差（SD），t検定の結果

自分が何を
すればいいか
わからない

その人に
迷惑を

かけたくない
人によると
思う

不安や悩みの
内容によると

思う

人に声を
かけづらい，
どのように接
したらいいか
わからない

そのような
余裕がない

自分には
役にたてる
ことがない

人に言うのが
面倒，負担を
感じる

生活意識 群 n M SD n M SD n M SD n M SD n M SD n M SD n M SD n M SD
孤立 声をあげる 235 2.37 0.90 99 2.32 0.88 332 2.25 0.91 255 2.28 0.90 141 2.45 0.92 111 2.57 0.93 134 2.75 0.94 45 2.44 0.89

声をあげない 327 2.63 0.93 137 2.73 0.94 357 2.44 0.92 268 2.56 0.96 156 2.69 1.01 249 2.63 1.01 278 2.83 0.98 115 2.83 1.03

孤独 声をあげる 235 2.17 0.89 99 2.27 0.91 332 2.03 0.90 255 2.01 0.89 141 2.23 0.92 111 2.27 0.92 134 2.57 0.95 45 2.20 0.92
声をあげない 327 2.41 0.93 137 2.44 0.98 357 2.22 0.92 268 2.28 0.98 156 2.47 1.03 249 2.44 1.03 278 2.54 1.01 115 2.55 1.05

アイデン
ティティ

声をあげる 235 2.59 0.51 99 2.67 0.54 332 2.67 0.53 255 2.66 0.54 141 2.53 0.52 111 2.47 0.62 134 2.36 0.56 45 2.51 0.52
声をあげない 327 2.35 0.66 137 2.46 0.63 357 2.52 0.61 268 2.46 0.67 156 2.40 0.68 249 2.17 0.67 278 2.19 0.70 115 2.42 0.72

健康良好
さ

声をあげる 235 2.74 0.86 99 2.76 0.86 332 2.78 0.81 255 2.76 0.84 141 2.69 0.80 111 2.50 0.88 134 2.42 0.88 45 2.71 0.76
声をあげない 327 2.56 0.90 137 2.58 0.93 357 2.69 0.87 268 2.59 0.93 156 2.58 0.92 249 2.35 0.96 278 2.48 0.94 115 2.45 0.98

生活満足 声をあげる 235 2.69 0.83 99 2.82 0.80 332 2.79 0.84 255 2.77 0.87 141 2.66 0.84 111 2.34 0.92 134 2.35 0.86 45 2.62 0.91
声をあげない 327 2.45 0.92 137 2.51 0.92 357 2.57 0.86 268 2.46 0.94 156 2.49 0.92 249 2.14 0.92 278 2.32 0.94 115 2.30 0.97

経済的
ゆとり

声をあげる 235 2.38 0.89 99 2.44 0.86 332 2.45 0.91 255 2.43 0.93 141 2.35 0.86 111 1.99 0.88 134 2.03 0.87 45 2.11 0.78
声をあげない 327 2.10 0.91 137 2.20 0.95 357 2.26 0.87 268 2.21 0.90 156 2.22 0.98 249 1.87 0.85 278 1.99 0.92 115 2.03 1.03

独立sampleのt検定　　　　　p＜ .001　　　　　p＜ .01　　　　　p＜ .05　　　　　not significant
注：声をかけない理由「自分で解決すべきだと思う」「興味・関心がない」「恥ずかしい」「誰かがやってくれると思う」の４項目は全ての
生活意識項目において両群の有意な差はみられなかった。
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る」という選別的思考が読み取れるわけであるが，
本結果より，彼らが声をあげて助けを求めること
で，困りごとの内容が他人に伝わり把握でき，何
をすればよいかわからない人に伝わるということ
が考えられた。ゆえに，困った時に何に困ってい
るか自己認識し，その困りごとについて伝え，ケ
アや支援を求めるセルフアドボカシー育成は不可
欠といえる。

４．結論と今後の課題

本調査において以下の４点が確認された。
第一に，セルフアドボカシー意識が有る人は無

い人よりも，アイデンティティ，生活満足，健康
良好さ，経済的ゆとり意識が高く，孤立や孤独意
識は低いことが確認された。
第二に，声をあげない理由では，「自分で解決

すべき」「迷惑をかけたくない」「内容による」「人
に言うのが面倒，負担」「人に言える立場にない」
「つながりのなさ」等がみられ，今までの価値観
を問い直すことが求められた。つまり，自己責任，
迷惑，遠慮，排他的思考，恥，他人任せといった
価値観を問い直す教育の必要性が示唆された。
第三に，ピアアドボカシー意識の有る人は無い

人よりも，アイデンティティ，生活満足，健康良
好さ，経済的ゆとり意識が高く，孤立や孤独意識
は低いことが確認された。
第四に，声をかけない人のうち，理由に「自分

が何をすればいいかわからない」「迷惑をかけた
くない」「人による」「内容による」をあげた人は，
人への配慮があり，声をあげてくれれば助けると
考えている人で，実際に声をあげる人が声をあげ
ない人よりもウェルビーイングが高かった。この
ことからも，ピアアドボカシーの育成の重要性も
さることながら，声をあげるセルフアドボカシー
の重要性が再確認された。
以上のことより，本研究ではセルフアドボカシ

ーとピアアドボカシーはウェルビーイング向上を
実践する力となる可能性をもつことが明らかにな
った。ゆえに「よりよい生活」「よりよい社会」
を追求する家庭科教育でセルフアドボカシーとピ

アアドボカシーを高める意義が改めて見出された。
「よりよい生活」「よりよい社会」を目指し，ウェ
ルビーイング実現のために，小・中学校家庭「家
族・家庭生活」及び高等学校家庭「人の一生と家
族・家庭及び福祉」では，セルフアドボカシーと
ピアアドボカシーを阻害する自己の価値観を問い
直して，セルフアドボカシー及びピアアドボカシ
ー能力の向上ができる学習が求められる。具体的
には本稿のデータを示して助けたり助けられたり
する場面を設定したロールプレイやグループディ
スカッションなどを通して，セルフアドボカシー
とピアアドボカシーを向上させることができると
考えられる。
さらに，生活意識では20代，30代は孤立，孤独
意識が高く，30代，40代，50代はアイデンティテ
ィ，健康良好さ，生活満足，経済的ゆとりが低い
傾向が見られた。これらより30代のウェルビーイ
ングの低さに焦点をあてた生活設計を学ぶことは，
これからの生き方と社会のウェルビーイングを考
えさせることにつながるだろう。まずは教員自身
が価値観を問い直すことが望まれる。
本研究の限界はアンケートによる成人の意識調
査であり，意識と行動が完全に一致しているかを
確認することはできなかった。また，セルフアド
ボカシー意識とピアアドボカシー意識にはそれぞ
れ生活意識との関連において同様の性質がみられ
たが，今後は両者２つの意識そのものの関連性に
ついても明らかにしていきたい。さらに人とのつ
ながりやレジリエンスとセルフアドボカシー・ピ
アアドボカシーとの関連性，行動につながるセル
フアドボカシー・ピアアドボカシー育成プログラ
ムを検討したい。

付記
調査研究にご協力いただいた皆さまに感謝申し
上げます。
本研究は2024年度川村学園女子大学教育研究奨
励費の助成を受けたものである。なお，本研究の
一部は日本家庭科教育学会第68回大会において発
表した。
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Challenges of Self-Advocacy and Peer-Advocacy 
related to Home Economics Education : Awareness of 

Daily Life Questionnaires Survey of 3,000 Adults Nationwide

Mieko SAITO*1

Mayumi SATO*2

＊1  Faculty of Creative Life, Kawamura Gakuen Woman’s University
＊2  Faculty of Creative Life, Kawamura Gakuen Woman’s University

Abstract

In this study, we investigated self-advocacy and peer-advocacy awareness among 3,000 adults 

nationwide, and examined the relationship with lifestyle awareness. Our results confirmed that 

people with a sense of self-advocacy had higher levels of identity, life satisfaction, good health, and 

financial comfort, and lower levels of isolation and loneliness than those without. The reasons given 

for not speaking up included values such as personal responsibility, being a nuisance, being reserved, 

exclusionary thinking, shame, and leaving it up to others. It was also confirmed that people with a sense 

of peer-advocacy had higher levels of identity, life satisfaction, good health, and financial comfort, and 

lower levels of isolation and loneliness than those without.

From the above findings, it became clear that self-advocacy and peer-advocacy have the potential 

to be practical tools for improving well-being. Therefore, the significance of cultivating self-advocacy 

and peer-advocacy in home economics education, which pursues “better lives” and “better society,” was 

rediscovered. Learning is required that allows students to reexamine their own values, which are obstacles 

to self-advocacy and peer-advocacy, and improve their self-advocacy and peer-advocacy skills.

Key words; self-advocacy, peer-advocacy, home economics, values, well-being
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１．研究の背景と目的

桑畑（2008）は，食文化に着目した食育の推進
について，「これからの食育には近代科学に裏打
ちされた栄養学や食品学や調理学とそれを実践す
る技術とともに，形成され伝承されてきた，ある
いは形成されつつある食にかかわる文化（以下，
食文化）も組み込まれてしかるべき」と述べてい
る。江原（2015）は，和食文化の保護・継承に関
して，「古いものに帰ることが継承することでは
なく，食の背景にある精神を受け継ぎつつも，新
たな時代のものも取りいれて再構築することが重
要で，それは創造的な活動でもある」と指摘して
いる。
以上の論考から，食文化教育の目標は，食文化

に関する知識・技術の習得にとどまらず，食文化
を継承するとともに，時代に応じた食文化を創造
する資質や能力を育成することだと考えられる。
しかし，桑畑（2002）は，家庭科の教科理論や

実践で食文化の継承や創造が言及されるようにな
ったが，そこでめざされているのも食文化の知識
や技術の習得であり，自分自身が食文化をつくる
存在だとする主権者意識の育成ではないと指摘し
ている。また，國吉ら（2008）は，「地域の食文化」

の文言はあっても，郷土料理の実習にとどまり，
郷土料理をつくった人々の知恵や工夫にふれてい
ないなど，生活文化の学習にまで踏み込んでいな
い家庭科の授業実践事例が多いと述べている。
現在，食文化教育は，小・中・高等学校の家庭
科や調理師養成施設で実施されている。しかし，
そこでの食文化教育は，食文化を継承・創造する
資質・能力の育成をめざしながらも，単なる食文
化に関する知識や技術の習得，実習という体験を
重視したものになっている可能性が高い。食文化
を継承・創造する資質・能力を育成するためには，
食文化教育の現状と課題を明らかにし，食文化を
継承・創造する資質・能力の育成に向けた授業の
在り方を確立する必要がある。
食文化教育の先行研究には，実態調査研究が少
数だが見られる。例えば，中学生を対象に質問紙
調査を行い，地域の食文化に視点をあてた授業の
成果を明らかにした研究（桑畑，2007a；桑畑，
2007b）などがある。しかし，全国規模で教員を
対象とした食文化教育の実態調査研究は見られな
い。また，食文化に関する授業実践や教材開発研
究がいくつか見られる。例えば，高等学校家庭科
と調理師養成施設において，日本の魚食文化を題
材に，食文化の継承・創造に向けた授業実践研究
（中川，2022；中川・堀内，2018）や，中学校家
庭科において，小田原かまぼこを題材に，伝統的
食文化の視点から地域教材の開発をめざした教材

食文化に関する専門教育の現状と課題
―家庭に関する専門学科を置く公立高等学校および

調理師養成施設の食文化教育担当教員への質問紙調査から―

日本家庭科教育学会誌，69(1)：27－38，2026

食文化，専門教育，高等学校家庭科，調理師養成施設，実態調査

（受付日　2025年8月6日／受理日　2025年12月24日）
Hiroki NAKAGAWA　Kaoru HORIUCHI
＊１　〒184-8501　東京都小金井市貫井北町4-1-1

中川　寛大＊1　堀内かおる＊2

*1 東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科（院生）　*2 横浜国立大学教育学部

資　料
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開発研究（堀内ら，2025）などがある。しかし，
これらの研究により，食文化教育の現状と課題が
明らかにされ，食文化を継承・創造する資質・能
力の育成に向けた授業の在り方が確立されたとは
言えない状況にある。
そこで，家庭に関する専門学科を置く公立高等

学校と，調理師養成施設で，食文化教育を担当す
る教員を対象注1）に質問紙調査とインタビュー調
査を行う。その結果を基に，食文化教育の現状と
課題を明らかにし，食文化を継承・創造する資
質・能力を育成する教育プログラムの確立に貢献
することが本研究の目的である。なお本論文では，
質問紙調査の結果を報告する。
また，食文化の継承・創造の定義は確立してい

るとは言い難い。加えて本研究者らは，食文化の
継承・創造の定義について，先行研究の知見に加
え，質問紙調査やインタビュー調査の結果などか
ら帰納法的に導き出していきたいと考えている。
そこで本論文では，食文化の継承・創造について，
先行研究の知見から次のように仮に定義する。
石毛（1994）は，「文化はつねに変化をとげる

ものであり，伝統はつねに創造されるものである
ともいえる。創造性を失い，『まもるべき』存在
となった伝統は，日常生活から消え，博物館で保
存されるほかない」と述べ，「食の文化における『伝
統の創造』とはなにか，ということを検討するの
が，これからの課題である」と指摘している。江
原（2014）は，未来へ日本の食文化を継承してい
くためには，「日本の食文化について，その価値，
評価とともに，学び，伝える必要」があり，「価
値あるものを現代や未来に合うよう変化させなが
ら継承することも必要」と指摘している。
これらの指摘を踏まえると，食文化の継承とは，

食文化に価値を見い出して評価しながら，食文化
を受け継ぐことだと考えられる。また，食文化の
創造とは，その地域の食文化を発展させたり，他
の地域の食文化と融合させたりして，新しい食文
化を創り出すことだけではなく，食文化を継承し，
再現する過程で，時代に合うように変化させるこ
とを含む概念だと考えられる。そこで本論文では，
食文化の継承を「食文化に価値を見い出して評価
しながら，食文化を受け継ぐこと」，食文化の創
造を「新しい食文化を創り出すことや，食文化を
継承し，再現する過程で，時代に合うように変化
させること」と仮定義し，分析を進めることにす
る。

２．研究方法

（1）調査対象校および調査対象者
調査対象校は，2024年度に生徒・学生が在籍し
ている，①「全国すべての家庭に関する専門学科
を置く公立高等学校」167校，および，②「全国
すべての調理師養成施設」263校であり，①かつ
②の学校は30校である。そのため，調査対象校は
400校である。そして，調査対象校において食文
化教育を担当したことがある教員（各校１人）を
対象に質問紙調査を実施した。配付数と回収数を
表１に示す。
（2）調査方法
2024年12月調査対象校に，依頼状と質問紙を郵
送した。質問紙への回答方法は，オンライン
（Googleフォーム）と郵送（郵送した質問紙に記
入して返送）による方法を用意し，回答を求めた。
質問紙の回収期間は，2024年12月から2025年１月
に設定した。オンラインによる回収は105件，郵
送による回収は44件であった。

表１　質問紙の配付数・回収数・有効回答数

学校種別 調理師養成施設
であるか否か 学科 学校数 配付数 回収数 有効

回答数
有効回答率
（％）

高等学校 非調理師養成施設 家庭に関する学科 137 137 55 54 39.4

調理師養成施設 家庭に関する学科・総合学科など 112
注

112 50 48 42.9
非高等学校（専修学校など） ― 151 151 44 43 28.5

合計 400 400 149 145 36.3
注　 112校の内訳は，調理師養成施設であり家庭に関する学科を置く公立高等学校の30校，調理師養成施設であり家庭に関する学科以外（総合

学科など）を置く公立高等学校の７校，調理師養成施設である私立高等学校（学科は不明）の75校である。
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なお本研究は，共同研究者の勤務校における非
医学系研究倫理専門委員会の承認を得て行った
（承認番号：非医 -2024-43）。
（3）分析方法
回収した149件のうち，食文化に関する授業を

担当したことがない教員の回答４件を除外し，残
りの145件を有効回答とし，分析対象とした。有
効回答数と有効回答率を表１に示す。
集計，分析には IBM SPSS Statistics Version 
30を使用し，自由記述の分析の一部にはKH 
Coder オフィシャルパッケージ Version 3.02c（以
下，KH Coder）を使用した。なお，無回答およ
び明らかな誤記入は欠損値として処理した。

３．結果と考察

（1）回答者
性別に関して，有効回答は144件で，女性121人

（84.0％），男性23人（16.0％），その他０人（0.0％）
であった。高等学校，高等学校以外それぞれにお
ける女性・男性の占める割合は，高等学校では女
性89.2％・男性10.8％，高等学校以外では女性
71.4％・男性28.6％であり，χ2検定の結果，有
意差が見られた（p＜0.01）。
年齢に関する有効回答は144件で，20歳台から
60歳以上に広がっており，最も多いのは50歳台の

53人（36.8％）であった。
教員としての身分の有効回答は144件であった。

学校種別の教員としての身分を表２に示す。
最終学歴について，有効回答は144件であった。
学校種別の最終学歴を表３に示す。
教員としての経験年数の有効回答は144件であ
った。教員としての経験年数は，常勤と非常勤の
期間を合わせて１年から51年で，平均は20.8年
（SD＝11.6）であった。さらに，食文化に関する
授業の担当年数への有効回答は143件であった。
食文化に関する授業の担当年数は，１年から35年
で，平均は9.1年（SD＝7.6）となっている。
（2）勤務校での食文化に関する授業
勤務する学校での食文化に関する授業の実態に
ついて尋ねた。
1）食文化に関する授業の実施時間数
勤務校において，生徒・学生が入学から卒業す
るまでの食文化に関する授業の実施時間を尋ねた。
有効回答は142件であった。最小は９分，最大は
7380分と幅広く，平均値は2063.7（SD＝1389.4），
中央値は1750.0，最頻値は1750であった。
学校種（高等学校・非調理師養成施設，高等学
校・調理師養成施設，高等学校以外・調理師養成
施設）別に比較すると，高等学校・非調理師養成
施設（n＝52）では平均値2191.3（SD＝1774.3），

表２　学校種別の教員としての身分
学校種別

高等学校 高等学校以外 合計
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

教員として
の身分

常勤（正規） 93 91.2％ 31 73.8％ 124 86.1％
常勤（非正規） 7 6.9％ 1 2.4％ 8 5.6％
非常勤 2 2.0％ 10 23.8％ 12 8.3％

合計 102 100.0％ 42 100.0％ 144 100.0％

表３　学校種別の最終学歴
学校種別

高等学校 高等学校以外 合計
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

最終学歴 中学校 0 0.0％ 1 2.4％ 1 0.7％
高等学校 8 7.8％ 0 0.0％ 8 5.6％
専門学校 3 2.9％ 15 35.7％ 18 12.5％
短期大学 6 5.9％ 6 14.3％ 12 8.3％
大学 77 75.5％ 15 35.7％ 92 63.9％
大学院 8 7.8％ 5 11.9％ 13 9.0％

合計 102 100.0％ 42 100.0％ 144 100.0％

中央値1825.0，最頻値3500，最小値30，最大
値7000，高等学校・調理師養成施設（n＝
48）では平均値1874.2（SD＝767.4），中央
値1750.0，最頻値1750，最小値200，最大値
5250，高等学校以外・調理師養成施設（n＝
42）では平均値2122.4（SD＝1407.9），中央
値1575.0，最頻値1500，最小値９，最大値
7380となっている。Kruskal-Wallis検定を
行った結果，p＝0.802＞0.05であり，３つの
学校種別間に有意差は認められなかった。
高等学校・調理師養成施設の最頻値は1750
分，高等学校以外・調理師養成施設の最頻値
は1500分である。調理師養成施設指導ガイド
ラインでは，高等学校および高等専修学校に
おいて１単位時間を50分とし，35単位時間の
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授業（1750分）を１単位として計算すると定めて
いる（厚生労働省健康局，2021）。また，専修学
校専門課程など高等学校・高等専修学校以外の学
校では，１単位時間を50分とし，30単位時間の授
業（1500分）を１単位として計算することが一般
的である。加えて，以前の調理師養成施設指導要
領では，高等学校および高等専修学校では教科科
目「食文化概論」の授業を１単位以上となるよう
に定めていた（厚生省保健医療局，1997）。その
ため，その名残で現在でも食文化の授業科目を１
単位で実施している学校が多いため，最頻値が
1750分，1500分となっていると考えられる。一方，
高等学校・非調理師養成施設の最頻値は3500分で
あるが，そのばらつきは大きい。これは各高等学
校の実態に応じて教育課程を編成しているためだ
と推察される。
2）食文化に関する授業の目標・ねらい
勤務校で実施している食文化に関する授業の目

標・ねらいについて，自由記述で回答を求めた。
有効回答は143件であった。食文化に関する授業
の目標・ねらいの自由記述についてKH Coderを
使用し，計量テキスト分析を行った。
記述に使用されていた語を抽出したところ，名

詞（固有名詞を含む），動詞，形容詞，形容動詞
429語が抽出され，出現回数の平均は5.66であっ
た。出現回数が多い抽出語（上位10語）を表４に
示す。「食文化」「理解」「日本」「世界」「創造」「伝承」

５に示す。高等学校と高等学校以外では目標・ね
らいの傾向が異なることが認められた。まず，高
等学校の目標・ねらいの記述では，「食文化」「伝
承」「創造」「担う」「食生活」「技術」「職業人」「養う」
「能力」「必要」が上位10語として挙がっている。
高等学校の上位10語は主として専門学科において
開設される各教科「家庭」・科目「食文化」の目
標に含まれている。すなわち，高等学校では，食
文化に関する授業の目標・ねらいを高等学校学習
指導要領（平成30年３月告示）に準拠して立てて
いる学校が多いと推察される。次に，高等学校以
外の目標・ねらいの記述では，上位10語の中に「理
解」「継承」「調理師」「世界」「日本」「料理」「成り
立つ」の７語が挙がっている。高等学校以外はす
べて調理師養成施設であり，７語は，調理師養成
施設指導ガイドライン（令和３年３月25日付健発
0325第７号）の教育内容「調理理論と食文化概論」
の教育目標に含まれている。つまり，高等学校以
外においては調理師養成施設指導ガイドラインに
示された目標を参考に食文化に関する授業の目
標・ねらいが立てられていることが示唆された。

3）食文化に関する授業における指導項目ごとの実
施状況
食文化に関する授業における指導項目ごとの実
施の有無を尋ねた。なお指導項目は，現行の高等
学校学習指導要領の主として専門学科において開
設される各教科「家庭」・科目「食文化」に示さ

表５　高等学校・高等学校以外それぞれの食文化に
関する授業の目標・ねらいを特徴づける語

高等学校
（n＝100）

高等学校以外
（n＝43）

食文化 0.571 理解 0.269
伝承 0.306 継承 0.202
創造 0.276 調理師 0.198
担う 0.165 世界 0.194
食生活 0.165 日本 0.193
技術 0.149 料理 0.192
職業人 0.138 成り立つ 0.143
養う 0.126 学ぶ 0.143
能力 0.119 食 0.143
必要 0.109 歴史 0.139

注　 数値は，それぞれの語と高等学校の目標・ねらいの記述，高等学
校以外の目標・ねらいの記述との関連をあらわすJaccardの類似
性測度で，この値が大きい順に10語をリストアップしている。こ
こにリストアップしている語は，目標・ねらいの記述全体に比して，
高等学校の目標・ねらいの記述，高等学校以外の目標・ねらいの
記述それぞれにおいて相対的に高い確率で出現している語である。

表４　食文化に関する授業の
目標・ねらいの抽出語
（上位10語）
抽出語 出現回数
食文化 248

理解 89

日本 65

世界 63

創造 55

伝承 49

調理師 41

学ぶ 38

担う 38

食 36

注　有効回答143件の食文化に関する授
業の目標・ねらいの自由記述から使用
されていた語を抽出した。異なり語
数（n）は429，出現回数の平均は5.66，
出現回数の標準偏差17.37であった。

といった語が出現
回数が多く，日本
や世界の食文化を
理解するとともに，
食文化を伝承・創
造することを目
標・ねらいとして
いることがわかる。
次に，高等学校・

高等学校以外それ
ぞれの目標・ねら
いを特徴づける語
（上位10語）を表
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次に，実施する指導項目ごとの授業形態につい
て複数回答で尋ねた。結果を表６に示す。授業形
態は，講義，実習，観察実験，見学，調査研究を
設定した。なお実習とは，特定の技術や知識を習
得すること目的として行う学習活動（例えば，郷
土料理の調理実習）を，観察実験とは，ありのま
まの姿や変化を注意深く観察したり，特定の事象
や仮説を検証したりすることを目的として行う学
習活動（例えば，出汁の比較実験）を想定して区
分した。授業形態は，講義が1629件で非常に多い。
実施する指導項目ごとの授業形態の合計は，多い
順に，日本の食文化・郷土料理215件，日本の食
文化・行事食200件，世界の食文化・西洋料理の
特徴と文化196件であった。また，実習が多い指
導項目は，日本の食文化・郷土料理64件，日本の
食文化・行事食58件，世界の食文化・西洋料理の
特徴と文化58件である。調査研究が多い指導項目
は，日本の食文化・郷土料理27件，日本の食文化・
行事食19件，世界の食文化・世界の料理の特徴と
文化18件であった。
（3）食文化に関する授業についての考え
食文化に関する授業についての考えを尋ねた。
1）食文化に関する授業を通してめざす生徒・学生
の姿
食文化に関する授業後（卒業時）のめざす生徒・
学生の姿について，自由記述で回答を求めた。有
効回答は136件であった。食文化に関する授業を

れた指導項目を参考に設定した。結果を図１に示
す。実施する割合が高いのは，日本の食文化・行
事食100.0％，日本の食文化・郷土料理99.2％で
あった。一方実施しない割合が高いのは，食文化
の創造17.1％，食文化と食育15.5％であった。現
行の高等学校学習指導要領では，主として専門学
科において開設される各教科「家庭」・科目「食文
化」で，食文化と食育という項目を新たに設け，目
標として「食文化の伝承と創造を担う職業人とし
て必要な資質・能力を次のとおり育成することを
目指す」を掲げている（文部科学省，2019）。しか
し本調査から，食文化の創造や食文化と食育の指
導実施の割合が比較的低いことが明らかになった。

表６　実施する指導項目ごとの授業形態
授業形態 合計講義 実習 観察実験 見学 調査研究

指
導
項
目

食文化の成り立ち（n＝119） 119 4 0 0 2 125

日本の食文化・食生活の変遷（n＝123） 122 9 1 2 6 140

日本の食文化・日常食（n＝123） 116 48 0 0 4 168

日本の食文化・行事食（n＝129） 123 58 0 0 19 200

日本の食文化・郷土料理（n＝128） 121 64 0 3 27 215

日本の食文化・料理様式の発展（n＝120） 119 17 1 2 6 145

世界の食文化・世界の料理の特徴と文化（n＝127） 123 34 2 0 18 177

世界の食文化・西洋料理の特徴と文化（n＝125） 121 58 1 1 15 196

世界の食文化・中国料理の特徴と文化（n＝124） 121 54 1 0 12 188

世界の食文化・その他の料理の特徴と文化（n＝121） 116 35 1 0 12 164

世界の食文化・食生活のグローバル化（n＝112） 111 6 2 0 3 122

食文化の継承（n＝121） 115 27 1 4 5 152

食文化の創造（n＝107） 98 24 1 1 11 135

食文化と食育（n＝109） 104 21 2 2 5 134

合計 1629 459 13 15 145

注　指導項目ごとの授業形態について複数回答で尋ねた。

図１　指導項目ごとの実施状況
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通してめざす生徒・学生の姿の自由記述について
KH Coderを使用し，計量テキスト分析を行った。
まず，記述に使用されていた語を抽出したとこ

ろ，名詞（固有名詞を含む），動詞，形容詞，形
容動詞597語が抽出され，出現回数の平均は3.48
であった。次に，食文化に関する授業を通してめ
ざす生徒・学生の姿の自由記述から共起ネットワ
ークを作成した。共起ネットワークを図２に示す。

Subgraph01は，「食文化」「食」「理解」「文化」「料
理」「継承」などの語で形成されている。食文化
や料理を理解し，継承していってほしいと考えて
いると読み取れる。具体的に次のような記述がみ
られた注2）。
・日本の文化を理解し，その考え方や良さを継承
する意識を持つ。
・郷土に対して誇りをもって食文化を継承してい

く力を身につけてくれたらよいと思います。
・調理師として，食文化（それぞれのジャンルの
料理の）を知っておくとともに，その食文化を
料理で継承していくような人材になってほしい。
Subgraph02は，「日本」「学ぶ」「知識」「食生活」

「技術」などの語で構成されている。日本の食文
化や食生活を学び，知識や技術を身につけ，生か
していってほしいと考えていると解釈できる。具
体的に次のような記述がみられた注2）。
・日本の食生活の良さを再確認するとともに，学
んだ知識と技術を実生活に生かすことができる
生徒。
・食事の重要性や栄養バランスを考えることがで
き，健康で健全な食生活に関する知識や技術を
身につけ生活に生かすことができる。
Subgraph03は，「グローバル」「国」「視野」「視

注　 有効回答である136件の自由記述から共起ネットワークを作成した。共起ネットワークとは，抽出語
を用いて，出現パターンの似通った語，すなわち共起の程度が強い語を線で結んだネットワーク図で
ある。近くに布置されているだけで線で結ばれていなければ，強い共起関係はないことを意味する。
円の大小は出現回数を反映している。あまりに多くの抽出語が１つの共起ネットワーク上に存在する
と判別が難しくなるため，出現回数が５以上の73語を用い，共起関係（edge）の描画数を上位60として，
サブグラフ検出（modularity）で共起ネットワークを作成した。サブグラフ検出とは，語の色分け
方法の１つで，比較的強く結びついている部分を自動的に検出してグループ分けを行い，その結果を
色分けによって示している。同じサブグラフに含まれる語は実線で結ばれ，互いに異なるサブグラフ
に含まれる語は破線で結ばれる。サブグラフがわかりやすいように実線による区切りを入れた。

図２　食文化に関する授業を通してめざす生徒・学生の姿の自由記述の
共起ネットワーク

点」などからなる共起関係
が示された。日本や他の国
の食文化を知り，グローバ
ルな視点・視野で食文化へ
の理解を深めてほしいと考
えていると推察される。具
体的に次のような記述がみ
られた注2）。
・今日のさまざまな国の料
理を，グローバルな視野
で捉える必要がある。
・自分の国の文化や，他の
国の文化について学び，
広い視野で食について知
り，深めてほしい。
Subgraph04では，「持つ」

「地域」「興味」「関心」「郷
土料理」などの語で形成さ
れ，地域の郷土料理に興味・
関心を持ってほしいと考え
ていると読み取れる。次の
ような記述がみられた注2）。
・地域の食文化（郷土料理）
に興味を持ち，それを家
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族等の話題に取り入れ，実践できる。
Subgraph07は，「伝承」「創造」「新しい」の語
で構成されている。次のような記述がみられた注2）。
・調理師として日本あるいは世界の食文化を伝承
するとともに新たな食文化を創造する者として
活躍することを期待する。
つまり，食文化を伝承するとともに，新しい食

文化を創造していく姿をめざしていると推察され
る。しかし，食文化に関する授業の目標・ねらい
の抽出語（表４）では「創造」の出現回数は55注3）

だった。一方，食文化に関する授業を通してめざ
す生徒・学生の姿の自由記述での「創造」の出現
回数は８であった。さらに，「創造」の語は使っ
ていなくても「創造」の意味の言葉がないか確認
したところ，「食文化をつくり出していく」とい
った言葉などが９件認められた。「創造」の出現
回数８と，「創造」の語は使っていないが「創造」
の意味の言葉９とで，合計17となるが，食文化に
関する授業の目標・ねらいの抽出語（表４）での
「創造」の出現回数55と比較すると少ない。つまり，
目標・ねらいとしては食文化の創造をめざしなが
らも，食文化に関する授業を通してめざす生徒・
学生の姿として，教員は食文化を創造していく姿
をあまり重要視していない実態が示唆された。
食文化の創造が重要視されていない理由として，

生徒・学生が食文化に関する知識などを知り，理
解し，食文化を継承することに重きを置いている
ことが考えられる。実際Subgraph01は，「理解」
（出現回数39），「知る」（出現回数26），「継承」（出
現回数25）などの語で構成され，これらの語の出
現回数が比較的多い。加えて，食文化の創造の捉
え方が教員によって差異があることが，食文化の
創造が重要視されていない理由である可能性が考
えられる。本論文では，食文化の創造を「新しい
食文化を創り出すことや，食文化を継承し，再現
する過程で，時代に合うように変化させること」
と仮定義しているが，食文化の創造を「新しい食
文化を創り出すこと」のみと捉えている教員がい
る可能性がある。「新しい食文化を創り出すこと」
は，「食文化を継承し，再現する過程で，時代に

合うように変化させること」より困難であると考
えられる。そのため，食文化の創造を「新しい食
文化を創り出すこと」のみと捉えている教員にと
って，食文化の創造は，目標・ねらいとして単に
掲げるだけのものになっている可能性がある。
2）学校で食文化に関する授業を受ける意味
生徒・学生が，学校で食文化に関する授業を受
ける意味は何だと思うか，選択肢から３つ選ぶ複
数回答で尋ねた。なお選択肢は，現行の高等学校
学習指導要領の主として専門学科において開設さ
れる各教科「家庭」・科目「食文化」に示された
目標や内容，現行の調理師養成施設指導ガイドラ
インに示された教育内容「調理理論と食文化概
論」の教育目標などから，食文化に関する授業を
受ける意味の要素を抽出し，設定した。有効回答
は143件であった。結果を図３に示す。
全体では学校で食文化に関する授業を受ける意
味として，「食文化を継承するため」が73.4％で
最も高い。一方，「食文化を創造するため」は
16.8％と低率であった。食文化に関する授業の目
標・ねらいの抽出語（表４）では「創造」の出現
回数は55であり，目標・ねらいとして食文化の創
造が重視されていることが示唆された。しかし，
学校で食文化に関する授業を受ける意味として，
食文化の創造の優先度は低いと推察された。食文
化の創造の優先度が低い理由として，食文化の継

図３　学校で食文化に関する授業を受ける意味

食文化を継承するため

食文化の多様性を理解するため

食文化に関する技術を
　　　　習得するため
食文化に関する技術を
日常生活にいかすため

食文化に関心を持つため

その他

食文化を創造するため

食文化に関する知識を
　　　　　　　　　　　　　　習得するため

食文化を尊重する態度を
　　　　　　　　　　　　　　　身につけるため

日常生活に生きる身近な
　　食文化に気づくため
食文化に関する知識を
日常生活にいかすため
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62.3％
80.0％
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44.4％
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20.8％

26.4％

注　選択肢から３つ選ぶ複数回答で尋ねた。

全体（n＝143） 調理師養成施設（n＝90） 非調理師養成施設（n＝53）
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承はイメージしやすいが，食文化の創造は教員に
よって捉え方が様々であり，食文化の創造を目
標・ねらいとしたとしても，実際には単に目標・
ねらいとして掲げるだけとなっている可能性が考
えられる。
また，調理師養成施設・非調理師養成施設別に

集計し，χ2検定を行ったところ，「食文化を継承
するため」（p＜0.05），「食文化に関する知識を習
得するため」（p＜0.05），「食文化に関する技術を
日常生活にいかすため」（p＜0.01）で有意差が見
られた。一方，高等学校・高等学校以外別に集計
し，χ2検定を行ったところ，有意差は認められ
なかった。
3）食文化に関する授業で手ごたえを感じた実践
これまで実践してきた食文化に関する授業にお

いて，教員自身が手ごたえを感じた実践について，
自由記述による回答を求めた。その結果，有効回
答は119件であった。自由記述の内容を授業内容
と授業方法の観点から分類整理した。
授業内容に関する記述は，有効回答119件のう

ち113件（95.0％）で認められた。授業内容の観
点から分類整理した結果を表７に示す。手ごたえ
を感じた授業内容として，その他を含め14種類に

分類された。「日本の食文化・郷土料理」が43件
（38.1％）であり，郷土料理などの日本の食文化
に関する授業内容が多い。生徒・学生の様子の記
述では，「研究をした学生達は調査をしていく中
で地元の人とのつながりができ，食文化を理解す
るだけでなく地元への愛着がわくきっかけともな
り得ることが感じられた」などがあった。生徒・
学生は，自分が住む国や地域であっても知らなか
った食文化について理解し，愛着が深まっている
様子が示唆された。また，「世界の食文化（世界の
料理を含む）」が20件（17.7％）で，世界の食文化
に関する授業内容も多い。生徒・学生の様子の記
述として，「担当の国について調べる中で新たな
発見もあり，楽しそうで意欲的な様子が感じられ
た」などがあった。他の国の食文化を調査する中
で新たな発見をし，興味・関心が高まっていると
考えられる。一方，「食文化の継承」は２件（1.8％），
「食文化の創造」は１件（0.9％）と少なかった。
本研究は質問紙調査のため，その記述からしか判
断できない。実際には，郷土料理の実習を通して
食文化の継承について考える「食文化の継承」に
かかわる実践や，郷土料理を現代に合わせていか
に変えていくかを考える「食文化の創造」にかか

表７　手ごたえを感じた実践の授業内容

授業内容の分類 数
注１

割合（％）
注２ 手ごたえを感じた実践の記述例

日本の食文化・郷土料理 43 38.1 郷土料理を取り入れた調理実習／生徒の出身地の郷土料理について，タブレッ
トでまとめさせ，発表させた／全国各地の郷土料理を調べて発表する

日本の食文化・その他（日本料理を含む） 22 19.5 外国人向けに日本の食文化を伝えるスピーチ（英語）を行う／和食展の見学／
日本における鯨やイルカの食文化について考えさせた

日本の食文化・行事食 20 17.7 地元に伝わる行事食について調査を行った／校内にある七草を探して七草粥を
つくる／生徒が調べた献立でおせち料理の調理実習を行う

世界の食文化（世界の料理を含む） 20 17.7 世界各国の料理・お菓子調べを新聞のようにまとめる／外国籍の生徒の日本で
の体験から，宗教と食の関わりについて学ぶ／他の国の料理を作ってみる

日本の食文化・地域の食材，特産物，特産品 12 10.6 県産農産物を活用した調理実習とコンクールへの応募／地域の食材について調
べてプレゼン

マナー 10 8.8 マナー講習会の実施／テーブルマナーを実践してみる
食育 4 3.5 市内の小学校への和食の食育活動／食育プランの作成
日本の食文化・料理様式 3 2.7 精進料理のマナーについて／供応料理実習

食文化の相対性 3 2.7 関東・関西の出汁の飲み比べ／食に対する意識調査（国際比較）の結果から分
かること

食文化の継承 2 1.8 郷土の食の伝承に関わる実習
日本の食文化・日常食 1 0.9 自分の経験を踏まえた行事食や日常の食事食材等について話す
食生活のグローバル化 1 0.9 食の国際化プレゼンテーション

食文化の創造 1 0.9 食のトレンドを過去・現在・未来に分けて調べさせ，異文化の交流をなどを元
にして，個人でフュージョン料理を考えさせ，グループ発表（原文ママ）

その他 8 7.1 お麩を使ったアレンジレシピ／学校給食メニューの開発／食べたことのない料
理の試食や実習をした

注１　１件の記述に複数の授業内容が記述されていた場合は，該当する授業内容の分類すべてに数え上げた。
注２　授業内容に関する記述が認められた113件に占める割合。
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わる実践が行われている可能性がある。しかし，
質問紙調査の記述からは読み取れなかったため，
「食文化の継承」や「食文化の創造」にかかわる
実践が少ない結果になった可能性も考えられる。
次に授業方法に関する記述は，有効回答119件
のうち99件（83.2％）で認められた。授業方法の
観点から分類整理した結果を表８に示す。手ごた
えを感じた授業方法として13種類に分類された。
「実習」が50件（50.5％）で最も多い。講義だけ
では得られない実践的な技術や知識を習得でき，
実地での体験から理論と実践を結びつけ，理解を
深めることができるため，手ごたえを感じた授業
につながったと推察される。「調査」（33件（33.3
％）），「発表」（18件（18.2％））も多く挙がって
いる。実習も含め，生徒・学生が主体的に取り組
むことができるためだと考えられる。また，「専
門家からの教授」（10件（10.1％））については，
専門的な知識や技術の習得につながるとともに，
普段とは異なる教授者から学ぶことで学びが促さ
れる点が，手ごたえを感じた授業につながってい
ると考えられる。加えて，「コンクール・コンテ
スト」（７件（7.1％）），「レシピづくり」（６件（6.1
％）），「交流」（６件（6.1％））などの授業方法では，
これまで学習した知識や技術を活用し，学習を深

化させることが可能であるため，手ごたえを感じ
た授業となったと考えられる。
4）食文化に関する授業実施上の課題・問題点
食文化に関する授業を実施する上で課題・問題
点があるかを尋ねた。有効回答は143件で，その
うち課題・問題点があるとの回答は90件（62.9％）
だった。加えて，課題・問題点がある場合は，ど
のような課題・問題点があるか自由記述による回
答を求めた。課題・問題点があるとの回答90件中，
自由記述の有効回答は88件（97.8％）だった。自
由記述の内容を整理し分類したところ，その他を
含め18種類に分類された。結果を表９に示す。
課題・問題点の中には，「経済的負担」「教材・
教具」「生徒・学生の知識・技術や体験の不足」「生
徒・学生への配慮（外国籍・宗教・食物アレルギ
ー等）」「食材の手に入れにくさ」など，その解決
が困難なものもある。一方，「授業時間の不足」「授
業展開の工夫」「指導内容の多さ・指導内容の精
選の必要性」「講義が多く，実習や体験が少ない
授業形態」などが課題・問題点として挙がってい
る。限られた授業時間の中で，授業内容を精選し，
効果的な授業形態を取り入れ，授業展開を工夫し
ていくことが課題であるとともに，解決策である
ことが示唆された。これらの課題を解決するため

表８　手ごたえを感じた実践の授業方法

授業方法の分類 数
注１

割合（％）
注２ 手ごたえを感じた実践の記述例

実習 50 50.5 おせち料理の実習／中国料理実習とテーブルマナー／みそ作り体験／手食の異文化体験

調査 33 33.3 全国各地の銘菓を調べ，ポスターを作る／好きな国の料理について調べ学習をし，発表する／修
学旅行で訪問する県や地域の郷土料理や特産物を調べて実際に使った

発表 18 18.2
１人１カ国食文化を調べレポート作成発表／全国各地の郷土料理を調べて発表する／指導項目
「郷土料理」の単元で，生徒たちに各都道府県の料理を調べさせ，一人ポスター１枚を作成させ，
スライドにして発表会を行った

専門家からの教授 10 10.1
県内各地域の食文化の継承活動をしている「食の匠」を講師に招き，地域の郷土食の調理実習と
料理にまつわる話を聞く／農林事務所・保健所（栄養士）に講師依頼をし，地域の食材や健康に
関する講演会を開催したうえで，レシピを考えさせた

コンクール・コンテスト 7 7.1 地元の食材を用いたお料理コンクールの応募／特産品を使ったお弁当コンテストに挑戦させた

動画視聴・画像提示 7 7.1 NHKの小中高向け歴史教育動画を随所に取り入れる／知らないもの見たことのないもの多いの
で画像で見せるようにしている

レシピづくり 6 6.1 学校給食メニューの開発／米粉を使ったレシピ開発
交流 6 6.1 郷土料理実習を異世代交流として行いました／市内の小学校への和食の食育活動
見学 2 2.0 和食展の見学
ディスカッション 2 2.0 単元終了時の設問をグループディスカッションで取り組ませた
観察実験 1 1.0 お茶の条件を変えた飲み比べ（実験）
質疑応答 1 1.0 質疑応答
講義 1 1.0 茶の知識（講義）を知る
注１　１件の記述に複数の授業方法が記述されていた場合は，該当する授業方法の分類すべてに数え上げた。
注２　授業方法に関する記述が認められた99件に占める割合。
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表９　食文化に関する授業実施上の課題・問題点

課題・問題点の分類 数
注１

割合（％）
注２ 課題・問題点の記述例

授業時間の不足 20 22.7
授業の中でより詳しく食文化を取り扱って，調理実習まで行う授業時間数が足りない／授業
時数が少なく，内容を厳選するのが困難／もっと体験的な学習をとり入れたいが，時間の確
保が難しい

教員の知識・技術や経験の不足 11 12.5 教員が自信をもって食文化に詳しいといえず，授業内容が浅い／指導者の知識・技術不足／
その国に行ったことがなく，料理も食べたことがないから指導しにくい

経済的負担 10 11.4 実習費のお金がかかること／実習をもっとやりたいがお金がかかる／色々な国の講師に指導
していただく機会を持っていたが，講師の選定，予算の関係で実施できなくなった

教材・教具 10 11.4 教科書の内容がうすく，教科書データがない／具体的な副教材があるとありがたい／視聴覚
教材の不足／食文化の歴史を学ぶ上で写真や資料が少ない

授業展開の工夫 9 10.2
生徒の興味，関心を引く授業展開／学生自身が考え身近なものとして捉えるための仕掛け作
りが必要である／食文化に関する事柄は非常に多く，限られた時間の中で何についてフォー
カスを当てて生徒に伝えていくべきか

指導内容の多さ・指導内容の精
選の必要性 9 10.2 範囲が広すぎてとても授業時間内では終わらない／学ぶことが多岐に渡ること／内容を厳選

するのが困難
講義が多く，実習や体験が少な
い授業形態 7 8.0 講義形式の授業が多く，実践的な内容を展開することが難しい／実践的な授業が少なく，講

義形式の授業に偏ってしまうことです
授業準備の大変さ 6 6.8 知識が少なく教材準備が大変である／教員の準備がたいへん／必要な資料を集めるのが大変
生徒・学生の知識・技術や体験
の不足 6 6.8 昔に比べで生徒の知識が乏しいため，知識程度の座学にとどまってしまっている／生徒の日

本文化の基礎知識や体験がないこと

他の科目・教員との連携 4 4.5
食文化担当の教員だけでは，不十分な授業だと感じている。他の教員との連携が必要だと思
うが，十分な話し合いが出来ていない／調理実習担当の教員との連携をさらに密にして，今
以上に知識と技術を教えたい

外部講師・外部機関との連携 4 4.5 食文化を幅広い視点で実践的な授業を行うために，地域との連携や自治体との協力など外部
機関との交渉が必要である／講師の打ち合わせ，日時，実習費の不足，人材確保

教員の専門性や指導技術の向上 3 3.4 新しい食文化について，アップデートの必要性／自身の専門性や指導技術の向上

生徒・学生への配慮（外国籍・
宗教・食物アレルギー等） 3 3.4

食物アレルギーなどを考慮する必要があり，各国の市販食品等を食べさせたいが，躊躇する
ことがある／クラスの中には外国にルーツのある生徒がいることや宗教上の理由などの観点
において配慮を要する場面がある

食材の手に入れにくさ 3 3.4 実物を見たり食べたりを，調理実習ですることはできるけど手に入らない食材などもある／
調理実習の材料が手に入りにくいものがある

授業の時間配分 2 2.3 内容が豊富で世界の食文化の網羅まで進むのが大変
生徒・学生の興味・関心の低さ 2 2.3 全体的に学生の関心が薄い
生徒・学生の理解度の低さ・多
様さ 2 2.3 理解度が個人個人で違うこと

その他 14 15.9 世の中の変化が早く，各国の食について調べても現在は廃れていたりする事がある／誰もが
担当できる教科と思われている／家庭での実践に結びつきにくい

合計 125 142.0
注１　１件の記述に複数の課題・問題点が記述されていた場合は，該当する課題・問題点の分類すべてに数え上げた。
注２　食文化に関する授業実施上の課題・問題点に関する自由記述の有効回答88件に占める割合。

に，食文化教育の効果的な教育プログラムを確立
していくことが重要であると考えられる。

４．まとめと今後の課題

本研究は，食文化教育の特徴と課題を明確にし，
食文化を継承・創造する資質・能力を育成する教
育プログラムの確立に貢献することを目的とし，
全国の家庭に関する専門学科を置く公立高等学校
と，全国の調理師養成施設で食文化教育を担当し
たことがある教員を対象に質問紙調査を実施した。
勤務校で実施している食文化に関する授業の目

標・ねらいについて，自由記述で回答を求めた。
計量テキスト分析の結果，「創造」は55回，「伝承」
は49回，「継承」は35回出現した。また，高等学

校の目標・ねらいを特徴づける語（上位10語）に，
「伝承」「創造」が含まれる結果となった。すなわち，
食文化に関する授業の目標・ねらいとして，食文
化の継承・伝承や創造が重視されていることが明
らかになった。一方，食文化に関する授業後（卒
業時）のめざす生徒・学生の姿について，自由記
述で回答を求めた。計量テキスト分析の結果，食
文化に関する授業を通してめざす生徒・学生の姿
として，教員は食文化を継承する姿は意識してい
るが，食文化を創造する姿はあまり重要視してい
ない実態が示唆された。加えて，生徒・学生が，
学校で食文化に関する授業を受ける意味について
尋ねた結果，「食文化を継承するため」が73.4％
で最も高かったが，「食文化を創造するため」は
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16.8％と低率であり，食文化の創造の優先度は低
いと推察された。食文化教育の目標は，食文化を
継承するとともに，時代に応じた食文化を創造す
る資質や能力を育成することだと考えられる。し
かし，目標として食文化の創造を掲げながらも，
実際には食文化の創造をめざした授業が行われて
いない可能性が考えられる。
食文化教育を通して，食文化を継承するととも

に，時代に応じた食文化を創造する資質や能力を
育成するためには，食文化の継承・創造をどのよ
うに捉えて授業を行うかという，教員の指導観が
問われることになる。今後は，現場の教員を対象
にインタビュー調査を実施した結果から，食文化
の継承・創造をどのように捉えているかを把握し，
食文化の創造が重要視されていない理由を明らか
にする必要がある。その上で，生徒・学生に食文
化を継承・創造する資質・能力を育成するために
は，教員が食文化の継承・創造をどのように捉え
る必要があるか，教員がどのような指導観のもと
授業を実践する必要があるかをも示した，食文化
を継承・創造する資質・能力を育成する教育プロ
グラムを開発することが課題である。
また，これまで実践してきた食文化に関する授

業において，教員自身が手ごたえを感じた実践に
ついて，自由記述による回答を求めた。その結果，
授業内容の観点では，「日本の食文化・郷土料理」
（43件（38.1％））が，授業方法の観点では，「実習」
（50件（50.5％））が多く挙がった。生徒・学生の
学びを深め，食文化を継承・創造する資質・能力
を育成するために，生徒・学生が主体的に，生き
生きと授業に臨む必要がある。本調査から明らか
になった授業内容や授業方法を参考にし，食文化
を継承・創造する資質・能力を育成する教育プロ
グラムを構築する必要がある。一方で，本調査は
質問紙調査のため，授業内容や教員が授業で行っ
ている手立て・工夫の詳細が不明な部分も多い。
そこで，現場の教員を対象にインタビュー調査を
実施した結果から，生徒・学生の学びを深め，食
文化を継承・創造する資質・能力を育成するため
にどのような手立てや工夫を行っているかを把握

し，食文化を継承・創造する資質・能力を育成す
る教育プログラムの理論を構築していきたい。

付記
お忙しい中，本研究の調査にご協力いただいた
先生方に深謝いたします。
なお，本研究の一部は，日本家庭科教育学会第
68回大会において発表した。

注
注1）本研究では，主として専門学科において開設される
各教科「家庭」・科目「食文化」などが開設され，食文
化教育の実施時間が多いと見込まれる家庭に関する学科
を置く公立高等学校と，教育内容「調理理論と食文化概
論」において食文化教育を実施している調理師養成施設
で食文化教育を担当する教員を対象に調査を実施するこ
とにした。
注2）共起ネットワークの当該サブグラフを形成する共起
語に下線を記した。
注3）回答があった記述全体での出現回数である。そのため，
出現回数が55とは，55人の記述で「創造」の語が出現し
たという意味ではない。
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１．研究の目的

近年，少子化や核家族化の進行（厚生労働省，
2023）により，児童にとって家庭内で異年齢の他
者と関わる機会が減少した。さらに，近年，地域
社会のつながりが希薄化していることや（こども
家庭庁，2023）かつて地域で自然に生じていた異
年齢の子ども同士の交流が失われつつあること
（文部科学省・国立教育政策研究所，2011）が指
摘されている。子どものころの異年齢の子との遊
び体験が人格形成に役立つ可能性が示唆されてい
る（樋口，2016）ことからも，家庭内外での異年
齢の他者との関わりの減少は喫緊の課題であると
いえる。
しかしながら，現代の地域社会の中で，異年齢

の他者と関わる機会は乏しい。そのため，全ての
児童が異年齢との関わりを学ぶためには，学校教
育の中で実施していく必要があると考える。文部
科学省は，小学校学習指導要領（平成29年告示）
総説「５節　学校運営上の留意事項」で，「家庭
や地域社会との連携及び協働と世代を越えた交流
の機会」の必要性を示した。さらに，同学習指導
要領解説　家庭編では，低学年児童などの地域と
の関わりの内容が新設された。「Ａ　家族・家庭

（3）家族や地域の人々との関わり」の内容の取扱
いでは，「地域の人々とのよりよい関わりについ
て考え，工夫すること」が明記された。内容の取
扱いにおいては，「幼児又は低学年の児童や高齢
者など異なる世代の人々との関わりについて扱う
こと」とされた。さらに，「地域の人々との関係
をよりよいものにするために，自分が協力できる
ことなどについて検討できるようにする。」こと
が示された。
本研究では，「地域の人々との関わり」につい
ての学習を「地域学習」として定義する。なお，
本研究では，地域を特定の場所として限定するの
ではなく，地域の人との関わりに着目し，地域社
会に存在する多様な他者と関わるために必要な態
度や能力を育成する学習として捉える立場をとる。
幼児や低学年の児童といった年少者との関わり
については，中学・高等学校家庭科を中心に研究
が蓄積されている（中谷，2016）。中谷（2016）は，
学童期から「自分より少し幼い，近しい存在とし
ての子ども」と交流することは，児童にとって抵
抗感が少なく深く内面化されやすいとし，小学校
段階での年少者との関わりの必要性を示している。
低学年児童は，高学年児童にとって年齢や発達段
階の違いが明確であり，相手の立場に立って関わ
り方を工夫することが求められる存在である。こ
の点において，低学年児童との交流は，地域での
異年齢の他者との関わりに通じる学びを含むもの

小学校家庭科における「地域学習」に関する
授業実践とその効果

―低学年児童との交流場面における共感的応答性に着目して―

日本家庭科教育学会誌，69(1)：39－49，2026

家庭科，地域学習，小学校，共感的応答性

（受付日　2025年11月13日／受理日　2026年3月3日）
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と考えられる。
そこで，本研究では「地域学習」の一環として

低学年児童との交流を位置付けた。また，本研究
では，低学年児童との交流において，児童が相手
の状況や困難を踏まえ，自分の関わり方を工夫す
る過程を，学習指導要領に示されている「地域の
人々との関係をよりよいものにするために，自分
が協力できることを検討する学習」と捉える。
年少者と関わる体験の効果については，伊藤他

（2010）が「共感的応答性」に着目している。伊
藤他（2010）は，「共感性からさらに発展して，
それに応じたケアができること，すなわち「応答
性」へとつなげる指標が必要である」とし，「幼
児への共感的応答性」の指標を提示した。「共感
的応答性」は，小学校家庭科「地域学習」の目標
である「地域の人々とのよりよい関わりについて
考え，工夫すること」（文部科学省，2017）と重
なり合うものであると考えられる。
そこで本研究を「地域学習」における基礎的な

関係形成の学習として位置付け，その交流場面に
着目し，「共感的応答性」の変化と交流の特徴を
明らかにすることを目的とする。一方，叶内・倉
持（2015）によると，クラス全体でふれ合い体験
のプログラムは共有していても，体験の中身によ
っては自己肯定感が上がる生徒もいれば下がる生
徒もいることが示唆されている。共感的応答性が
向上した指導とそうでない児童の体験の違いをナ
ラティブや行動記録の分析を通して明らかにする
ことで，どのような意識や行動が共感的応答性を
育むことにつながったのかを考察する。

２．研究方法

（1）授業の概要
授業のねらいは，「地域の人々とのよりよい関

わりを考え，工夫すること」とした。授業は全８
時間で構成し（Table1），交流場面には，六年生
と一年生が関わりを促す効果が期待される調理実
習を設定した。西岡他（2021）は，調理実習では，
共通の目的を持つ活動を実施するため調理方法や
調理器具などを共通の話題として会話の中に取り

入れ，安全に調理を行うための一年生への支援や
声掛けを考えるなど，よりよい関わり方の工夫に
つながったと述べている。調理実習の内容は，一
年生が六年生に教えやすい難易度を考慮し，「白
玉づくり」とした。第５次では，低学年児童との
交流を振り返り，自分がどのように関わり方を工
夫したのかを整理することで，異年齢の他者との
関わりへの工夫について理解し，「地域の人々と
のよりよい関わりを考え，工夫すること」を目指
した。
授業は，2024年11月下旬から12月中旬にかけて
実施した。対象は小学六年生の三クラス（計103名）
であり，交流相手は同校の一年生で，縦割り活動
の時にペアを組む児童であった。これまでにも縦
割り活動を通してペアの一年生と六年生が関わる
機会はあったものの，家庭科の授業を通して関わ
る機会は今回が初めてであり，活動は共にしても
関わり方について考える機会は持ったことはない。

（2）対象児
対象校は，東京都の大学附属小学校であり，児
童の登校範囲は公立小学校よりも広く，生活圏も
さまざまなところにある。そのため，ある特定の

Table1　授業の構成
小題材 学習内容

授業前調査（質問紙）

第１次
（１時間）

地域について考
えよう。

地域には，異なる世代の他
者が共に生活していること
に気付く。

第２次
（１時間）

一年生のころを
思い出そう。

身近な他者である低学年児
童に着目し，自分とのつな
がりや違いを理解する。

第３次
（２時間）

白玉だんごの事
前調理をし，一
年生との関わり
方を考えよう。

事前調理を行い，一年生と
の交流の際の工夫点につい
て考える。

第４次
（２時間）

一年生とのおや
つタイムをしよ
う。（低学年児
童との交流）

一年生と共に調理実習を行
い，関わり方を工夫する。

ナラティブの記入（宿題）

第５次
（２時間）

おやつタイムを
振り返ろう

一年生との交流を振り返り，
低学年児童以外の地域にい
る異なる他者との関わりに
応用して考える。

授業後調査（質問紙）
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範囲を「地域」として共通認識することは難しい。
そこで，特定の地域を規定するのではなく，「地
域の人々との関わり」について考えられるように
した。
また，ナラティブ分析及び行動分析での対象児

を選定するために，質問紙調査を本単元の学習前
後で２回実施した。質問紙は，formsを使用し，
授業内で回答を得た。調査に際しては，学校長と
副校長，六年生・一年生の担任教員に口頭と計画
書で説明し，同意を得た。児童には，成績に影響
しないこと，回答を中断できることを質問紙の前
文と口頭で説明した。「共感的応答性」尺度
（Table2）（11項目，伊藤他，2010を参考）では，「全
く当てはまらない」「あまり当てはまらない」「や
や当てはまる」「当てはまる」の４段階評定とした。

学習前後で「共感的応答性」の差が大きかった児
童６名（向上群３名，低下群３名）を対象とした
（Fig.1）。なお，ナラティブの未提出や記述がな
い児童は除外した。学習前は，向上群のほうが，
低下群より共感的応答性が低いが，学習後は向上
している。特に対象児童Ａ・Ｂは，低下群より高
くなっていることがいえる（Fig.1）。

（3）分析方法
1）ナラティブ分析
ナラティブは，西岡他（2021）の定義に基づき，

「一年生との交流の際に，自分（六年生）が行っ
たことやそのとき考えたこと，一年生の様子など
を，時系列にそって始めから終わりまで書いたも
の」とした。
ナラティブからカテゴリーを抽出する際には，
叶内・倉持（2015）を参考に，複数回ナラティブ
を精読し，「児童の感情に関する記述」に着目し
てカテゴリーを抽出するとともに，そうした感情
が引き出される要因としての「六年生の行動（工
夫）」や「一年生の行動」にも着目した。具体的
には，まず，ポジティブ・ネガティブな記述をナ
ラティブから抽出し，これを大カテゴリーとした。
大カテゴリーは，叶内・倉持（2015）の分類を参
考に，「ポジティブな内容」「ネガティブな内容」
とした。次に，それぞれの大カテゴリー内の語を
共通性に基づきまとめ，小カテゴリー名を付与し
た。さらに，小カテゴリーごとに共通するものを
まとめて中カテゴリー名を付与した。
2）行動分析
行動記録を取るために，ビデオカメラによる録
画を行った。ビデオカメラは，教室の端から全体
を撮影する定点カメラが一台，「共感的応答性」
が学習前に各クラスで最高得点，最低得点であっ
た児童を含む班を撮影する手持ちカメラが一台ず
つの合計三台（各クラス）であった。「共感的応
答性」が学習前に最高・最低であった児童を撮影
した理由は，共感的応答性が最高・最低であった
児童は，学習後に変化が大きくなる可能性が高い
と推測したためである。

Table2　「共感的応答性」の質問項目
１．低学年児童が一人でさびしそうなときは声をかけた
い。

２．低学年児童が失敗した時は，はげましたりなぐさめ
たりしたい。

３．低学年児童が思うようにいかなくてイライラしたり
ダダをこねたりした時は，なぐさめたい。

４．低学年児童が何かを上手にできたときには，ほめたい。
５．低学年児童の表情からその子の思いを読み取りたい。
６．低学年児童のちょう戦する気持ちを大切にしたい。
７．低学年児童のその子らしさを理解する姿勢を持ちた
い。

８．低学年児童が泣いているときにはそばにいてあげた
い。

９．低学年児童がすぐにあきてしまう面を見ると，好き
にはなれないと思う。※

10．低学年児童がこまっていても，ついそのまま見過ご
してしまう。※

11．低学年児童がこまっているときには手助けをしたい。
※は逆転項目である。伊藤他（2010）を参考に作成した。

※数字は共感的応答性尺度（Table2：伊藤他，2010を参考）
の合計を表している。

共感的応答性が高い児童ほど得点が高い。
Fig.1　共感的応答性の学習前後の変化
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録画記録から，向上群児童と低下群児童の抽出
を試みたが，学習前後の変化が最も大きかった児
童の中で，交流場面を通して録画されていたのが，
向上群のＢ・Ｃ（Fig.1）のみであったため，こ
の二人を対象に分析を行うこととした。対象児童
Ｂは，グループの中でリーダーを務めていた。一
方で，対象児童Ｃは，共感的応答性が学習前から
最も低く，低学年児童との関わりに苦手を感じて
いた。
分析は，大路・松村（1998）を参考にした。大

路他（1998）は，幼児体験学習時の対児行動につ
いて，「幼児との関わりの有無」や，「幼児との関
わり方」について定量的に分析した。本研究にお
いても，「一年生との関わりの有無」及び「一年
生との関わり方」について分析する。大路他（1998）
は，録画した映像をビデオデッキで再生した後５
秒ごとの静止画像を作成し，画像を基にカテゴリ
ーに分けた。本研究では，ビデオカメラをそのま
ま再生した10秒間内の行動全体を分析の対象とす
る。そのため，静止画像から行動を判断した大路
他（1998）による分類に比べ，行動の全体を捉え
ることができるようになり行動の連続性や目的に
ついて特定することが可能となった。先行研究の
カテゴリー「話している」についても，「接触の
有無」「教える目的か否か」「器具の使用の有無」
に分けて分類した .10秒ごとの記録で，重複があ
る場合は，時間の長いカテゴリーを採用した。ま
た，ビデオカメラによる音声出力が可能になった
ため，「会話」についても分析の対象とした。会
話内容が特定できた箇所について，「会話（発言）
内容」をカテゴリーごとに分け，記録した。行動
分析では，交流の流れを調理工程ごとに６つの場
面に分け，場面ごとに分析した。

３．結果

（1）ナラティブ分析
ナラティブは，Fig.1の児童を対象に分析した。

ＡＢＣを「向上群」，ＣＤＥを「低下群」とする。
結果をTable3に示す。

Table4は，対象児童のナラティブによるそれぞ

れの中カテゴリーの文章数と，大カテゴリーの文
章数の合計を比較した。向上群では，全ての対象
児童が「ネガティブな内容」よりも「ポジティブ
な内容」が多く，特に「一年生との関わりの工夫」
「白玉づくりに関するポジティブな感情」「一年生
との関わりに関するポジティブな感情」では，向
上群の全ての児童で記述がみられた。低下群では，
全ての対象児童が「ポジティブな内容」よりも「ネ
ガティブな内容」の方が多く，特に「六年生の困
難」についての記述が多かった。「ポジティブな
内容」の「白玉づくりに関するポジティブな感情」
や「六年生へのポジティブな感情」については，
低下群の全ての対象児童で記述がなかった。

次に，中カテゴリーごとの向上群と低下群の記
述の違いについて比較する。
1）ポジティブな内容
①一年生との関わりへの工夫
５つの小カテゴリーからなっている。向上群で
は小カテゴリーに示すように多様な記述が見られ
た。一年生の特性を考え，声掛け行動を工夫する
様子がうかがえる。しかし，低下群では，向上群
のような多様な工夫が見られなかった。
②白玉づくりに関するポジティブな感情
すべての向上群において見られたが低下群には

Table4　対象児童の中カテゴリーの比較

大 中カテゴリー 向上群 低下群
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
内
容

一年生との関わりへの
工夫 3 3 1 0 1 1

白玉づくりに関するポ
ジティブな感情 1 1 2 0 0 0

一年生へのポジティブ
な感情 0 0 1 2 0 1

六年生へのポジティブ
な感情 0 2 1 0 0 0

一年生との関わりに関
するポジティブな感情 1 1 1 0 0 0

大カテゴリー『ポジ
ティブな内容』合計 5 7 6 2 1 2

ネ
ガ
テ
ィ
ブ

一年生の困難 1 2 0 0 0 0

六年生の困難 1 1 2 8 4 7

大カテゴリー『ネガ
ティブな内容』合計 2 3 2 8 4 7

※数字は，対象児童のナラティブによるそれぞれの文章数を示す。
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Table3　向上群・低下群のナラティブ

大 中 小 向上群 低下群
児童 具体的な記述例 児童 具体的な記述例

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
内
容

一年生と
の関わり
への工夫

六年生間での分
担の工夫

Ａ
Ｂ

六年生で分担を決め，一年生を集めて
相手をする人と主に白玉づくりを進行
させる人に分けました。（向上群Ａ）

一年生への声掛
けの工夫

Ａ
Ｂ

私も一年生に伝わるように一生懸命説
明しました。（向上群Ｂ）

一年生への行動
で見本を見せる
工夫

Ｂ
丸める時は先にお手本見せたので素早
くたくさん作ることができました。（向
上群Ｂ）

一年生の参加へ
の工夫 Ａ もちろん一年生にも混ぜてこねてもら

いました。（向上群Ａ）

一年生を優先す
る行動 Ｃ

一年生がどうしても最初にやりたいと
いうので一年生がやることになりまし
た。（向上群Ｃ）

Ｅ
Ｆ

ですがまあ六年生なのでそ
こはがまんして頑張りまし
た。（低下群Ｅ）

白玉づくりに関するポジ
ティブな感情

Ａ
Ｂ
Ｃ

結局その後は無事に白玉作りを終え美
味しい白玉を作ることができました。
（向上群Ａ）

一年生へ
の ポ ジ
ティブな
感情

一年生の行動へ
の肯定的な気持
ちの変化

Ｃ
一年生と一緒に調理をするのであまり
うまくできないと思っていたのですが
とても美味しくできたので良かったで
す。（向上群Ｃ）

一年生の言動へ
の肯定的な感情

Ｄ
Ｆ

一年生に楽しかったと言っ
てもらってすごく嬉しかっ
たです。（低下群Ｆ）

六年生へのポジティブな感
情

Ｂ
Ｃ

私が焦っていると同じ班の人が私が一
年生の手を洗わせてくるねと言ってく
れたので落ち着きました。（向上群Ｂ）

一年生との関わりに関する
ポジティブな感情

Ａ
Ｂ
Ｃ

いろいろと問題が起こったけれど一年
生はみんなおいしかったし楽しかった
と言ってくれてうれしかったしよかっ
たです。（向上群Ａ）

ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
内
容

一年生の困難 Ａ
Ｂ

一年生は多分食堂に来たことがなくて，
石けんの位置が分からなかったり，手
を拭くハンカチがないなど初めからド
タバタしてしまい六年生もバタバタし
てしまいました。（向上群Ａ）

六年生の
困難

一年生の行動を
困難に感じた経
験

Ａ
Ｃ

一年生が私の分だけ少ないとか○○君
の方が多いとかを言い出して収拾がつ
かなくなったのです！（向上群Ａ）

Ｄ
Ｅ
Ｆ

最初から一年生はすぐにけ
んかしたり争いあったりし
ているのを止めていたらも
う開始１分で疲れました。
（低下群Ｅ）

一年生の行動に
よる不快感 Ｄ

その一年生がこねた白玉を
見てぞっとした。（低下群
Ｄ）

一年生との関わ
りへの反省

Ｄ
Ｅ
Ｆ

もっと一年生に寄りそい工
夫をこらして，六年生と一
年生で一緒になんとか白玉
を作って，トッピングも一
緒にやりたかったと思った。
（低下群Ｄ）
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見られなかった。白玉づくりの成功や，一年生と
の関わりへのポジティブな感情を示していた。
③一年生へのポジティブな感情
２つの小カテゴリーからなっている。向上群は，

「一年生の行動への肯定的な気持ちの変化」につ
いて，低下群では，「一年生の言動への肯定的な
感情」について記述していた。低下群の児童も，
一年生の素直な行動を肯定的に受け止めていた。
④六年生へのポジティブな感情
向上群にのみ見られ，班員と協力したことで気

持ちの余裕が生まれたことや，班員の関わり方に
感謝していることが書かれていた。
⑤一年生との関わりに関するポジティブな感情
全ての向上群の児童で記述されており，一年生

との関わりを肯定的に捉えていた。
2）ネガティブな内容

①一年生の困難
向上群にのみ見られ，すべての児童が記述して

いた。一年生の大変さへの共感がうかがえる。
②六年生の困難
３つの小カテゴリーからなっている。すべての

低下群の児童が記述している。「一年生の行動を
困難に感じた経験」では，向上群と低下群の両群
見られたが，低下群で特に多く見られた。「一年
生との関わりへの反省」は低下群に見られ，振り
返って反省する姿が読み取れた。
3）まとめ
総じて「ポジティブな感情」についての記述が

向上群で多く見られた。さらに，「困難」につい
ては，向上群では一年生の，低下群では六年生の
困難に着目することが多かった。
特に，対象児童Ａ（向上群）と対象児童Ｅ（低

下群）は同じ班であったため，同様の経験をした
と考えられるが，受け取り方は異なっていた
（Table3）。対象児童Ａ（向上群）は，一年生の行
動に困難さを感じつつも，一年生の行動の背景に
は不慣れさや未熟さがあることに気付くことがで
きていた。一方の対象児童Ｅ（低下群）は，一年
生の行動に困難さを感じ，一年生の行動の背景に
気付くことはできていなかった。

（2）行動分析
行動分析では向上群の児童がどのような行動を
したのかといった「行動面」に着目した。向上群
の２名（Fig.1の対象児童Ｂ・Ｃ）を対象とする。
対象児童Ｂ・ＣともにFig.1に示すように，学習
前は共感的応答性が高くはなかった。特に，対象
児童Ｃは他の児童と比べても低かった。
各調理工程の合計時間に対する一年生との関わ
りの見られる時間の割合（％）をFig.2に示す。

対象児童Ｂでは，「丸める」「ゆでる」の工程が
二回繰り返されていたため，「丸める」「ゆでる」
においてはそれぞれの平均値を示した（以下同様）。
対象児童ＢとＣで共通して，「こねる」「丸める」
の段階で最も一年生との関わりが多く，「ゆでる」
「片付ける」の段階で，関わりがほとんど見られ
なくなった。
対象児童ＢとＣでは，違いが見られたのは「準
備」の段階であった。対象児童Ｂは，「準備」の
段階で関わりが多く，グループでリーダーとして
全体に説明をする機会が多かった。一方，対象児
童Ｃは「準備」で関わりが少なかったが，「こねる」
「丸める」では関わりが増加した。
さらに，関わり方の種類に着目して，各調理工
程の合計時間に対する一年生との関わり種類別の
割合（％）をTable5に示した。
対象児童Ｂでは対象児童Ｃに比べ，「教えるた
めに話しかけている」が見られた。対象児童Ｂは，
接触なしと接触ありを合わせると「準備」で51％，
「こねる」で36％，「丸める」で76％であったが，

※ 各調理工程の合計時間に対する一年生との関わりの見られる
時間の割合（％）を示す。

Fig.2　一年生との関わり有りの割合
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対象児童Ｃではほとんど見られなかった。
対象児童Ｃは，対象児童Ｂと異なり，「準備」

の段階での関わりは少なく，「見つめている（発
言なし）」が11％で最も多かった。「こねる」では
「器具を一緒に使用（発言なし）」が14％，「器具
を使って教えている（接触あり）」が17％であり，
器具を使った関わりが増加した。泡だて器とボウ
ルを使って白玉粉をこねる際に，一年生のエプロ
ンの袖をまくってあげたり，手で支えたりする様
子が見られた。
次に，各調理工程の合計時間に対する会話内容

の種類別登場回数（回）をTable6に示した。対
象児童Ｂ・Ｃともに「丸める」においても会話が
見られたが，ビデオカメラの位置が遠く会話内容
を特定することができなかったため，会話内容が
特定できた「準備」「こねる」の工程のみを示す。
対象児童Ｂは，「準備」段階で会話が多く，種

類は，「説明」が多かった。「こねる」段階でも，「説
明」が最も多く，一年生が取り合いを起こすと「案

の提示」「注意」も見られた。
対象児童Ｃは，対象児童Ｂと異なり，「説明」
は見られず，「問いかけ」「案の提示」「承認・同意」
「オウム返し」「注意」が見られた。特に「準備」「こ
ねる」の両方の段階で，「注意」が多く見られた。「準
備」の段階では，走りだそうとする一年生を落ち
着かせたり，なだめたりする様子が見られた。
「こねる」の段階では，白玉粉をこねている一

Table5　一年生との関わり方
Ｂ Ｃ

準備 こねる 丸める ゆでる 片づける 食事する 準備 こねる 丸める ゆでる 片づける 準備
関わりなし 16 9 21 86 90 100 81 14 53 96 100 100

見つめている
（発言なし） 11 21 0 0 0 0 11 24 0 0 0 0

器具を一緒に使用
（発言なし） 5 0 0 0 6 0 0 14 33 0 0 0

接触している
（発言なし） 16 0 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0

話しかけている
（接触なし） 0 3 0 2 1 0 1 10 7 2 0 0

話しかけている
（接触あり） 0 0 0 0 3 0 1 2 0 0 0 0

教えるために話しか
けている（接触なし） 44 9 0 0 0 0 3 7 0 0 0 0

教えるために話しか
けている（接触あり） 7 27 76 0 0 0 0 0 0 0 0 0

器具をつかって教え
ている（接触なし） 0 24 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0

器具を使って教えて
いる（接触あり） 2 6 0 0 0 0 0 17 0 0 0 0

話しかけられている
（接触なし） 0 0 0 5 0 0 3 0 0 2 0 0

話しかけられている
（接触あり） 0 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0

判別不可 0 0 0 7 0 0 0 0 7 0 0 0

※各調理工程の合計時間に対する一年生との関わり種類別の割合（％）を示す。

Table6　一年生への会話内容の種類
Ｂ Ｃ

準備 こねる 準備 こねる
承認・同意　例）いいね 0 0 0 3

確認　例）合っているよね？ 3 0 0 0

否定　例）違うよ 0 0 0 0

問いかけ　例）やってみる？ 0 0 2 1

案の提示　例）こうしようよ 0 2 1 3

オウム返し　例）くり返し 0 0 2 0

説明　例）次はこれをします 28 11 0 0

注意　例）ダメだよ 0 1 5 4

※ 各調理工程の合計時間に対する会話内容の種類別登場回数（回）を
示す。
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年生に「粉が飛び出さないように気を付けてね。」
と声をかけていた。
このように，対象児童Ｂは，一年生に対して作

り方を「説明」したり教えたりする「指導者」と
しての関わりが見られたが，対象児童Ｃは一年生
が困っている様子に気付くと手を差し伸べたり
「注意」の声掛けをする「支援者」としての関わ
りが見られた。

（3）ナラティブ分析と行動分析の関連
対象児童Ｂ・Ｃの行動分析の結果とナラティブ

の結果の関連について分析する。
対象児童Ｂのナラティブの記述では，「私も一

年生に伝わるように一生懸命説明しました。」と
あり，「説明」を中心に積極的に関わっていたこ
とが分かる。さらに，「私が焦っていると同じ班
の人が私が一年生の手を洗わせてくるねと言って
くれたので落ち着きました。」と班員の協力への
肯定的な気持ちが書かれていた。リーダーとして
班を率いる難しさを感じつつも，班員との協力を
肯定的に捉えていたことが分かる。関わりが見ら
れなかった「ゆでる」の段階については，「ゆで
るときは一年生を見守る人と火を見る人で別れた
ので安全に行うことができました。」と記述して
おり，対象児童が「ゆでる」の段階に一年生と関
わることは少なかったが，一年生との関わりを分
担していたことが読み取れる。
一方，対象児童Ｃは「準備」段階では消極的で

あったが，「こねる」段階から関わりが急増した。
「準備」段階についてナラティブの記述では，「僕
はあまり一年生と話すのが得意ではないし風邪で
休んでいてリハーサルができずにいたので緊張し
ました。」と，一年生との関わりの不安について
記述していた。始めは一年生との関わりに難しさ
を感じていたものの，「こねる」段階では器具を
介した活動を通じて関わりが促進されたことが分
かる。さらに，「僕のいる班の班長が何とか一年
生をなだめてくれたので助かりました。」と班員
の協力への肯定的な気持ちについて書かれていた。
このように，ナラティブ分析と行動分析の関連

を見ることで，児童が何を「意識」し，そのよう
な「行動」を取っていたのかが見えてくる。対象
児童Ｂ・Ｃともに，関わりへの不安や難しさを感
じつつも，班員と協力しながら自分の役割を全う
しようと努めていたことがうかがえる。

４．考察

（1）低学年児童との交流活動での体験について
ナラティブ分析では，向上群・低下群の児童が
一年生との交流をどのように捉えたのかといった
「意識面」について明らかにしてきた。同じ経験
であっても，低下群は経験をネガティブに，向上
群は経験をポジティブに捉える可能性が示唆され
た。低下群は，六年生の「困難」に，向上群は，
低学年児童の「困難」に目を向けていた。向上群
の児童は，異年齢の他者の立場に立ち，相手の目
線で考えて関わっていることがうかがえる。これ
らの結果から，向上群は一年生の困難感に気付い
ていたことが分かる。
行動分析では，向上群の「行動面」に着目した。
対象児童Ｂは，一年生に対して作り方を教えたり，
説明したりする「指導者」としての関わりが見ら
れた。対象児童Ｃは一年生が困っている様子に気
付くと，「注意」の声掛けをしたり，手を差し伸
べたりする「支援者」としての関わりが見られた。
対象児童Ｂ・Ｃはともに向上群であったが，関わ
り方が異なった。しかし，対象児童Ｂ・Ｃともに，
低学年児童が困っているときに，教えてあげたり
手を差し伸べてあげたりしていたことは共通して
いた。向上群の児童は，低学年児童の困難感に気
付いているだけではなく，実際に困っている状況
に寄り添う関わりをしていたことが考えられる。
上記の考察を踏まえ，共感的応答性が向上する
関わりとして，以下の二点にまとめる。
一点目は，低学年児童の困難感に気付くこと，
つまり「共感」することである。向上群では，低
下群と異なり，低学年児童の「困難感」に目を向
けることができていた。低学年児童の行動の背景
にある発達的な未熟さや葛藤に気付くことで，低
学年児童を「困った子」として捉えるのではなく，
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「困っている子」であると認識していた。
二点目は，低学年児童の困難感に寄り添うこと，

つまり「応答」することである。向上群では，関
わり方は異なっていたものの，低学年児童の「困
難感」に対して自分にできることを考え，関わり
を工夫することができていた。

（2）共感的応答性が向上する授業への示唆
上記の共感的応答性が向上する関わりの特徴を

踏まえ，共感的応答性が向上する授業について考
察する。
一点目に挙げられた『低学年児童の困難感に気

付くこと，つまり「共感」すること』を促すため
には，一年生の実態を理解し，受容する必要があ
る。具体的には，事前学習の際に，低学年児童の
世界を思い出し共感し理解するための教材の一つ
として，絵本が考えられる。例えば，低学年児童
を主人公にしている絵本を読むことで，「扱いづ
らさ」と「好ましさ」の両面を持つ低学年児童に
共感し，受け入れることが期待できる。少子化の
進む現代において，全ての児童が低年齢児と日常
的に関わることは難しいため，絵本教材を利用し，
低学年児童の困難感を実感することが有効である
と考えられる。
二点目に挙げられた『低学年児童の困難感に寄

り添うこと，つまり「応答」すること』を促すた
めには，一年生の行動を予め想定しておき，関わ
り方を考えておく必要がある。低学年児童が何に
困難を感じるかを予測し，どう関わればよいかを
考えておくためには，綿密な計画をしておくこと
が必要である。調理の手順ごとに一年生に配慮す
ることを考えることで，一年生の姿を想像し，一
年生との関わりを工夫する機会にもなると考えら
れる。
さらに，向上群の児童であっても，調理工程に

よって関わりに違いがあることが分かった。対象
児童Ｂ・Ｃともに，一年生にとって難易度が高く，
六年生の支援が必要であった「こねる」工程で最
も関わりが多かった。一方，関わりの少なかった
「ゆでる」「片づける」については，一年生にとっ

て危険な工程であることや，やや退屈な工程であ
ることから，「六年生がやってあげる」という思
いがあったことが推測できる。そのため，全ての
児童が関わりやすくするために，調理器具や調理
方法が多様な実習内容に変更することも有効であ
ると考えられる。
また，向上群の二名の児童が班員との協力への
肯定的な気持ちをナラティブに記していたことか
ら，協働的な学習環境が共感的応答性の形成を支
える可能性がうかがえる。

５．今後の課題

（1）小学校家庭科「地域学習」としての授業デ
ザイン
本研究では，地域学習の授業デザインに資する
基礎的知見を得るための第一段階として，低学年
児童との交流場面に着目し，授業実践を行った。
結果，先述したように，共感的応答性が向上する
関わりの特徴を明らかにすることができ，共感的
応答性が向上する授業への示唆を得た。一方で，
本研究においては単元全体の学びや，低学年児童
との交流で得られた学びが，地域の人々との関わ
りを考える場面でどのように生かされるのかにつ
いては明らかにできていない。
そこで，今後は，本研究で得られた共感的応答
性が向上する授業への示唆を基に，低学年児童と
の交流場面以外の授業全体を通して，共感的応答
性がどのように構築されていくのかについて分析
するとともに，低学年児童との交流から，「地域
の人との関わり」に学びを生かすことができるの
かについて明らかにする必要があるといえる。

（2）低下群の行動について
本研究では向上群と低下群の意識の違いや，向
上群がどのような行動をしたのかを明らかにした。
向上群の児童は，共感的応答性が学習前に各クラ
スで最も低かった児童であったため，学習前から
その変化が予測でき，ビデオカメラによる行動記
録が可能であった。一方で，低下群については，
事前調査の時点で予測をつけることは難しかった
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ため，共感的応答性が低下した児童がどのような
行動をしたのかについては明らかにできていない。
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Abstract

The purpose of this study was to compare the experiences of elementary school children in home 

economics “community studies” classes who developed sympathetic responsiveness (SR) through 

interactive activities with younger elementary school children, with those who did not. Six students 

showing significant changes in SR after the interaction were analyzed through behavioral records and 

post-activity narratives. Narrative analysis revealed that children whose SR improved perceived the 

experience more positively. Behavioral analysis further identified a characteristic of children whose SR 

improved: they “noticed the younger children’s difficulties and engaged in interactions that showed SR 

towards those difficulties.” A key future challenge is to develop lessons that enable all children to enhance 

their SR.

Key words; home economics, community studies, elementary school, sympathetic 

responsiveness
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【趣旨】
AIやロボットと共に生活する時代ともいえる現代
社会では，ウェルビーイングの実現が重要視され，一
人ひとりが実感できる生活の質の在り方が問い直され
ている。本シンポジウムでは，子どもたちの生活にお
けるウェルビーイングを支える家庭科教育の今後を考
えるにあたり，授業の中で，また子どもたちと関わる
中で，AIやデジタル化とどのように向き合っていく
かも含めて，改めて家庭科教育が担う資質・能力の育
成の追究をテーマとし企画されたものであった。具体
的には，西岡加名恵氏から，氏が取り組んでおられる
「『生きる』教育」プロジェクトと家庭科教育が担う使
命との親和性について，基調講演をいただいた。当該
プロジェクトは，子どもたちにとって一番身近であり，
心の傷に直結しやすいテーマをも授業の舞台にのせ，
社会問題として捉えなおすとともに，授業の力で子ど
もたち相互にエンパワメントを生み出し，個のレジリ
エンスへつなげることをめざすものである。このよう
な視点による授業実践を家庭科において展開すること
は，AI時代における教科の使命を果たす一助になる
と考えられる。AI社会で求められる情報教育の必要
性とともに，身近な人やものと直接触れ合い，体験を
通じて自身の価値観を育む家庭科教育の役割は極めて
大きいと考えられる。講演後には，岸田蘭子氏および
尾島恭子氏による指定報告と，三氏によるパネルディ
スカッションが執り行われ，教育課程の在り方や家庭
科の本質，そして家庭科教育が担うべき資質・能力を

学会記事

再考する貴重な機会となった。
（佐藤ゆかり）

【基調講演】
自分と相手を大切にする方法を学ぶ「『生きる』
教育」

西岡加名恵
生成AIの登場により，人間の知の在り方，ひいて

は教育の在り方が問われている。しかしながら，生成
AIは，統計的予測に基づき，もっともらしいテキス
ト等を出力するものにすぎず，意味を理解しているも
のではない。また，人生において直面するリアルな問
題に関して，適切な価値判断を行いつつ解決できるも
のでもない。そこで，AIの時代においても，人間が
どのように生きるのかについては，これまで同様に，
人間ならではの価値判断を行っていくことが求められ
ている。
本基調講演では，人としての「生き方」を扱う教育

プログラムの一例として，大阪市立生野南小学校で誕
生した「『生きる』教育」プロジェクトを紹介した。
「『生きる』教育」とは，子どもたちが直面する「人
生の困難」を解決するために必要な知識を習得し，友
だちと真剣に話し合うことで安全な価値観を育むこと
をめざす教育である。子どもたちにとって一番身近で
あり，心の傷に直結しやすいテーマをも授業の舞台に
のせ，社会問題として捉えなおすとともに，授業の力
で子どもたち相互にエンパワメントを生み出し，個の

日本家庭科教育学会　2025年度例会報告

シンポジウム
AIの時代と家庭科

―家庭科教育が担う資質・能力の再考―
基調講演者：西岡加名恵氏（京都大学教授）
指定報告者：岸田蘭子氏（滋賀大学教授）　尾島恭子氏（金沢大学教授）
パネルディスカッション：西岡加名恵氏　岸田蘭子氏　尾島恭子氏
コーディネーター：佐藤ゆかり氏（上越教育大学教授）
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レジリエンスへつなげることがめざされている（大久
保真紀・西岡加名恵・今垣清彦・木村幹彦編著『「生
きる」教育で変わる未来』日本標準，2025年参照）。
生野南小学校は，約１割の子どもたちが児童養護施
設から通ってくるという状況にあり，2010年当時は，
子どもたちの暴力や暴言などの深刻な「荒れ」に直面
していた。これは，子どもたちのトラウマやアタッチ
メント形成不全がもたらした問題だったと考えられる。
しかし，その後，一貫性のある規律の指導と子ども
たちに活躍の場を提供する生活指導，系統的で多彩な
人権教育，国語科を中心として学力保障を目指す教科
指導など様々取り組みによって，「荒れ」は克服され
ていった。さらに，当校の先生方が，臨床心理学や社
会福祉学などの知見を学び，子どもたちのトラウマに
アプローチしようと，2016年度から開発し始めたのが
「『生きる』教育」である。2018年度以降は，子どもた
ちの進学先である田島中学校でも，実践されている。
小学校１・５・６年生では，「虐待予防教育」が取
り組まれている。たとえば１年生では，「安全」「安心」
「清潔」とはどのような状態なのかを学ぶとともに，「プ
ライベートゾーン」は「見ない」「見せない」「さわら
ない」「さわらせない」という「お約束」を学ぶ。さ
らに，その「お約束」が守られていない場合を見分け
るワークに取り組み，困ったときに相談できる人や場
所を確認する。児童養護施設も，子どもたちを守る施
設なのだと教えられている。
２年生から４年生にかけては，「ライフストーリー

ワークの視点を取り入れた教育――治療的教育」に取
り組む。「ライフストーリーワーク」とは，「子どもの
日々の生活やさまざまな思いに光を当て，自分は自分
であっていいということを確かめること，自分の生い
立ちや家族との関係を整理し（空白を埋め，輪郭をつ
かむ），過去－現在－未来をつなぎ，前向きに生きて
いけるよう支援する取り組み」である（才村眞理・大
阪ライフストーリー研究会編『今から学ぼう！　ライ
フストーリーワーク』福村出版，2016年，p.8）。たと
えば３年生では，「子どもの権利条約」について詳し
く学ぶ。具体的な事例の検討を通して，権利が守られ
ていない場合には，自分たちでできる解決策に取り組
むとともに，自分たちだけでは解決できない場合に大
人に助けを求めることが大切だということが伝えられ

る。
中学校でも，トラウマやアタッチメント，デート

DV，子どもの権利などが教えられている。
家庭科教育の目標と照らせば，「『生きる』教育」を

家庭科に位置づけることは十分に考えられるだろう。
「『生きる』教育」で扱われている内容の一部は，家庭
科の中で既に扱われてきたものである。ただし，教科
教育に「『生きる』教育」を位置づけると，成績づけ
の対象になってしまうことで，子どもたちの自由な価
値判断が阻害される危惧がある。

【指定報告１】
子どもは“何を”“どう学びたい”と思っているのか

岸田　蘭子
筆者は，長年学校現場で家庭科の授業を中心に実践

研究に携わってきた立場から今回のテーマを捉えたと
きに，学び手である子どもの目線を忘れてはならない
と考えた。
「子どもは家庭科が大好きな教科である」という言
説を前提にこれまでいろいろな方面に発信してきてい
たが，ここ数年さまざまな調査の結果からそんな悠長
なことは言っていられないという現実を受け止めてお
かなければならない。好きな教科でもなければ嫌いな
教科にもあがってこない。さらに実習や実験などの実
践的で体験的な学習活動は好きであるが，生活をより
よくすることについて自分で考えたり工夫したりする
ことが好きには結びついていない。私たちは本当に子
どもの思いに寄り添った活動を保障し，考えたり工夫
したりすることが楽しいと思える授業が実現できてい
るのだろうか。学び手の「好き」を「学ぶ意味」に変
える，すなわち“なぜ学ぶのか”を納得することが子ど
もに意欲をもたらし，生活に生かそうとする行動力へ
と導くことができるからである。家庭科を学ぶ意味を
手がかりにして真正の家庭科の学びについて考えてみ
たい。学習体験や教材の価値が分かれば子ども自身が
学びを紡ぎながら成長していく。子どもは心に火が付
けば納得できるものを見つけ出そうとする。そして，
子どもは決して出来栄えのよさだけに価値を見出して
いるわけではなく，学ぶ意味を探しながら学習してい
ることを見逃してはならない。
家庭科は「普遍的な科学知」と「調和的な生活知」
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を往還しながら実践的な体験や経験を通して気づいた
り認識することで学ぶ意味を見出しているのではない
だろうか。さらに家庭科を学ぶ意味をHI（人智）と
AIとの対話がもたらす架橋により補完的な強みを活
用して授業づくりを行っていくことが求められていく
だろう。本当に子どもたちが学びたい学習を実現する
ために，今一度家庭科の教科観や授業観をしっかり持
ち，公教育として“家庭科”を学ぶ意味を問うことを教
師自身の課題として実践していくことが重要なことで
あると言えよう。

【指定報告２】
家庭科で扱う生活価値

尾島　恭子
家庭科の学習指導要領には，校種を問わず「よりよ
い生活（社会）」の実現を目指すことが柱書に明記さ
れていることは周知の通りである。今回は，家庭科の
背景学問である家政学の視点から，改めて「よりよい
生活」を考察するための話題提供をしたい。
「よりよい生活」を問うことは，生活観・生活倫理・
人生観を問うことであり，生活をどのように捉え，何
に価値を置くのかという根本的な問題である。1984年
の家政学将来構想や2012年の家政学ガイドラインにあ
る家政学の定義では，「生活の向上」「質の高い生活」
といった語が用いられており，家政学が長年にわたり
生活価値の探究を重視してきたことは明らかである。
まず，生活価値に関する研究動向を概観するため，

CiNii Researchで「生活価値」をキーワードに検索し，
10年ごとの論文数を確認した。その結果，1990年から
の20年間が最も数が多く，その後は落ち着きを見せて
いた。この時期は，バブル崩壊，少子高齢化の進行，
環境問題への危機感の高まりなど，将来への不安が強
まる中で，生活における価値観が社会的に問い直され
た時代であったといえる。一方で，「価値観」という
語で検索すると，論文数は現在まで増加し続けている。
つまり，人々がどのような価値を持ち，どのような生
活を望むのかについては，問われ続け，研究され続け
ているテーマであることがうかがえる。
では，AI時代における生活価値をどのように捉え

るべきだろうか。近年の調査結果からは，日本人の価
値観において，かつて最も重視されていた「家族のつ

ながり」が低下し，「多様性」が重視される傾向が強
まっていることが確認できる。またAIに対する認識
は二分しており，生活の質向上への期待と，意思決定
への影響や急速な進化への不安とが共存している。さ
らに，10代の約３割が「AIに恋人を求めてもよい」
と回答した調査もあり，価値観の多様化はますます顕
著になりつつある。
このような時代において，家庭科には，個人と社会

の双方に望ましい生活を主体的に考える力，すなわち
生活価値を押し付けるのではなく，自ら考え選ぶ力を
育成する役割が，これまで以上に求められる。それを
いかに具現化していくのかを，皆様と共に考えたい。

【パネルディスカッション】
基調講演および指定報告に続き，パネルディスカッ

ションが行われた。討論は，「『生きる』教育」と，既
存の家庭科教育が担ってきた内容との共通点および相
違点は何かという問いから開始された。
本ディスカッションでは，西岡氏，岸田氏，尾島氏

の三氏により，「『生きる』教育」と家庭科教育の構造
的・本質的な関係性が議論された。
三氏は，両教育が自立と共生といった同様の目標に

むかう教育であるととらえており，その共通点は以下
の三点に集約された。第一は，生活に根ざした実践的
学びである。抽象的な知識の習得だけでなく，実生活
に直結した具体的な学びを共に重視する。AIが提供
する知識に依存せず，自らの意思で生活を構築する主
体的な実践力の育成を目標としている。第二は，価値
観の変容と対話の重視である。「自分にとっての当た
り前」を他者との対話を通じて問い直し，既存の価値
観を相対化するプロセスを共有し，自分自身の生活に
関する価値観を再構築していくといった学びを重視し
ている。第三は，時間軸を持った探究構造をもつこと
である。現在を見つめ，過去を確認し，未来について
考えるという時間軸の中で，より良い生き方を模索す
る思考の枠組みを共に持っている。
共通点が多い一方で，教科という枠組みを持つ家庭

科と，教科ではない「『生きる』教育」の間には，実
践上の明確な路線の違いがあり，両教育の相違点は，
特に評価の性質と教科の専門性を視点として，以下の
三点に集約された。第一は評価の目的と対象である。
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「『生きる』教育」が本音を出せる安心感を基盤として，
長期的な視点で内発的な人権意識や生活価値の変容を
見守る教師の願いの教育ともいえ，成績づけを排除す
るのに対して，家庭科は習得した知識や技能を自分自
身の生活に生かす力を保証する役割をも担うため，成
績評価が不可避である。第二は価値形成と評価につい
てである。家庭科の評価では，個人の価値観そのもの
を採点するのではなく，それを導き出した論理的思考
力や多角的な視点を対象とする。価値観そのものは評
価できない。また，価値観を直接評価するというよう
なことをすれば，学習者が成績のために本音を隠す恐
れがあるため，認識の深化と価値形成を切り分ける工
夫が必要となる。第三は教科としてあることの意義で
ある。「『生きる』教育」が包括的な概念であるのに対
し，家庭科は生活を包括的に捉える視点を持つが，教
育としては包括的な位置をとるのではなく，あくまで
「教科」としての専門性を強調することが必要ではな
いかとの点である。それは，家庭科が，一教科の中で
包括的な教育を行えるという位置に立つのではなく，
一教科として教科横断的な学習に関わる。それは他の
教育の中に家庭科が吸収あるいは解消されていく形で
はなく，固有の専門領域をもつ教科であることを維持
する。そのこと自体が教科の存立意義だけでなく，教
育的効果を担保する上で重要であるのではないか。
こうした議論を受け，参加者から「科学知と生活知
の関係性」や「科学知と生活知の往還」をどのように
捉えるべきかという質問が出された。
これに対し，登壇者からは次のような見解が示され
た。第一は，知の往還である。AIに代表される科学
知は広範な情報収集に強みを持つが，人間の生活知は
体験や感性を通じた記号接地を担う。科学的知見を学

びつつ，それを絶えず自身の生活に引き寄せて考える
往還のプロセスに家庭科の独自性がある。第二は生活
知による包摂である。科学知，つまり，科学的な正解
が必ずしも生活における正解ではない。生活知という
大きな枠組みの中に科学知を位置づけ，エビデンスを
知った上で自分はどう生きるかを自律的な根拠に基づ
き判断する。この正解のない選択を認める柔軟性こそ
が家庭科の本質である。また，「『生きる』教育」にお
いては，各知見を基軸としつつも，それが学習者の個
別具体的な生活場面とどう結びついているかを重視す
る。ワーク等を通じて，似たテーマやメッセージを内
包したカリキュラムを積み重ねていくことで，子ども
たちは生活に根ざした価値観を自然と内面化していく
ものと考えると説明された。
シンポジウムのまとめとして，各登壇者から家庭科

教育に対する提言が述べられた。尾島氏は生成AIの
回答を鵜呑みにせず，その妥当性を人間同士で検討し
直す対話の質的向上と，教科の有用性を社会へ発信す
る必要性を，岸田氏は，個々の安心できる生活基盤を
前提とした上で，思考にとどまらず自らの生活をより
良く変えていく実行力・実践力の育成こそが，未来を
創る力になると話された。西岡氏は，AIに欠けてい
る身体性に着目し，衣食住の教育を通じて，「本物の
生活の肌触り」を伝える重要性を指摘し，心の健康の
基盤となる身体を支える教育としての家庭科への期待
を述べた。

AIが普及する今こそ，身体的な実感や深い対話を
軸に，科学知を実生活に結びつけて人間ならではの生
活の営み，そして，自分自身で生活を営む力を育む家
庭科の役割は，唯一無二であると結論づけられ，有意
義なシンポジウムが閉じられた。 （佐藤ゆかり）
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日本家庭科教育学会　第69回大会のお知らせ
１．大会概要
●期　　　日	 2026年７月４日（土）～　７月５日（日）
●開 催 方 法 オンライン開催（https：//pub.confit.atlas.jp/ja/event/jahee69）
●実行委員長 福井　典代（鳴門教育大学）
●研 究 発 表 ７月４日（土）午前　　　７月５日（日）午前
●総　　　会 ７月４日（土）午後
●講演・シンポジウム　　７月４日（土）午後（予定）

テーマ　　「次期学習指導要領における新生家庭科を考える
―開かれた教育課程のなかで家庭科は何ができるか－」

基調講演：「次期学習指導要領の学力論と授業づくり－家庭科に期待すること―」
講師：奈須　正裕氏　（上智大学　教授，中央教育審議会教育課程部会長）

シンポジウム：
シンポジスト：奈須　正裕氏

池田理恵子氏（山梨県甲州市立塩山南小学校　教諭）
遠山麻依子氏（新潟県新潟市立光晴中学校　教諭）
中村　誉子氏（広島県教育委員会　指導主事）
志村　結美氏（山梨大学　教授）

コーディネーター：高木　幸子氏（日本家庭科教育学会副会長　元新潟大学）
●講演・実践報告・パネルディスカッション　　　７月５日（日）13：00～ 15：20（予定）

テーマ　「『主体的・対話的で深い学び』の実装に向けた概念型学習」
第Ⅰ部　（13：00～ 13：50）
講　演：「『深い学び』はどう生まれるのか　―　概念型学習の可能性」
講師： 秋吉梨恵子氏（リン・エリクソンとロイス・ラニングの「概念型のカリキュラムと指導」

公認トレーナー，国際バカロレア（IB）ワークショップリーダー）
第Ⅱ部　（14：00～ 15：20）
実践報告１：概念型学習による問いの生成を基盤とした学びの展開

―中学生の消費行動理解を促す授業実践―
藤原　美佳氏　（愛媛県上島町立弓削中学校家庭科教諭）

実践報告２：「技術・技能」の概念的理解を軸とした授業実践
―よりよい生活を創造する力を育むための学びの構築―
宮川　駿氏　（広島大学附属中・高等学校家庭科教諭）

パネルディスカッション（14：50～ 15：20）
「家庭科教育における概念型学習の可能性」
登壇者：秋吉梨恵子氏，藤原　美佳氏，宮川　駿氏

コーディネーター：竹下　浩子氏　（愛媛大学）

２．大会参加登録と諸費用
●参加登録期間：2026年５月18日（月）12：00～６月11日（木）12：00厳守
●参加登録サイト：https：//jahee.confit.atlas.jp/login
●大会参加費：会　員　6,000円　学生会員　　3,000円　賛助会員（展示有り，参加費１名分を含む）10,000円

非会員　7,000円　学生非会員　4,500円　賛助会員（展示無し）6,000円
※大会当日の申込はできません。参加登録サイトで参加登録を済ませてから，期日：6月11日（木）までに参加
費の納入をお済ませください。
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日本家庭科教育学会
2025年度　第２回常任理事会　議題
日　時：2026年２月15日（日）
　　　　９：30～ 11：45
場　所：オンライン会議

【審議事項】
１．2025年度第６回理事会（12月７日）議事録の承認
２．新入会員の承認
３．第69回大会について（事業）
４．３月セミナーの予算案について（研究推進）
５．学会誌投稿論文の査読手続等について（編集）
６．70周年記念報告書　特別委員会の設置について
７．その他

【審議事項】
１．IFHE評議員候補について

日本家庭科教育学会
2025年度　電磁的臨時理事会　議題
日　時：2025年12月25日（木）～

2026年１月６日（火）
場　所：メーリングリスト

【審議事項】
１．IFHE評議員追加候補について

日本家庭科教育学会
2025年度　電磁的臨時理事会　議題
日　時：2026年２月４日（水）～ 10日（火）
場　所：メーリングリスト

【審議事項】
１．日本家庭科教育学会理事選挙規定の改正
２．日本家庭科教育学会選挙管理委員会内規の改正

日本家庭科教育学会
2025年度　電磁的臨時理事会　議題
日　時：2026年２月15日（日）～ 22日（日）
場　所：メーリングリスト

【報告事項】
１．会長より：70周年記念特別研究について
２．各担当より
1）研究推進：2025年度セミナーについて
2）編集：学会誌の進捗状況について
3）渉外・広報：メルマガの発行について
4）庶務：2026年度年間計画について

３．家庭科関連団体担当より
1）生活やものづくりの学びネットワーク：
春の学習交流会の開催について

2）生活科学系コンソーシアム：博士論文発表会の
開催について

3）教科教育学コンソーシアム：同コンソーシアム
シンポジウム開催について

4）IFHE日本連絡会：日本家庭科教育学会選出の
IFHE評議員について

４．その他
電磁的臨時理事会の開催について
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2006年12月９日改正
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日本家庭科教育学会誌　投稿規定（Web投稿）

１　投稿者は，本学会の正会員，学生会員，海外会員に限る。
２　投稿論文の掲載の採否は，編集規定に基づいた査読により決定される。
３　1）　投稿論文の種別は〈研究論文〉と〈資料〉とし，本学会誌に掲載される前に学会誌・紀要等に発表

されていないものに限る。
2）　〈研究論文〉は新しい価値のある事実や結論を含み，家庭科教育および家政教育の向上と発展に資

するものとする。以下の種類の論文が該当する。
①　理論研究：家庭科教育に関する新たな理論を提示するもの。特定の領域に関するレビュー論文も

含む。
②　歴史研究：家庭科教育に関する歴史的資料（史料）を分析し，今後の家庭科教育が参考としうる

新たな知見を示すもの。
③　授業研究：授業実践を対象としたものであり，家庭科の教育実践に貢献できる問題提起または，

意義があるものとする。具体的には教材等の開発，授業の改善，教師の教育実践力の育成などに
関して科学的に探究し，新たな研究知見を示すことのできるもの。

④　調査研究：家庭科教育に資する調査を通して，教育的知見を示したもの。
⑤　その他：以上の①～④のいずれにも当てはまらないが，家庭科教育および家政教育の向上と発展

に資するもの。
なお，投稿者は，論文を投稿する際に，いずれの種類の論文であるのかを明記する。

3）　〈資料〉は，①調査結果・授業の内容構成・教材開発などについて，研究の基礎資料として紹介す
るもの，②歴史，文献等の紹介に重点を置いたもの，③家庭科教育，授業研究に対する問題の提起
や研究の萌芽的段階にあるもの，④新たな教育研究動向を紹介するものとする。

4）　投稿論文は，各１編として完結した内容・形式とする。続報は認められない。
5）　投稿論文は表，図，写真，英文抄録を含め，原則として刷り上がり８ページ以内とする。やむを得

ない場合も，12ページを超えてはならない。掲載料は，８ページまで20,000円，超過分は１ページ
当たり10,000円で著者負担とする。

6）　英文の投稿論文は，著者が英語を第一言語とする場合を除いて，あらかじめ専門家に校閲を受けた
後に投稿することとし，校閲記録を添付する。

４　1）　投稿論文は執筆要項にしたがって作成する。
2）　Web投稿審査システム
●　投稿はWeb投稿審査システム　Editorial Manager（https://www.editorialmanager.com/jjahee/

default.aspx）から行う。
●　英文抄録，和文抄録，本文，表，図，写真等を準備し，Web投稿時の画面に従ってシステム上に

アップロードしてPDFファイルを作成した後，PDF内容を確認の上，送信して投稿とする。
●　投稿原稿の受付年月日は，Web投稿画面での受付日とする。なお，投稿規定および執筆要項に著

しくはずれている場合は，返却修正を求め，Web再投稿画面での修正後の投稿原稿の受付日を受
付年月日とする。

５　本学会誌に掲載された論文の著作権は，日本家庭科教育学会に帰属する。したがって，本学会が必要と
する場合や外部から引用の申し込みがあったときは，本学会において検討のうえ，許可するものとする。
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ただし，著者は自著の引用を本学会の許可なしに行うことができる。
６　1）　編集委員会は，論文審査が終了し，掲載が確定したときには，「掲載通知書」を発行する。

2）　初校は著者が行う。ただし，校正は誤植および字句の誤りの訂正のみとし，校正段階での加除筆は
認めない。

3）　別刷を希望する場合は30部以上とし，実費で著者負担とする。

（附　　則）本規定は，2001年４月１日に改正し，2001年４月１日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本規定は，2002年８月９日に改正し，2002年３月９日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本規定は，2004年６月25日に改正し，2004年６月25日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本規定は，2009年７月１日に改正し，2009年７月１日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本規定は，2011年６月24日に改正し，2011年10月25日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本規定は，2016年７月８日に改正し，2016年７月11日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本規定は，2019年８月10日に改正し，2019年９月１日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本規定は，2023年２月19日に改正し，2023年４月１日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本規定は，2025年２月16日に改正し，2025年４月１日以降の投稿論文から適用する。
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日本家庭科教育学会誌　執筆要項（Web投稿）

執筆の形式　　１．原稿は以下に示すものを作成する。
1）英文抄録，2）和文抄録，3）本文，4）表，5）図，6）写真
２．和文による原稿は，原則としてワープロソフトを使って作成する。本文はＡ４判用紙（縦
置き）で横書きとして，上下各20ミリ，左右各60ミリの余白をとり，22字×40行で印刷する。
本文はこの原稿２枚で刷り上がり１ページ相当，別途，標題と英文抄録で１ページ相当と
して換算する。
３．英文による投稿原稿は，ワープロソフトを使って作成する。本文はＡ４判用紙（縦置き）
を使用し，上下各30ミリ，左右各20ミリの余白をとり，44行の設定で印刷する（書体は，
12ポイント・Times New Roman）。本文は原稿１枚で刷り上がり１ページに相当，別途，
標題と英文抄録で１ページ相当として換算する。
４．各ページ番号は下段余白の中央に記し，行数10・20・30・40の数字を左余白に記入する。
５．表，図，写真は掲載時の大きさを考え，枚数を考慮する。判読しにくいほど小さい表，図，
写真は掲載できないことがあるので留意する。また，文章量とのバランスも配慮する。

標　　　題　　１．和文の標題は，研究内容を具体的かつ的確に表すようにし，しかも簡潔に記載する。
「・・・・・に関する研究」「・・・・・の科学的研究」などとすることはできるだけ避け，
標題中に研究内容を的確に示すキーワードを含むように配慮する。
２．副題表記の際には．前後に「―」（ハイフン全角）を入れる。
３．投稿論文には，独立の完結した論文となるよう個別の標題をつけ，第１報・第２報のよ
うな形式をとらないこととする。
４．英文の標題において，「A Study of…」「Studies on…」「On the…」「About the…」「A 

Research on the…」等は不要である。
５．英文の標題と副標題の間の区切りは，コロン（：）を用いる。
６．英文の標題は，標題の頭文字と，冠詞および接続詞等を除く単語の頭文字は大文字で記
載する。

著者名と　　　１．著者が複数の場合には，当該研究や執筆に対して寄与するところの多い者を，必要最小
限に記載し，他に何らかの寄与があった人には，「付記」で謝意を示す。
２．著者名は，姓・名を略さずに記載する。ローマ字つづりは，姓のすべてと名の頭文字を
大文字で記載する。
３．所属機関名は，当該機関の正式名称とする。所在地は，郵便番号，番地等を略さずに記
載する。
４．著者が複数で所属機関が異なる場合は，著者名の右肩に＊，＊２，＊３，＊４などをつけて
所属を区別し，所属機関名と対応させる。

英文抄録　　　１．〈研究論文〉には200語程度，〈資料〉には100語程度の英文抄録をつける。
２．英文抄録は，一人称を使わず，客観的に書く。標題の内容の繰り返しや常識的な内容は
避け，論文の内容を重点的にとりあげ（目的，方法，結果など），簡潔で明確な表現とする。

和文抄録　　　１．〈研究論文〉には600字程度，〈資料〉には400字程度の和文抄録を添える。なお，この和
文抄録は学会誌には掲載されない。

所属機関名
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２．著者全員が日本語を第一言語としない場合は，和文抄録を省略することができる。
本　　　文　　１．本文は，標題，目的，方法，結果，考察，要約，引用文献，参考文献などの区分を設け

て記載することを原則とするが，内容に応じて，別の区分を用いることができる。なお，
本文中の見出しは，大見出し１．２．，　中見出し（1），（2），小見出し1），2）のようにする。
２．原稿は，原則として，常用漢字，現代かなづかいを用いる。

表，図，写真　　１．表，図，写真は，本文とは別に１葉１点として作成し，表，図，写真別に本文に出てく
る順の通し番号をつける。作成にあたり，図表は表計算ソフトやワープロソフト，プレゼ
ンテーションソフト等を使用し電子データで作成する。
２．表の題名は表の上部に，図，写真の題名は図，写真の下部に書く。表，図中の文字は英
文にしてもよい。
３．本文中の表，図，写真の挿入箇所については，図１，表１などの文字を赤字にし，挿入
する箇所に明記する。
４．表，図を他の著作物から転載・引用する場合は，必ず出典を表，図の下に明示する。な
お，必要に応じて，原著作者または著作権所有者から使用許可を得ておく。
５．同一データを表と図で重複させない。
６．編集上の関係から，文章，表，図について多少の修正を求める場合がある。

付記，脚注，　１．付記をつける場合は以下の通り。
1）　研究助成や謝辞等の追記は「付記」という見出しに統一し，「謝辞」等の他の見出し
は用いない。
2）　「付記」の中に研究助成や謝辞を含める場合は，論文が採択された後，最終稿提出の
時点で記載することとし，投稿時には一切記載しない。

２．脚注をつける場合は，本文中の該当箇所の右肩に通し番号注1）　注2）…を付し，本文の最後
にまとめて記載する。
３．本文の中で文献を引用・参照する場合には，該当箇所に，（著者名〔姓のみ，連名の場
合２名まではその２名の姓を，３名以上の場合は筆頭著者名他と記載〕，西暦刊行年，引
用ページあるいは参照ページ）を，本文中に著者名がある場合は，その著者名に続けて，
西暦刊行年，引用ページあるいは参照ページ）を記す。引用ページあるいは参照ページは
省略される場合もある。
４．「引用文献」または「参照文献」は，本文の最後に一括して記載する。
５．「引用文献」または「参照文献」の配列は，筆頭著者名（姓）のアルファベット順とする。
その際，同一著者の場合は年号順に，さらに同一著者で同一刊行年の文献が複数ある場合
は，年号の後にa，bとつけて（1995a）（1995b）のように区別する。

６．文献の記載方法は以下の通り。
1）　雑誌の場合は，著者名・刊行年・論文題・雑誌名・巻号・ページの順とする。著者
名の後にピリオド，刊行年は西暦で（　）でくくりピリオド，論文題の後にピリオド
（副題がある場合は，コロンを入れ，副題を書いた後にピリオド），雑誌名の後にコンマ，
巻と号は半角で号は（　）でくくりコンマ，ページはpやppはつけず半角で，半角のハ
イフンではさみ，最後にピリオドをうつ。
例）松田喜美子．(1965)．現代児童の父母観の実態とそれからみた家族関係の診断：家庭

科内容編成の基礎として．日本家庭科教育学会誌，６(2)，74-82．

引用・参照
文献
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2）　書籍の場合は，著者名・刊行年・書名・出版地・出版社名の順とする。著者名の後に
ピリオド，刊行年は西暦で（　）でくくりピリオド，書名の後にピリオド（副題がある
場合は，コロンを入れ，副題を書いた後にピリオド），出版地の後にコロンをつけ，出
版社の後にピリオドをうつ。
例）常見育男．(1959)．家庭科教育史．東京：光生館．
3）　書籍の特定の部分（１論文や１章など）の場合には，著者名・刊行年・論文（章）題・
編集者・書名・論文（章）のページ・出版地・出版社の順とする。著者名の後にピリオ
ド，刊行年は西暦で（　）でくくりピリオド，論文（章）題の後にピリオド，編集者の
後に（編）をつけコンマをうち書名と続け，論文（章）の所在ページはppの後にピリ
オドをうち半角で，半角のハイフンではさみ，（　）でくくって示した後にピリオドを
うつ。出版地の後にコロンをつけ，出版社の後にピリオドをうつ。
例）和田典子．(1980)．家庭科教育の現状．大学家庭科教育研究会（編），現代家庭科研究

(pp.4-13)．東京：青木書店．
７．ホームページからの引用・参考文献については，URLおよびアクセスした日付がわか
るように示す。

論文の投稿 １．投稿規定の４に則って，Web投稿審査システム　Editorial Manager（https://www.
editorialmanager.com/jjahee/default.aspx）にアクセスし，投稿する。
２．掲載が確定した後に，英文抄録，和文抄録，本文，表，図，写真のデータを電子メール
に添付して事務局に提出する。

（附　　則）本要項は，2001年４月１日に改正し，2001年４月１日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本要項は，2004年６月25日に改正し，2004年６月25日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本要項は，2009年７月１日に改正し，2009年７月１日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本要項は，2014年５月１日に改正し，2014年５月１日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本要項は，2016年７月８日に改正し，2016年７月11日以降の投稿論文から適用する。
（附　　則）本要項は，2023年２月19日に改正し，2023年４月１日以降の投稿論文から適用する。



〈報告〉授業実践のひろば投稿・執筆要項
１ 投稿者は，小学校，中学校，高等学校の教員で，本学会の正会員，学生会員，海外会員に限る。ただ

し，小学校，中学校，高等学校の教員を離職した年度の翌年度末までは，投稿を認める。離職後の投
稿の際には，執筆者の肩書には「元・〇〇学校」として前任校を記載する。

２ 投稿原稿の掲載の採否は，編集委員会での審議に基づき決定される。査読は行わない。
３ 投稿原稿の内容は，児童・生徒の反応など，授業の情景が明確なもので，以下の観点を含む新しい視

点をもつ実践報告とする。
・教員の意図と教材，働きかけ　　・学習のプロセス　　・学習の深まりや広がりの様子
・学習者の変容

４ 1）　投稿原稿は５の執筆の形式に従って作成するものとする。
2）　原稿を投稿する際には，〈授業実践のひろば〉の投稿カード，本文，表，図，写真を提出する。
3）　別刷を希望するときには，部数（30部以上）を投稿カードに記入する。別刷代は実費とし，す
ベて著者負担とする。

4）　投稿原稿は，下記宛に送付する。（E-mail添付または郵送）
〒 112-0012　東京都文京区大塚１-４-１
「茗荷谷駅前郵便局留」日本家庭科教育学会編集委員会
E-mail：ed-kateika@jahee.jp

５ 1）　原稿は，原則としてワープロソフトを使って作成する。本文はＡ４判用紙（縦置き）で横書きと
して，上下各 20ミリ，左右各 60ミリの余白をとり，22字 ×40行で印刷し，各ページの番号は
下段余白の中央に記し，行数 10・20・30・40の数字を左余白に記入する。標題，本文，表，図，
写真を含め，刷り上がり６ページ（原稿２枚で刷り上がり１ページに相当する）以内とする。

2）　原稿の１枚目には，本文の前に，本文の標題（和文および英文）と氏名および所属を記載する。
3）　表，図は，正確に，鮮明に作成する。
4）　郵送の場合，原稿は，本文と，表，図，写真とに分けて，クリップ等でとめて提出する。
5）　掲載が確定した後に，本文，表，図，写真のデータを電子媒体に保存し提出する。電子媒体には，
標題，著者名を明記する。提出された電子媒体と原稿は返却しない。

（附　則）本要項は，2001年４月１日に改正し，2001年４月１日以降の投稿原稿から適用する。
（附　則）本要項は，2004年６月25日に改正し，2004年６月25日以降の投稿原稿から適用する。
（附　則）本要項は，2009年７月１日に改正し，2009年７月１日以降の投稿原稿から適用する。
（附　則）本要項は，2014年５月１日に改正し，2014年５月１日以降の投稿原稿から適用する。
（附　則）本要項は，2019年８月10日に改正し，2019年９月１日以降の投稿原稿から適用する。
（附　則）本要項は，2023年２月19日に改正し，2023年４月１日以降の投稿原稿から適用する。
（附　則）本要項は，2026年４月19日に改正し，2026年５月１日以降の投稿原稿から適用する。
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Journal of the Japan Association of Home Economics Education, Submission Guidelines

1. Submission of manuscripts to the Journal of Japan Association of Home Economics Education 
(the “Journal,” hereinafter) is limited the full member, the student member or the foreign 
member* of the Japan Association of Home Economics Education. (the “Association,” 
hereinafter.) 

2. The decision concerning the acceptance or rejection of submitted manuscripts for publication 
in the Journal will be made by the Editorial Committee of the Association in accordance with the 
“Review Code.”

3-1. Only original and unpublished work that is not simultaneously submitted to other journals 
or bulletins will be accepted.
Submitted manuscripts are classified into either of the two types: Research Paper or Research 
Note.
Authors must indicate the type of manuscript at the time of submission.

3-2. “Research Paper” contains new and significant findings and conclusions that contribute to 
the improvement and development of home economics education and home economics.

3-3. “Research Note” is one of the following papers;
1. �A paper that introduces research results, class planning or development of teaching 

materials as basic data for further studies. 
2. A paper that introduces history of research literature in this field.
3. �A paper that analyzes problematic issues concerning home economics education or class 

planning, or a paper that presents results of a work in progress.
4. A paper that introduces new trends in education and research.

3-4. Manuscripts must be complete in terms of their contents and their forms. No sequels will be 
allowed.

3-5. In principle, manuscripts should be limited to 8 printed pages or less, including tables, 
figures, photographs and English abstract. Notwithstanding the foregoing, manuscripts cannot 
exceed 12 printed pages. The publication fee is 20,000 yen for up to 8 pages, and 10,000 yen per 
page beyond that, to be borne by the contributor.

3-6. Contributors whose first language is not English need to have their English manuscripts 
proofread by a native speaker prior to submission. Review records shall accompany the 
manuscript.

4-1. All manuscripts are prepared as follows; 
・ Font size and style: 12-point type, Times New Roman.
・  Contents: Title, author(s) Affiliation and its mailing address, abstract (200 words), key words 

(up to 5 words), main text (44 lines per page), references (the APA style), tables and figures.
・  Format: 30mm at the top and bottom margins and 20 mm at the left and right margins of 

every page.

4-2. Manuscripts’ submission must be access the online submission system: “Editorial Manager.”  
https://www.editorialmanager.com/jjahee/default.aspx
・  English abstract, Japanese abstract, main text, tables, figures and photographs will be 

uploaded and converted PDF files. After check the PDF files, they will be transmitted.
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5. The Association shall hold the copyright of the published papers in the journal.
Therefore, the Association has the right to assign or transfer the copyright without the consent of 
the author.

6-1. Page proofs will be mailed to the author for approval, after the one-time correction, will be 
printed as is. Only the corrections of typographical errors will be allowed; the author may not 
change the contents of the manuscript in this stage.

6-2. If an author wishes to receive reprints excess 30 copies, he/she needs to pay for the actual 
cost.

* Regarding the submissions from the foreign members, we have exceptions 
concerning the qualification of the second author, the submission fee, and the 
payment for extra pages. For more information about these exceptions, contact:

Office of the Journal of Japan Association of Home Economics Education
e-mail ; ed-kateika@jahee.jp



日本家庭科教育学会　入会申込書　兼　所属・住所等変更届

□貴学会への入会を希望します。（入会申込書）
□登録情報に変更があったので，届け出ます。（所属・住所等変更届）

記入日　　　　年　　　 月　　　 日

会員種別　□正会員　□学生会員　□海外会員　□賛助会員 性別（任意）　　　□男　　□女

ふりがな
氏名 会員番号

（　　　　　）
生年月日（西暦）

 　　　年　　  　月　　 　日

所属（団体の場合は担当者氏名および所属部署，学生会員の場合は学校名および学部学科）

所属住所 〒　　　　　　　　　（都道府県よりご記入ください）
都　道
府　県

自宅住所 〒　　　　　　　　　（都道府県よりご記入ください）
都　道
府　県

紹介者記入欄（必ずお書き下さい）
氏名 所属（名称／部署／役職）

電話番号（所属）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自宅）

登録メールアドレス（必須）　　　　　　　　　@ メールマガジン配信
及び，理事選挙投票用

郵便物の送付先　　　　□所属　　□自宅 学 位　　　　　 学　□学士　□修士　□博士

専門分野（該当するものに〇，３つ以内）
（　）１.家庭科（小・中・高・特別支援学校） （　）２.家庭科教育学
（　）３.家政学原論・経営・経済 （　）４.家族 （　）５.保育・児童
（　）６.食物 （　）７.被服 （　）８.住居 （　）９.消費者教育
（　）10.環境教育 （　）11.ジェンダー （　）12.その他　具体的に（　　　　　　　　　　 ）

名簿記載の可否（不可のものに╳）
（　）所属住所　　（　）所属TEL　　（　）自宅住所　　（　）自宅TEL　　（　）メールアドレス

〈入会希望の方へ〉
○本申込書にご記入の上，下記宛にお申し込み下さい。（E-mail添付／郵送／ FAX）
〒112-0012　東京都文京区大塚４-39-11　仲町YTビル３階　日本家庭科教育学会事務局

E-mail　kateika@jahee.jp　　TEL・FAX　03-3942-7885
○理事会承認後，会費の振り込み用紙を送付いたします。会費納入確認日が入会日となり，会員資格を得ます。
○会費　入会金　1,000円

年会費　正会員9,000円　学生会員5,000円　海外会員9,500円　賛助会員20,000円
学会誌は電子ジャーナル化しているため，冊子体の郵送を希望する場合には有料となります。

○地区会活動の活性化のために，所属地区会へ氏名・所属・郵便物の送付先住所・E-mailアドレスをお知らせします。
ご了承ください。なお，地区会への入会は，学会入会とは別に手続きが必要となります。地区会にも是非ご入会下さい。

〈登録情報に変更のあった方へ〉
○本届出書に変更後の内容をご記入の上，早急に事務局までご連絡ください（E-mail添付／郵送／ FAX）。
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新 刊 紹 介

本書は，1950年代の高等学校「家庭に関する学科」（以
下，学科家庭科）における被服関係学科の教育実態を，
制度史および社会的文脈の双方から検討した研究であ
る。先行研究の整理，政府統計の分析，複数県の教育史
資料の精査を通して，制度上は職業教育に位置づけら
れた被服学科が，実態としては主婦養成的性格を帯び
ていたことを実証的に論じている。
とりわけ，戦前の実科高等女学校・高等女学校・職業
学校の系譜を踏まえ，戦後の高校三原則のもとでの総
合制の導入が，専門教育の人的・物的資源配分に制約
を与えたことを具体的に示した点は重要である。普通
科と職業科の並置により特定学科への重点的整備が困
難となったこと，家庭科教員養成の方向転換，施設設備
の不足などを総合的に検討し，被服学科が専門的職業
教育として確立し得なかった背景を構造的に明らかに
している。また，1950年代に進行した洋装化・既製服化
の社会的動向を視野に入れ，裁縫技能の社会的意味の
変容と教育内容との関連を位置づけた点も，本書の意
義といえよう。
一方，職業教育としての性格を検討するうえで，資格
制度との関係についてはなお検討の余地がある。とく

に，資格と職業との接続が早期に制度化されていた食
物学科との比較を通して，被服学科の制度的位置づけ
を対照的に分析する視点が示されていれば，議論はい
っそう明確になったであろう。被服関連資格の取得可
能性や制度的連関の有無を精査することは，被服学科
が職業教育として自立し得なかった要因の解明に資す
ると思われる。
また，当時なお女子の高校進学率が低水準にあった

こと，とりわけ農村部において学科家庭科が女子の進
学機会を拡大する装置として機能した側面については，
職業教育／主婦養成という枠組みとは別の評価軸から
の検討も可能であろう。進路との直接的連関のみなら
ず，女子の中等後期教育への包摂という観点からの再
定位も今後の課題として示唆される。
以上のように，本書は，学科家庭科における被服教育

の歴史的展開を実証的に再構成した基盤的研究であり，
戦後家庭科教育史研究に重要な論点を提示する成果で
ある。提示された諸課題は，ジェンダー史および職業教
育史との接続を含め，今後の研究の深化に資するもの
であろう。 （京都教育大学　井上えり子）

『洋装化・既製服化と被服教育―1950年代の高校学科家庭科における専門教育の展開』
宇津野花陽（著）

六花出版　2025年 11月　定価 4,000円＋税
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「教科教育学コンソーシアムにおける日本家庭科教育学会の活動」

教科教育学に関わる学協会を横断的につなぐ全国組織「教科教育学コンソーシアム」は2021年３月に
発足し，現在，当学会を含む14の学協会が加盟しています。コンソーシアムの主な活動として，年１回
の電子版『教科教育学コンソーシアムジャーナル』発刊と，年１回のシンポジウム開催があります。当
学会からは，コンソーシアム理事として学会長，ジャーナルの編集委員１名，そして研究活動を行う研
究推進委員２名が選出されています。
2023年の第１巻以降，コンソーシアムジャーナルには，コンソーシアムでの共同研究を基にした特別

論文ほか，コンソーシアム加盟学協会会員の皆様から投稿頂く一般論文が掲載されています。最新刊の
第３巻には，家庭科教育に関する論文もあり，論文は全てJ-stageから閲覧可能です。
研究推進委員会では，これまで「教科教育学におけるターミノロジーとメソドロジー」「学の越境が
もたらす倫理的，政策的，社会的課題」などをテーマに，教科教育にかかる学術共同体の構築をめざ
し，共同研究や議論が行われてきました。その成果は，年１回のシンポジウムで報告されています。以
上の研究推進の成果は，『越境する教科教育学（仮）』の書籍として2026年10月頃の刊行を予定しています。
2026年３月８日には，「各教科のビッグアイデアとは何か：学習指導要領の改訂をめぐる議論を見据えて」
が開催され，報告記事は，本誌次号（69-2号，８月20日発刊）に掲載予定です。
次期学習指導要領の改訂議論の中で，各教科の重要概念を明確にすることや柔軟に教育課程を編成し
ていくことが議論されており，教科教育学の学術組織としてのコンソーシアムの取り組みにもぜひご注
目下さい。 （教科教育学コンソーシアム研究推進委員　貴志倫子）

本号には研究論文２編，資料２編，2025年度例会シンポジウム「AIの時代と家庭科―家庭科教育が担う
資質・能力の再考―」報告，第69回大会のお知らせ，新刊紹介１冊の紹介記事を掲載しています。
最近は投稿される論文の数が多くなっており，編集委員は嬉しい悲鳴をあげております。多くの先生方に
査読を担っていただいておりますことを，心よりお礼申し上げます。例会シンポジウムのテーマであった
AIは発展と普及が凄まじく，教育のあり方や内容への影響は看過できません。是非，掲載記事をご一読い
ただき，今後も様々な角度から検討を深めてゆければと思います。 （坂本有芳）

●編集後記●

学会ミニ
だより

●編 集 委 員 貴志　倫子 * 大藪　千穂 * 都甲由紀子 * 伊藤　　優 大森　玲子 坂本　有芳
延原　理恵 小林　陽子 カバリェロ優子 柴田　優子 （ * は理事）　
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